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Disclosure　もくじ ●ディスクロージャーとは
　ディスクロージャー（Disclosure）とは、通常、「情報
開示」を意味し、国や行政が文書を一般の市民に公表する
事や、企業が株主や利害関係者のために、財務情報や企業
活動の情報を公開することをいいます。
　JAにおいても、信用事業の業務範囲の拡大にともない、
経営情報の開示を通じて経営の透明性を高める観点等から、
信用事業を行うJAについてのディスクロージャーが農業協
同組合法（第54条の３）により求められています。
　JAが一般の金融機関と大きく異なっている点は、信用事
業のほかに共済・購買・販売等といった各事業が、相互補
完的に結合した複合的な事業体であるということです。
　そして一番大きな違い、それはJAが組合員により組織さ
れ、組合員が運営し、組合員が利用する非営利・協同組合
組織であるということです。すなわち、一般の金融機関で
あれば、いかに利益を上げて高い株式配当につとめるかが
最も重要視されるわけですが、JAにおいては、いかに組合
員利用者の方々に貢献するかが大切で、それがJA設立の目
的でもあります。
　そこには、経営効率の指標では計れない様々な事業、例
えば指導事業や利用事業等、またそれらにともなう共同利
用施設・設備等の設置など、営利法人には見られないJAの
特徴的な事業・経営があります。
　事業内容に違いがあっても、みなさまの大切な財産をお
預かりしている以上、また、協同組合組織として当然のこ
ととして健全で安定した経営に心がけるとともに経営内容
を公開し、組合員等利用者・地域住民のみなさまの信頼を
得ることが重要だと考えております。

ＪＡのプロフィール

はじめに

※１．本冊子は農協法第５４条の３第１項に基づき作成したディスクロージャー資料です。

※２．計数は、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。

ＪＡ堺市は、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対するご理解を一層深めて
いただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営の内容などについて、利用者のみなさまの
ためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー2 0 1 4」を作成いたしました。
みなさまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いただきますようお

願い申し上げます。
今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成2 6年７月　堺市農業協同組合
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ごあいさつ ごあいさつ ごあいさつ 

堺市農業協同組合
代表理事組合長

1234

　組合員・利用者のみなさまには、平素よりＪＡ堺市に温かいご支援、ご愛顧をいただき

まして、誠にありがとうございます。

　わが国経済は、消費税率引き上げにともなう駆け込み需要の反動の影響を受けつつも、

基調的には緩やかな回復を続けていくとみられます。一方、輸出についても、海外経済の

回復などを背景に、緩やかに増加していくと考えられます。

　農業をめぐる情勢では、政府が成長戦略の柱として位置づけた農業改革の成果として、

農協改革をはじめとした「農林水産業・地域の活力創造プラン」をまとめ、ＴＰＰ（環太

平洋連携協定）交渉やＥＵとのＥＰＡ（経済連携協定）交渉をさらに加速しようとしてい

ます。

　そのようななか、ＪＡグループは、自己改革として組合員ニーズに応えるため総合事業

を行うことで農業所得に直結する営農・経済事業を強化し、地域を活性化することを目指

し、グループの在り方や事業の再構築をはかっていく事になります。

　ＪＡ堺市においては、第７次地域農業振興計画を策定するにあたり、都市農業としてど

のように地域農業を発展させるのか、組合員とＪＡだけでなく地域住民と連携した地産地

消の取り組みが重要となり、そのなかで地域に密着した組織としてこれまで培った付加価

値を最大限発揮していくことが求められます。

　農業、経営を取り巻く環境がなお一層厳しくなることが予想されるなか、さらなる成長

戦略として組合員・利用者との絆をより深め協同活動への参画をはかるとともに、地域住

民に対しても新たな協同活動を展開することで顧客満足度の向上をはかり、組織基盤をよ

り強固なものとし経営管理の高度化を目指してまいります。

　本誌『ディスクロージャー２０１４』は、ＪＡ堺市の取り組みや経営内容を正しくご理解い

ただき、当組合への信頼度が一層深まることを願って作成しました。ＪＡの特徴といえま

す信用・共済・購買など総合事業の活動案内に加え、経営資料として近年の業績やリスク

管理の状況等を説明しています。是非ご一読いただき、みなさまと当組合とのつながりが、

より強固なものとなることを願っています。

　今後とも、みなさまには一層のご支援、ご協力をいただけますよう、心からお願い申し

あげます。

平成２６年７月
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●ＪＡ堺市は、農業振興を通じて、「食」・「農」・「緑」を守り、かけがえのない自然を次世代に引き継
ぎます。
●ＪＡ堺市は、地域のみなさまとともに生き、地域のみなさまとの共感の中で、心ふれあう地域づくり
に取り組みます。
●ＪＡ堺市は、高い倫理観と責任感を持ち、地域社会に貢献できる事業と組織づくりに取り組みます。

『未来を育む協同活動』
　ＪＡの総合性を一層発揮することで、次世代と手を取り合って都市農業の振興をはかるとともに、豊かで暮らしや
すい地域社会の実現に取り組みます。

　1 ．持続可能な都市農業の振興
　農空間の保全・活用と新鮮で安全・安心な農産物を持続的・安定的に供給できる地域農業を支え、農家所得の向上
をはかることで、新たな担い手づくりと都市農地の多面的機能の発揮により、次世代につなぐ都市農業の振興をはか
ります。

　2 ．「食」と「農」を通じた地域との共生による豊かで暮らしやすい地域社会の実現
　協同の力を発揮し、ＪＡの総合性を活かした事業展開による組合員・利用者満足度の向上をはかり、地域振興に貢
献するとともに、「食」と「農」を通じた地域との共生による豊かで暮らしやすい地域社会の実現を目指します。

　3 ．経営基盤の強化と組織基盤の拡充
　次世代へつなぐ組合員基盤強化のため、協同活動に係る広報活動の展開や、魅力的な商品・サービス等の企画・開
発・提案等を行うことで、地域に即したＪＡ経営戦略を確立するとともに、経営管理の高度化をすすめ、健全性の向
上と効率経営による適正利益を確保します。

◇経営執行体制
　当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を踏まえ、
総代会において選出された理事により構成される「理事会」が、ＪＡの業務執行を決定するとともに、理事の職務執行
の監督を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　ＪＡの業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、生産者組織や女性会などから理事の登用を行
っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事お
よび員外監事を設置し、経営管理の強化をはかっています。

　営農センターおよびハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」を拠点として、消費者との連携による都市農業の振
興と地域社会づくりを基本方針とし、地域農業の持続的発展と消費者の求める新鮮で安全・安心な農産物の提供をはか
るため、今後も平成２２年度に策定した『第６次地域農業振興計画』を実践していきます。

『消費者との連携による都市農業の振興と地域社会づくり』

■第　6 次地域農業振興計画（実践年度　平成２２年度～平成２６年度）

事業活動の案内

基 本 方 針 

基 本 目 標 

基 本 方 針 

11 経 営 理 念 経 営 理 念 経 営 理 念 

22 経 営 方 針 経 営 方 針 経 営 方 針 

33 経営管理体制 経営管理体制 経営管理体制 

44 農業振興活動 農業振興活動 農業振興活動 



Ⅰ．水田等を中心とした地域農業の振興と多様な担い手の育成
Ⅱ．地場産農産物のブランド化による所得の向上
Ⅲ．購買・販売事業と連携した営農指導の強化
Ⅳ．農と市民の交流、共生
Ⅴ．農家生活を支援する相談活動
Ⅵ．心を豊かにする生活文化活動

主な取り組み
◇営農センターに営農経済渉外担当者５名を配置して安全・安心な農産物の生産指導を実施
◇大阪エコ農産物認証制度に基づく堺ブランド農産物『泉州さかい育ち』の生産推進と販路拡大
◇「定年帰農者等登録制度」や「新規就農者育成支援資金」の制定など農業の担い手確保・育成支援
◇ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」を堺市の指定管理者として運営
◇毎年１１月２３日に堺市・堺市農業委員会と共催により「堺市農業祭」を開催
◇学校給食およびハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」に出荷する全農産物の生産履歴記帳制度を実施
◇大阪エコ農産物『泉州さかい育ち』生産履歴情報をホームページ上に公開
◇観光農業振興会を通じたＪＡ市民農園（１７０ａ）や体験農園（６ヵ所）による農業交流活動
◇学校給食への地場産米・タマネギの提供
◇市内小学校・幼稚園・保育所へ食農教育関連資材提供
◇第７次地域農業振興計画の策定

（　1 ）全般に関する事項
　当ＪＡは、堺市（美原区の一部を除く）を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、
相互扶助（互いに助け合い、互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活
性化等に資する地域金融機関です。
　また、当ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域に根ざした協同組合として
の社会的責任や公共的使命のもと、健康で豊かな地域社会の実現に向けて、地域住民の暮らしや文化活動に貢献する取
り組みを行っています。
（　2 ）地域からの資金調達の状況
　当ＪＡの平成２６年３月末の貯金残高は、３８９，１４９百万円で、組合員・利用者のみなさまの計画的な資産づくりをお手
伝いするため、目的や期間に応じた各種貯金の取り扱いをしています（商品一覧は２０ページをご覧ください）。
（　3 ）地域への資金供給の状況
　当ＪＡの平成２６年３月末の貸出金残高は、４２，１５１百万円で、その大半が組合員のみなさまなどからお預かりした、大
切な財産である「貯金」を源泉としています。当ＪＡでは資金を必要とする組合員のみなさまや、地方公共団体などに
ご利用いただいています（商品一覧は２１ページをご覧ください）。
　なお、融資残高の内訳および制度融資の概要は以下のとおりです。

【制度融資の概要】 （平成２６年３月３１日現在）

件数内 容制 度 資 金 名
２農業経営改善に必要な農業関係施設等の整備拡充を目的とする。大 阪 府 農 業 近 代 化 資 金

１一定水準以上の優良賃貸住宅の供給促進を目的とする（現在は堺市が同制度に対応）。大阪府特定賃貸住宅建築資金
（注）上記の制度資金は基準日現在で当ＪＡにおいて貸出残高のあるものを記載しています。

（注）地方公社等とは、農業協同組合法第１０条第２０項第１号および第２号
の規定によるいわゆる過半出資非営利法人、産業基盤整備関連法人
および生活環境整備関連法人をいいます。

【融資残高の内訳】 （単位：千円）

貸 出 残 高貸 出 先 別
３０，９７４，７３０組 合 員

１０，８９２，３９１地 方 公 共 団 体
員

外

―地 方 公 社 等

―金 融 機 関

２８４，０１８そ の 他 員 外

１１，１７６，４０９計

４２，１５１，１４０合 計

disclosure 2014　
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基 本 目 標 

55 地域貢献情報等 地域貢献情報等 地域貢献情報等 
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（　4 ）文化的・社会的貢献に関する事項
＜主なもの＞
○食農教育教材を堺市教育委員会を通じて市内全小学校（１００校）に寄贈
　　● ＪＡ堺市オリジナル農業啓発小冊子『わたしたちの農業』（小学３年生を対象）
　　● ＪＡバンク食農教育応援事業製作の教材本『農業とわたしたちのくらし』（小学５年生を対象）
○食農教育教材を市内全幼稚園・保育所（１８５園）に寄贈
　　● ＪＡ堺市オリジナル食農教育ＤＶＤ『のびのび育む　コメルくん体操』
○市内全小学校（１００校）にＪＡグループの子供雑誌『ちゃぐりん』を毎月贈呈
○『堺市小学生夏休み児童作品コンクール』（後援：堺市、堺市教育委員会）を毎年開催

○「こども１１０番」への参加（全店舗・公用車・バイクへのステッカー貼付）
○地域ごとの総合健康診断を毎年実施

○税理士による無料税務相談会の実施（本所にて毎月３～４回火曜日）
○弁護士による無料法律相談会の実施（本所にて毎月第１・３木曜日および第４土曜日（一部月を除く））
○社会保険労務士による無料年金相談会の実施（３支所ごとにて毎月第２土曜日および本所にて第３水曜日（一部月を除く））
○各支所年金友の会によるレクリエーション活動や同連絡協議会主催の講演会を毎年開催

　平成２５年度講師　舞の海氏　演題「夢は必ずかなう」
○各支所に資産管理研究会を設置するとともに同連絡協議会で情報誌『みのり』の定期発行と講演会を毎年開催

　平成２５年度講師　ＪＡバンク大阪中之島倶楽部　財務コンサルタント　岩G　健二郎氏　演題「どちらも大事！
遺言と税金～平成２５年度税制改正も含めて～」

○組合員に広報誌『ＣＲＯＰ（くらっぷ）』を毎月郵送し、農業関連や生活関連情報を提供

○インターネット上の「ＪＡ堺市ホームページ」による食農教育コーナーの開設や各種情報の受発信

○本・支所窓口に助聴器・筆談器を設置

○エコ定期積金（エコパートナー）の取り扱いに基づき堺市緑の保全基金へ寄付

（　1 ）農業者等の経営支援に関する取り組み方針
　ＪＡ堺市は、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対し

て必要な資金を円滑に供給していくこと」を、「最も重要な役割のひとつ」として位置づけ、お客さまからのお借入

れ条件の変更等のご相談やお申込みには柔軟に対応し、また、お客さまからの経営相談には積極的かつきめ細かく対

応して、お客さまの経営改善への取り組みをご支援できるようつとめてきました。

　「中小企業金融円滑化法」は平成２５年３月末に期限を迎えましたが、引き続きこれまでと同様に真摯かつ丁寧に対
応していきます。

（　2 ）農業者の経営支援に関する体制整備
　営農センターならびに本支所において８人がＪＡバンク農業金融プランナーとして配属されており組合員が農業融
資を含めた農業経営全般に対する相談ができる体制となっています。

（　3 ）農山漁村等地域活性化のための融資を始めとする支援
　認定農業者・担い手農業者および大阪エコ農産物認証者等正組合員が農業に必要な資金を、中長期かつ低利で融資

し、農業の振興に資することを目的とする農業振興資金や、新規就農者や経験の浅い担い手を対象に、農業経営の安

定に向けた資金需要に応えることにより、主体的な経営努力を助長し、地域農業を担う農業者の育成・確保をはかる

ことを目的とする新規就農者育成支援資金等を取り扱っています。

（　4 ）ライフサイクルに応じた担い手支援
　行政と連携し、準農家制度として農産物の販売意欲や一定水準の農業技術がある方を「準農家候補者」として登録

し、これまで農業者の方々しか借りることができなかった小規模な農地を紹介しています。また、栽培技術や出荷方

法、地域慣行ルール等に関することについて、助言等の支援を地域の農家と連携して行っています。

（　5 ）農山漁村等地域の情報蓄積を活用した持続可能な農山漁村等地域への貢献
　堺市が策定した農業施策の基本的方向性を示す「堺市農業振興ビジョン」と連動し５年を周期に地域農業振興計画
を策定し都市農業に即した施策を提示し農業振興に取り組んでいます。また、行政ならびに関連機関と連携した堺市

農業者育成支援会議を通じた担い手への支援事業（直売所向け新品目試験栽培、認定農業者研修会等）や補助事業に

よる担い手農家、新規就農者支援を行っています。

事業活動の案内

66 地域密着型金融への取り組み 地域密着型金融への取り組み 地域密着型金融への取り組み 



　わが国の経済は、消費税率引き上げにともなう駆け込み需要の反動の影響を受けつつも、基調的には緩やかな回復を続

けていくとみられます。一方輸出についても、海外経済の回復などを背景に、緩やかに増加していくと考えられます。

　農業を取り巻く環境では、政府が成長戦略の柱として位置づけた農業改革の成果として、農協改革をはじめとした「農

林水産業・地域の活力創造プラン」をまとめ、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉やＥＵとのＥＰＡ（経済連携協定）交渉

をさらに加速しようとしています。

　このような情勢のもと、ＪＡグループは、自己改革として組合員ニーズに応えるため、総合事業を行うことで農業所得

に直結する営農・経済事業を強化し、地域を活性化することを目指し、グループの在り方や事業の再構築をはかっていく

事になります。

　ＪＡ堺市においては、第７次地域農業振興計画を策定するにあたり、都市農業としてどのように地域農業を発展させる
のか、組合員とＪＡだけでなく地域住民と連携した地産地消の取り組みが重要となり、そのなかで地域に密着した組織と

してこれまで培った付加価値を最大限発揮していくことが求められます。

　農業そして経営を取り巻く環境がなお一層厳しくなることが予想されるなか、実践２年目となる第１１次中期経営計画の
基本方針「未来を育む協同活動」に基づき、さらなる成長戦略として組合員・利用者との絆をより深め協同活動への参画

をはかるとともに、地域住民に対しても新たな協同活動を展開することで顧客満足度の向上をはかり、組織基盤をより強

固なものとし経営管理の高度化を目指します。
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購買品供給高 ６５４，８８１千円
販売品取扱高 ４２８，７５３千円

【事業実績】

　購買店舗・購買倉庫を供給拠点に営農経済渉外担当者（ＴＡＣ）を中心とした指
導購買の強化をはかり、農繁期休日対応や年３回の特別供給日の設定等、組合員・
利用者の利便性向上につとめました。また、「感謝と絆」をテーマに開催したＪＡ
スプリングフェアでは、２日間で２，６８８人の来場者を迎え、夏の農機具展示会では
農業機械安全運転講習会を開催し組合員との交流を深める場となりました。
　販売事業では、学校給食米の供給量確保のため、買取価格の増額など独自の出荷
対策を実施するとともに、農産物直売所「またきて菜」において、新鮮で安全・安
心な大阪エコ農産物「泉州さかい育ち」の販売や当ＪＡジュニア野菜ソムリエによ
る堺産農産物「堺のめぐみ」を使用した試食会を毎月開催するなど地産地消の情報
発信と地域農業の活性化をはかりました。また、農家所得の向上のため「創業祭」、
「堺にぎわい物産市」等のイベントを開催し集客増強をはかるとともに、消費者と
出荷者が連携し互いに顔が見える関係を築くことで、直売所の活性化に取り組み地
場産農産物の販売拡充と理解促進につとめました。

購 買 ・ 販 売 事 業 

経営環境

77 事業の概況 事業の概況 事業の概況 

〔営農指導〕
　営農指導では、ＪＡ全農が設置する恒常的に農家へ出向く営農経済渉外担当者（ＴＡＣ）が、組合員・圃場への定
期巡回指導や営農指導力強化に基づいたＴＡＣニュースの定期配布により、組合員・生産者との信頼関係を築くとと
もに、農産物直売所出荷登録者へ出荷品目の選定相談・適正農薬使用の指導を行い、生産履歴記帳の徹底による意識
をさらに高めながら出荷者の所得向上に繋げることで、「安全・安心」な地場産農産物として大阪エコ農産物「泉州さ
かい育ち」や堺産農産物「堺のめぐみ」のブランド力向上と地産地消を消費者にアピールしました。そして、直売所
出荷者の裾野を広げ数量・品揃えを豊富にし、遊休・不耕作農地の拡大を防ぐため、新規出荷者獲得推進や準農家制
度等と連携した新規就農者への誘導により、登録者と販売数量増加につとめました。
　また、新品目拡大・端境期対策では、行政との連携により新品目野菜やイチジクを中心とした果樹の継続した栽培
指導を行うとともに、今後の栽培検証に役立てるため実験圃場を活用しブドウ・モモを定植しました。

　資産管理活動では、組合員の資産保全と都市的有効利用活動支援のため、行政と連携し、「農」と「住」の調和し
たまちづくりを推進しました。また、資産管理連絡協議会主催の講演会開催や情報誌「みのり」の発行により、組合
員の資産管理ニーズに対応した情報提供につとめました。
　相談活動では、顧問税理士・弁護士による個別相談の継続実施により組合員が抱えるさまざまな問題解決に向けた
支援を行うとともに、総合相談体制構築に向けた職員の育成とレベルアップを目指した各種研修会を実施しました。
　生活文化活動では、「ゆとりと安心してくらせる生活・地域社会づくり」を目指し、組合員健康診断や年金友の会
連絡協議会講演会を実施しました。
　女性会活動では、女性会組織の強化・活性化をはかるとともに、農産加工技術の承継と親子料理講習会等の開催に
よる「地産地消」・「食農」の普及推進につとめました。

〔相談活動〕

　政府がＴＰＰ（環太平洋連携協定）への参加表明をするなか、ＪＡグループによる連携のもと、農畜産物における
重要５品目の関税維持に向けた取り組みを支持しました。一方、行政と連携し「経営所得安定対策事業」の円滑な遂
行等、地域の特性を生かした水田農業の確立に取り組んだ結果、生産調整目標を達成することができました。
　また、第３８回堺市農業祭（１１月２３日大仙公園にて来場者約５万１，０００人）の開催をはじめ、「堺の農業」親子で産地
見学・農業体験ツアーを実施するとともに、市内小学校・幼稚園等へ食農教育教材本ならびにＤＶＤの贈呈を行い、
地域農業振興活動に取り組みました。

〔農政活動〕

指 導 事 業 
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　地域に密着したＪＡの利便性と、ＪＡバンクシステムによる高度な金融機能
サービスの提供をはかるとともに、コンプライアンスを順守した業務遂行につ
とめました。
　また、個人貯金増強を柱とした収益基盤の安定・確保に向け、組合員・利用
者の総合的な取引拡大へ向けたメイン化の推進として、新規顧客獲得ならびに
次世代対策を重点とした事業推進体制の強化をはかりました。
　貸出金では、住宅ローン低金利競争や商品の多様性による競合が厳しいなか
積極的に推進活動を展開しました。

事業活動の案内

信 用 事 業 

貯金残高 ３８９，１４９，２９９千円
貸出金残高 ４２，１５１，１４０千円

【事業実績】

長期共済
 保有高  ６５５，９９３，３４９千円
新契約純増額 ５３，００６，８１５千円
年金共済
 保有高  ６，４８２，０１４千円
 新契約純増額 ６０７，７９４千円
火災共済 新契約件数 １，６３８件
自動車共済 新契約件数 ７，０４２件
傷害共済 新契約件数 ２，４６９件
個人賠責共済 新契約件数 ４３５件
自賠責共済 新契約件数 ２，３３６件

【事業実績】

経常利益 ６３４，０５６千円
税引前当期利益 ６１６，７０８千円
当期剰余金 ４４５，２５１千円

【実　　績】

１．地場産農産物のブランド化と販路拡大による農家所得の向上
・ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」における出荷量の増強
・多様な農業の担い手づくりに対する啓発と取り組み
・堺産農産物「堺のめぐみ」のブランド力強化
・環境保全型農業の推進

２．「農」を中心とした地域貢献
・生産者と消費者の連携による地産地消運動の拡充
・食農教育への取り組み強化
・　農地の多面的機能の発揮
・相続税納税猶予制度適用農地の適正利用と管理による遊休不耕作農地の解消

３．安定した経営基盤の確立
・安定取引先の組合員加入推進
・次世代対策として総合的な取引拡大による収益基盤の拡充
・総合相談体制の構築による組合員・利用者満足度の向上
・バーゼルⅢ導入による自己資本の充実
・ＡＬＭ・リスク管理委員会の充実

４．内部統制の強化
・内部統制システムの充実
・総体的リスク管理体制の確立

対 処 す べ き 重 要 な 課 題 

１．資金調達
　　とくに記載すべき重要な事項はありません。
２．設備等への投資
　　当年度中に完成した主要設備
　　・西陶器支所事務所の建て替え

当 該 事 業 年 度 に お け る 重 要 事 項 

　経常利益・税引前当期利益・当期剰余金は前年に比べ減少しました。信連か
らの預金利息増加はあるものの、前年度の睡眠貯金口座の雑益編入による信用
事業総利益の減少、共済事業における共済連からの特別配当収益の減少による
事業利益減少によるものです。

損 益 の 状 況 

　組合員・利用者から一層の信用と信頼を確保し、経営管理の高度化に向けた
自己改善力と健全性の向上をはかるため、経営の透明性・事務堅確性向上に取
り組み、コンプライアンス体制や内部監査体制の充実による経営基盤の確立に
つとめました。また、「第１１次中期経営計画」の基本方針である「未来を育む
協同活動」のもと、組織の活性化をはかるため女性の総代選出ならびに正組合
員加入促進に取り組むとともに、組合員と次世代との絆づくりと、将来の組織
基盤の安定に向けて次年度より支所協同活動に取り組むこととしました。
　このように、経営管理体制の強化と内部留保による自己資本の充実につとめ
た結果、平成２５年度末の自己資本比率は１７．６４％と高水準を維持できました。
　広報活動では、幅広く次世代に「地産地消」と「食農」を促進するためコミ
ュニティー誌「みんな見て菜」を創刊するとともに、地域のみなさまに愛され
たいという願いを込めてイメージキャラクター「コメルくん」を設定しました。
　施設管理面では、昨年７月に西陶器支所新事務所が竣工し、さらなる地域に
密着したサービスの提供を目指しています。

管 理 関 係 

　ＪＡ共済の豊富な商品性と職員の推進力強化「３Ｑ（サンキュー）訪問活動」に
よる加入内容説明と保障点検活動や新規取引先拡大への取り組みを通じて、組合
員・利用者さらにはその次世代層に対してもライフイベントに応じた情報提供
や保障提案を行うなど、提案型普及推進活動の実践につとめました。とくに新商
品「介護共済」の販売にともない、生存保障分野の普及強化をはかり「ひと・い
え・くるまの総合保障」の提供につとめました。また、ＪＡ共済連大阪と共催し
て、市内中学校で自転車交通安全教室を開催するなど地域貢献に取り組みました。

共 済 事 業 



 １～７／３１ サンキュー定期貯金キャンペーン（８０億円挙績）
 ２～７／５ 組合員健康診断（延べ２９日間で９３８人受診）
 １０ 女性会歩こう会（４００人参加、奈良県方面）
 １３ 年金相談会（百舌鳥・深井・福泉）
 ２０・２１ スプリングフェア（来場者２，６８８人）

 ２６・２７ 第１８回ＪＡ石材大商談会（府下８ＪＡが共催、来
  場者５８人）
 
 
 １～２７ 水稲は種・育苗作業（５２，６００枚）
 １～６／３０ 農繁期対応（土・日曜日営業）
 １～１０／３１ 夏のエコスタイルキャンペーン実施
 １１ 住宅ローン相談会（全支所）
 １１・１５ 年金相談会（中央・八田荘・東陶器・本所）
 １３ 果樹振興会総会（２２人出席）
 １４ 観光農業振興会総会（１６人出席）
 １４～１６ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期末監査
 １７ 緑花振興会総会（１４人出席）
 ２１ 第４４回女性会通常総代会（９９人出席）
 ２１ ４Ｈクラブ総会（２１人出席）
 ２２ 農作業受託協議会総会（１０人出席）
 ２２ 野菜振興会総代会（５２人出席）
 ２３・２４ 監事監査（平成２４年度決算監査）
 
 
 １～２０ 請負田植え（１９ha）
 ８ 住宅ローン相談会
 ８ 年金相談会（中部南・北八下・西陶器）
 １２～１９ 支所別決算説明会（１，４７１人出席）
 １４ コミュニティー誌「みんな見て菜」創刊
 １７ 大阪エコ農産物認証制度説明会
 １７～２１ 大阪エコ農産物認証制度申請受付
 １８ 女性会リーダー研修会（１８３人参加）
 ２３ 第４４回通常総代会（４６６人出席）

 ２８・２９ 水稲栽培講習会（２７人参加）

 ３・４ 女性会会員の集い（３１４人参加、岐阜県方面）
 １１ 観光農業振興会視察研修会（１４人参加、高槻市方面）
 １３ 住宅ローン相談会（堺泉北住宅展示場）
 １３ 年金相談会（百舌鳥・津久野・南八下）
１６・１７・１９ 農薬適正使用講習会（１８９人参加）
 １７～２３ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅰ
 １８ 資産管理・年金友の会連絡協議会
 １８ 資産管理連絡協議会講演会（９３人出席、「どちら
  も大事！　遺言と税金～平成２５年度税制改正を含
  めて～」講師　ＪＡバンク大阪中之島倶楽部　財
  務コンサルタント　岩v健二郎氏）　

 ２２～２３ 経営所得安定対策の現地確認調査
 ２８ 西陶器支所新事務所竣工式
 ２９～８／３ 秋の特別供給日（１，３１４万円供給）
 
 
 １ 情報開示の一環として作成した「ディスクロージ
  ャー誌」を全組合員に郵送（ＣＲＯＰに同封）
 ６～２３ 農業・不動産所得の記帳指導（８０件）
 ８ 酪農協議会総会（９人出席）
 １０・２１ 年金相談会（五箇荘・東百舌鳥・美木多・本所）
 １７ 住宅ローン相談会（ＡＢＣハウジング中百舌鳥住
  宅公園）
 

 １～１０ 農繁期対応（土・日曜日営業）
 １・２ 果樹振興会視察研修会（２１人参加、兵庫県方面）
 ３～２４ 秋用農業機械の点検（５１件）
 ６・７ 農機具展示会（来場者２４１人）
 １４ 年金相談会（浜寺・久世・登美丘）
 １５ 住宅ローン相談会（堺泉北住宅展示場）
 １８～１０／２５ 請負稲刈り（２３ha）
 １９ コンプライアンス研修会（全職員参加、「金融Ａ
  ＤＲ制度および相談・苦情対応について」）
 ２０～２３ 第３８回堺市小学生夏休み児童作品コンクール（応
  募総数２２，８０５点、応募学校数９６校）

 ２８ 住宅ローン相談会（ＡＢＣハウジング中百舌鳥住
  宅公園）
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Apr.Apr. 77月月 Jul.Jul.

99月月 Sep.Sep.

55月月 MayMay

Jun.Jun.66月月

88月月 Aug.Aug.

44月月



 １２ 年金相談会（百舌鳥・上神谷・金岡）
 １８ 農業祭関連行事「堺の農業見て歩き」（小学校児
  童２２０人を招待）
 １９ 「堺の農業」親子で産地見学・農業体験ツアー
  （３９人参加）

 ２０ 女性会が第４０回堺まつりに民踊で参加（１３７人）
 ２３・２４ 監事監査（半期決算監査）
 ２４ 自転車交通安全教室（堺市立八田荘中学校）
 ２８～１２／８ ＪＡ直売所　大阪産（もん）めぐり
 
 
 １～１２／３０ ウィンターキャンペーン（１６２億円挙績）
 ２～４ 堺にぎわい物産市（ハーベストの丘農産物直売所
  「またきて菜」）
 ５～８ 農業祭関連行事「さかいの農業紹介パネル展」
  （堺市役所高層館１階）
 ８～１３ 平成２５年産米集荷（５，１００袋）
 ９ 住宅ローン相談会（堺泉北住宅展示場）
 ９ 年金相談会（深井・日置荘・鳳）
 １５ コミュニティー誌「みんな見て菜」第２号発行
 １６ 住宅ローン相談会（ＡＢＣハウジング中百舌鳥住
  宅公園）
 ２３ 第３８回堺市農業祭・コメルくん初登場

 
 
 ２～７ 春肥特別供給日（１，３４２万円供給）
 ２～７ 廃棄プラスチックフィルム類の回収
 ２～２７ 種子バレイショ引き渡し
 ４～６ 大豆選粒（５４０㎏）
 ５ 防犯訓練（深井支所）
 １２ 大阪エコ農産物認証制度説明会
 １２・１３ 大阪エコ農産物認証制度申請受付
 １２・１３ 農作業受託協議会視察研修会（５人参加、片倉チ
  ッカリン㈱姫路工場）
 １４・１５ 創業祭（ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」）
 １８ 年金相談会（本所）
 １９ 年金友の会連絡協議会講演会（３２２人参加、「夢は
  必ずかなう」講師　舞の海氏）

 ９～２４ 農業・不動産所得決算指導（７６０件）
 １１ 年金相談会（中央・八田荘・福泉）
 １１ ４Ｈクラブ児童福祉施設訪問（７人参加）
 １４～１７ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅱ
 １５ ウメ・カキ剪定講習会（５５人参加）
 
 
 ４～３／７ 確定申告相談（９６８件）
 ５ 野菜振興会役員・総代合同視察研修会（４９人参加、
  兵庫県方面）
 ７～１８ 組合員座談会（１，１６０人出席）
 ８ 住宅ローン相談会（堺泉北住宅展示場）
 ８・１９ 年金相談会（中部南・北八下・東陶器・本所）
 １３ 人権啓発研修会（役職員参加、「新ちゃんのお笑
  い人権講座」講師　露の新治氏）
 １３・１４ 緑花振興会視察研修会（７人参加、高知県方面）
 １５ 住宅ローン相談会（ＡＢＣハウジング中百舌鳥住
  宅公園）
 １８ ＣＲＯＰ連絡員会議（２３人出席）
 １８・１９ ４Ｈクラブ視察研修会（１０人参加、愛知県方面）
 １９ 第５６回全国家の光大会
 ２４～３／６ 大阪府常例検査
 ２８・３／１ 水稲栽培講習会（３２人参加）
 
 
 ４～２５ 春用農業機械の点検（５９件）
 ８ 西陶器支所ふれあいまつり

 ８ 年金相談会（津久野・南八下・西陶器）
 １０～２２ 水稲特別供給日（６，０００万円供給）
 １８ 温州ミカン剪定講習会（６６人参加）
 ２２ 農産物直売所「またきて菜」来場者１００万人達成
  記念式典

 ２４ 農業啓発小冊子『わたしたちの農業』、同資料編
  （平成２６年度版）と食農教育ＤＶＤ「のびのび育む
  コメルくん体操」を堺市に寄贈（計９，１８９冊・１９１枚）
 ２７ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部自己査定監査
 ３０ 年金セミナー（本所）
 ３１ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部棚卸監査
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〔リスク管理基本方針〕

　組合員・利用者のみなさまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を

高めていくことが重要です。

　このため、有効な内部管理体制を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管理基本方針」を策

定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組み等、リスク管理の基本的な体系を整備しています。

　また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施等を通じてリスク管理体制

の充実・強化につとめています。

①信用リスク管理

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被る

リスクのことです。当ＪＡは、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定していま

す。

　また、通常の貸出取引については、本所に融資審査課を設置し各支所と連携をはかりながら、与信審査を行ってい

ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準等、

厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上をはかるため、資

産の自己査定を厳正に行っています。

　不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

果、貸倒引当金については「資産の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化につとめて

います。

②市場リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債の価値が変動

し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、

価格変動リスク等をいいます。

　金利リスクとは、金利変動にともない損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在して

いる中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、

有価証券等の価格の変動にともなって資産価格が減少するリスクのことです。

　当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスク等の市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化および

財務の安定化をはかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、

資産・負債の金利感応度分析等を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築につとめてい

ます。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析および当ＪＡの保有有価証券ポート

フォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ・リスク

管理委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ・リスク管理委員会で決定された方針等に基づき、満期保有

を中心とした運用を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかど

うかチェックし、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③流動性リスク管理

　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または

通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）および市

場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることに

より損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。

cリスク管理の体制
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　資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめていま

す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換

金性）を把握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

④事務リスク管理

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融機関が損失を被るリ

スクのことです。

　当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとと

もに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減につとめています。また万が一、事故・事務ミスが発生した場

合には、発生状況を把握し改善をはかるとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施する

体制を整えています。

⑤システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備にともない金融機関が損失

を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。

　当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用につとめるとともに、システムの万一

の災害・障害等に備え、「電算機運用管理規程」と「危機管理マニュアル」を策定しています。

〔コンプライアンス基本方針〕

　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・

利用者からの信頼を得るためには、法令等を順守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。

　このため、コンプライアンス（法令等順守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが不祥事を

未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上につながるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組み

ます。

〔コンプライアンス運営体制〕

　コンプライアンス体制全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員長とするコンプライアンス委員

会を設置し、コンプライアンスの推進を行っています。

　基本姿勢および順守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、研修会を行い全役

職員に徹底しています。

　毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進につとめるとともに、統括部署を設置し、その進

捗管理を行っています。

c法令順守の体制

リスク管理体制図

理 事 会

経営会議

ＡＬＭ・リスク管理委員会

リスク管理担当部署

監事会

信　用
リスク

市場関連
リスク

流動性
リスク

システム
リスク

事　務
リスク

▲

▲

▲

▲

▲
▲

▲ 監査室

報告報告

内部監査
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　また、組合員・利用者のみなさまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談等の専門窓口とし

て以下の「苦情受付窓口」を設置しています。

　【信用事業】　業　務　部（℡：０７２-２７８-３５００）　　【指導、購買・販売事業】　営農経済部（℡：０７２-２３４-１９００）

　【共済事業】　業　務　部（℡：０７２-２７８-３３４５）　　【総務、人事関係】　　　　総　務　部（℡：０７２-２７８-３３３３）

　　あわせて、監事への情報提供窓口も設置しています。（詳細は次項目をご参考ください）

〔組合員からの監事への情報提供窓口の設置〕

　当ＪＡの監事は、経営の健全な発展に資するため、農協法第３５条の５および農協法施行規則第８１条に基づき、理事

の職務の適正な遂行を阻害する行為に関する情報（組合経営に関する事象に限る）の提供を求めています。

　当ＪＡの理事の組合経営に関する気になる行為について、見たり聞いたりした事柄があれば封書にて下記宛に連絡

くださいますようお願いします。

堺市農業協同組合　監事会

記

連　絡　先：住　　所　　〒５９３-８３０１　堺市西区上野芝町２丁１番１号

受付監事　　常任監事　　西出　茂春　宛　

※ご好意による情報提供であっても、誹謗・中傷に類似する内容のものは受付いたしかねますので、予めご了承く

ださい。

〔利用者保護等への取り組み〕

　当ＪＡでは、農業協同組合法その他関連法令等により営む信用事業の利用者（利用者となろうとする者を含む）の

みなさまの正当な利益の保護と利便の確保のために、理事会において決議した「ＪＡバンク利用者保護等管理方針」

に基づき、利用者の保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行います。

＜ＪＡバンク利用者保護等管理方針（平成２２年１０月１日制定）＞

１．当ＪＡは、お客さまに対する取引または金融商品の説明（経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの

説明を含む）および情報提供を適切かつ十分に行います。

２．当ＪＡは、お客さまからの相談・苦情等について、公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融

円滑化の観点からの対応を含む）し、お客さまの理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応いたします。

３．当ＪＡは、お客さまに関する情報について、法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の紛

失、漏えいおよび不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じます。

４．当ＪＡが行う事業を外部に委託するにあたっては、お客さま情報の管理やお客さまへの対応が適切に行われる

ようつとめます。

５．当ＪＡは、当ＪＡとの取引にともない、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれ

のある取引を適切に管理いたします。

※　本方針の「取引」とは、「与信取引（貸付契約およびこれにともなう担保・保証契約）、貯金等の受け入れ、商

品の販売、仲介、募集等においてお客さまと当ＪＡとの間で事業として行われるすべての取引」をいいます。

〔利益相反管理への取り組み〕

　当ＪＡでは、組合員・利用者のみなさまの利益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引

法および関係するガイドラインならびに理事会において決議した「利益相反管理方針」に基づき、利益相反のおそれ

のある取引を適切に管理するための体制を整備し、適正に業務を遂行いたします。
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＜利益相反管理方針の概要（平成２１年６月１日制定・平成２３年９月２６日最終改定）＞

１．対象取引の範囲

　利益相反管理方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当ＪＡの行う信用事業関連業務、共済事

業関連業務または金融商品関連業務に係るお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するおそれの

ある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型

　「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に掲げるものが考えられます。

Aお客さまと当ＪＡの間の利益が相反する類型

G当ＪＡの「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法

　利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

A利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。

G各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に該当

するか確認します。

M利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

S各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが利益

相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

Y利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ（必要に応じて関係部署と協議）、

当該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法

　当ＪＡは、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客さまの保護

を適正に確保いたします。

A対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

G対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

M対象取引にともない、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切

に開示する方法（ただし、当ＪＡが負う守秘義務に違反しない場合に限ります）

Sその他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存

　利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当ＪＡで定める内部規則に基づき適切に記録

し、保存いたします。

６．利益相反管理体制

A当ＪＡは、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当ＪＡ全体の管理体制を統括する

ための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を受けない

ものとします。また、当ＪＡの役職員に対し、利益相反管理方針および利益相反管理方針を踏まえた内部規則

等に関する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底につとめます。

G利益相反管理統括者は、利益相反管理方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理

を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等

　当ＪＡは、利益相反管理方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証し、

必要に応じて見直しを行います。

　当ＪＡでは、反社会的勢力との関係を遮断するため、「内部統制システムに関する基本方針」を改訂のうえ方針を

定め、これを順守します（内容については、後記の「内部統制システムに関する基本方針」をご参照下さい）。

〔反社会的勢力への対応〕

事業活動の案内
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以上につき、ご不明な点がございましたら、本所総務部（℡：０７２-２７８-３３００）までご連絡ください。



　

　当ＪＡでは、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対し
て必要な資金を円滑に供給していくこと」を「当ＪＡの最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当ＪＡの担う公
共性と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取り組んでまいります。
＜金融円滑化にかかる基本的方針（平成２２年１月２９日制定・平成２５年４月１日最終改定）＞
１．当ＪＡは、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申し込みがあった場合には、お客さまの特性および

事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するようつとめます。
２．当ＪＡは、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に向け

た取り組みをご支援できるようつとめてまいります。
また、役職員に対する研修等により、上記取り組みの対応能力の向上につとめてまいります。

３．当ＪＡは、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申し込みがあった場合には、お客さまの経験等
に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うようにつとめてまいります。
また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するようつとめます。

４．当ＪＡは、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申し込みに対する問い合わせ、相談および
苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるようつとめてまいります。

５．当ＪＡは、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申し込みについて、関係する他の金融機関等（政府
系金融機関等、信用保証協会等および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊密な連携をはかるようつとめて
まいります。
また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客さまの同意を前提に情報交
換しつつ連携につとめます。

６．当ＪＡは、お客さまからの上述のような申し込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう、必要な体制を
整備いたしております。

具体的には、
A組合長以下、常勤役員、部室長を構成員とする「経営会議」にて、金融円滑化にかかる対応を一元的に管理し、
組織横断的に協議します。

G信用担当常務を「金融円滑化管理責任者」として、当ＪＡ全体における金融円滑化の方針や施策の徹底につと
めます。

M各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支所における金融円滑化の方針や施策の徹底につとめます。
７．当ＪＡは、本方針に基づく金融円滑化管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証し、必要に

応じて見直しを行います。
　

１．苦情処理措置の内容
　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・チラシ
等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切な対応につとめ、苦情等の解決
をはかります。
　当ＪＡの苦情等受付窓口（０７２-２７８-３６３３、受付時間：９時～１７時、金融機関の休業日を除く）

２．紛争解決措置の内容
　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

　● 信用事業
東京弁護士会紛争解決センター（０３-３５８１-００３１）、第一東京弁護士会仲裁センター（０３-３５９５-８５８８）、
第二東京弁護士会仲裁センター（０３-３５８１-２２４９）、京都弁護士会紛争解決センター（０７５-２３１-２３７８）、
公益社団法人総合紛争解決センター（大阪府）、兵庫県弁護士会紛争解決センター（０７８-３４１-８２２７）
　１．の窓口または大阪府ＪＡバンク相談所（０６-６２０４-３６６９）にお申し出ください。なお，下線の弁護士会仲裁セ
ンター等については、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。
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c金融ADR（裁判外紛争解決）制度への対応



　また、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京三弁護士会」という）の仲裁センター
等では、東京以外の地域の方々からの申し立てについて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で
手続を進める方法があります。
A現地調停：東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテ

レビ会議システム等により、共同して解決に当ります。
　例えば、お客さまは、兵庫県弁護士会紛争解決センターにお越しいただき、当該弁護士会のあっせん
人とは面談で、東京の弁護士会のあっせん人とはテレビ会議システム等を通じてお話しいただくことに
より、手続を進めることができます。

G移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。
　例えば、兵庫県弁護士会紛争解決センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会紛争解決センターで
手続を進めることができます。

※現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で行える訳ではありません。具体的内容は大阪府ＪＡバンク相談所
または東京三弁護士会仲裁センター等にお問合せください。

　
　● 共済事業
一般社団法人　日本共済協会　共済相談所（０３-５３６８-５７５７）
一般財団法人　自賠責保険・共済紛争処理機構（本部：０３-５２９６-５０３１）
公益財団法人　日弁連交通事故相談センター（本部：０３-３５８１-４７２４）
公益財団法人　交通事故紛争処理センター（東京本部：０３-３３４６-１７５６）
連絡先については、上記または１．の窓口またはＪＡ共済相談受付センター（０１２０-５３６-０９３）にお問い合わせ下さい。

　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理および各部門の業務の遂行状
況を、内部管理体制の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告等を通じて業務運営の適切性の維持・
改善につとめています。
　また、内部監査は、当ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、中期および年度の内部監査計画に基づき実施してい
ます。監査結果は代表理事組合長および監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取り
組み状況を確認・指導しています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重
要な事項については、ただちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、すみやかに適切な措置を講じています。

Ⅰ．内部統制システムの整備に関する基本的考え方
１．当ＪＡは、内部統制システムの整備にあたり、法令の順守、損失の危機管理および適正かつ効率的な事業運営

を目指し、ガバナンスの質の向上をはかります。
２．当ＪＡは、上記内部統制システムの整備のため、内部統制統括部署により、規程・体制等の整備を統括すると

ともに、内部監査部署による適切性・有効性の検証を行い、組合としてリスクの高い項目についての監査を実
施することによって、内部統制システムの有効性を評価したうえ、必要な改善を実施します。

３．組合長は業務執行の最高責任者として、内部統制システムの整備および運用について責任をもって実施します。
Ⅱ．内部統制に関する体制の整備
１．理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①コンプライアンス（法令等順守）を当ＪＡの重要課題として位置づけ、コンプライアンスに係る組合全体の考
え方を示した「コンプライアンス基本方針」「役職員の行動規範」、および役職員が順守すべき法令等の解説、
違法行為を発見した場合の対処方法等を具体的に示した手引書である「コンプライアンス・マニュアル」を役
職員に周知徹底します。更にコンプライアンスを実現するための具体的な実践計画である「コンプライアンス・
プログラム」を毎年度制定することで役職員のコンプライアンス意識の向上をはかります。

事業活動の案内
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c内部統制システムに関する基本方針（平成２０年４月２５日制定・平成２５年１２月３日最終改定）

c内部監査体制



②コンプライアンスを確保するための体制として、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理・統括する部
署を総務部とし、コンプライアンス体制全般の検討・審議を行う機関としてコンプライアンス委員会を設置し、
コンプライアンス統括部署で運営します。

③内部監査部署は、内部管理体制等の適切性・有効性の検証・評価を行います。監査の結果、改善要請を受けた
部署は、すみやかに必要な対策を講じます。

④組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員が相談もしくは通報を行うこと
ができる制度（ヘルプライン制度）の適切な運用を通して、内部通報制度の運営を確保します。

⑤財務報告の信頼性を確保するために、内部統制統括部署により、財務に係る業務の仕組みを整備、構築し、必
要に応じて業務の改善につとめます。

２．理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき、理事会議事録・契約書・その
他の重要文書は、特定の管理部署等が責任をもって管理します。

②「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき、理事および職員の職務の執行
に係る情報の取り扱い・保存・管理が適切に行われることを徹底します。

③理事の職務の執行に係る文書については、関連資料とともに保存・管理するものとし、必要に応じた期間は閲
覧可能な状態を維持します。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当ＪＡを取り巻く様々なリスクについて定めた「リスク管理基本方針」や「危機管理マニュアル」に従い、事
業全体のリスクを網羅的に管理します。

②総務部企画広報課は、リスク状況の管理およびリスク管理に係る体制の整備・運営等リスク管理の統合的管理
を担当します。

③災害や障害の発生等、緊急事態に陥った際は、「危機管理マニュアル」で規定した組織体制や指揮命令系統に
従い、業務の早期回復を行うための危機管理対応を行うものとします。

４．理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①理事および職員の「職制規程」に従い、各組織の所管事項や職務権限・責任を明確化し、適正かつ効率的な職
務の執行のための体制を整備・運用するものとします。

②理事会は、中長期の経営計画を策定し、全役職員に周知徹底します。
③定期的に理事会を開催し、理事の業務執行状況の監督を行います。

５．監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制
監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合は、理事と協議のうえ、監査の補助に当たらせます。

６．理事および職員が監事に報告をするための体制、その他の監事への報告に関する体制
①監事は、業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて理事ならびに職員に説明を求めることができます。
②理事および職員は法令等の違反行為、当ＪＡに著しい損害を及ぼす恐れのある事実等を発見した場合には、監
事に報告することとします。

７．その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①常勤監事は、理事会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議等に出
席します。

②監事は、組合の内部監査部門と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、効率的で有効な監査を実施するようつと
めます。

③監事は、監査の実効性を高めるために必要に応じて能動的にＪＡ全国監査機構等の外部専門家と連携をはかり
ます。

④監事は、代表理事等との定期的会合をもち、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表理事等との相互
認識を深めるようつとめます。

Ⅲ．反社会的勢力等による被害の防止
　当ＪＡは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力等に対して、確固たる信念をもって、以下の事項を定
め、排除の姿勢を堅持し、これを順守します。
　また、マネーローンダリング等組織犯罪等の防止に取り組み、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、
被害者救済など必要な対応を講じます。
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１．運営等
　当ＪＡは、反社会的勢力等との取引排除および組織犯罪等の防止の重要性を認識し、適用となる法令等や政府指
針を順守するため、当ＪＡの特性に応じた体制を整備します。
　また、適切な措置を適時に実施できるよう、役職員に指導・研修を実施し、反社会的勢力等との取引排除および
組織犯罪等の防止について周知徹底をはかります。

２．組織としての対応
　反社会的勢力等に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決につとめます。

３．外部専門機関との連携
　反社会的勢力等との対決に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊
密な連携関係を構築します。

４．取引を含めた一切の関係遮断
　反社会的勢力等との取引を含めた関係を遮断し、反社会的勢力による不当要求に対しては断固として拒絶します。
５．有事における民事と刑事の法的対応
　反社会的勢力による不当要求に対して、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じるなど、断固たる態度で対応
します。

６．裏取引や資金提供の禁止
　反社会的勢力等に対して、資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。

７．取引時確認
　当ＪＡは、犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく取引時確認について、適切な措置を適時に実施します。

８．疑わしい取引の届出
　当ＪＡは、疑わしい取引について、犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づき、すみやかに適切な措置を
行い、主務省に届出を行います。

　当ＪＡは、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事項を順守し、組合員・
利用者のみなさまに対して適正な勧誘を行います。
１．組合員・利用者のみなさまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金

融商品の勧誘と情報の提供を行います。
２．組合員・利用者のみなさまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容等、重要な事項を十分に理解していただく

ようつとめます。
３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・利用者のみなさまの

誤解を招くような説明は行いません。
４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者のみなさまのご都合に合わせて行うようつとめます。
５．組合員・利用者のみなさまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実につとめます。
６．販売・勧誘に関する組合員・利用者のみなさまからのご質問やご照会については、適切な対応につとめます。

　平成１７年４月１日から、個人情報の保護に関する法律が施行されました。ＪＡ堺市では、組合員・お客さまからの
信頼が第一と考え、次の『個人情報保護方針』『セキュリティ基本方針』を掲げ、個人情報の漏えい、内容の改ざん
の防止等のための厳格な管理を実施します。なお、当ＪＡにおける「個人情報の利用目的」は、本・支所店頭に掲示
するとともに、ホームページで公開しています。
＜個人情報保護方針（平成１７年３月２４日制定・平成２４年１０月１日最終改定）＞
　当ＪＡは、組合員・利用者等のみなさまの個人情報を正しく取り扱うことが当ＪＡの事業活動の基本であり社会
的責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。
１．関係法令等の順守
　当ＪＡは、個人情報を適正に取り扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」といいます。）その
他、個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣のガイドライン等に定められた義務
を誠実に順守します。
　個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できるものをい
い、以下も同様とします。

事業活動の案内
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〔金融商品の勧誘方針〕

〔個人情報保護の取り組み〕



２．利用目的
　当ＪＡは、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および法令により例外と
して扱われるべき場合を除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を取り扱います。
　ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。
　利用目的は、法令等により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本
人に通知し、または公表します。ただしご本人から直接書面で取得する場合には、あらかじめ明示します。

３．適正取得
　当ＪＡは、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

４．安全管理措置
　当ＪＡは、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つようつとめ、また安全管理のた
めに必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。
　個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）を構成する個人情
報をいい、以下同様とします。

５．第三者提供の制限
　当ＪＡは、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人デ
ータを第三者に提供しません。

６．機微（センシティブ）情報の取り扱い
　当ＪＡは、ご本人の機微（センシティブ）情報（政治的見解、信教、労働組合への加盟、人種・民族、門地・
本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等にもとづく場合や業務上必要な範囲においてご本人の同
意をいただいた場合を除き、取得・利用・第三者提供はいたしません。

７．開示・訂正等
　当ＪＡは、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等のお求めに応じます。
　保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。

８．苦情窓口
　当ＪＡは、取り扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのための内部体制
の整備につとめます。

９．継続的改善
　当ＪＡは、取り扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善につ
とめます。

＜情報セキュリティ基本方針（平成１７年３月２４日制定・平成２３年９月２６日最終改定）＞
　当ＪＡは、組合員・利用者等のみなさまとの信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供するため、組
合内の情報およびお預かりした情報のセキュリ ティの 確保と日々の改善につとめることが当ＪＡの事業活動の基本

（※１）

であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。
１．当ＪＡは、情報資産を適正に取り扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の禁止に関す

る法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣をはじめ主務大臣の指
導による義務を誠実に順守します。

２．当ＪＡは、情報の取り扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な組織的・人
的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏えい、改ざん、破壊、利用妨害等
が発生しないようつとめます。

３．当ＪＡは、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セキュリティ基本方針に基づき、
組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。

４．当ＪＡは、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が起きた場合、その原因を迅速に解明し、被害を最
小限に止めるようつとめます。

５．当ＪＡは、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、情報セキュリティマネジメ
ントシス テムを 確立し、維持改善につとめます。

（※２）
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※１　セキュリティ：安全管理

※２　情報セキュリティマネジメントシステム：

　　　組織的に情報セキュリティの維持と向上のための方策を立案、運用、見直し、改善すること



１０ １０ 主な事業の内容 主な事業の内容 主な事業の内容 

ご存じですかJA事業ご存じですかJA事業

　ＪＡ堺市は、みなさまの日常生活に欠かせない信用事業（貯金・貸付・為替）をはじめ、共済事業（ひと・いえ・くる

まの保障）、購買事業、指導事業（営農・生活）のほか、販売事業などを総合的に営んでいます。そして、一般の営利企

業とは本質的に異なり、相互扶助をモットーに、組合員や地域のみなさまのくらしのために、努力を重ねています。

　それでは、ＪＡ堺市の各事業を簡単に紹介します。

みなさまのくみなさまのくらしを支えるを支えるJAJA堺市みなさまのくみなさまのくらしを支えるを支えるJAJA堺市みなさまのくらしを支えるJA堺市

　信用事業は、貯金、貸付（融資）、為替など、いわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。この信用事業

は、ＪＡ、信連、農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、ＪＡバンクとして大きな力を発揮しています。

　組合員はもちろん地域のみなさまからの貯金をお

預かりしています。商品内容では、当座貯金、普通

貯金、貯蓄貯金、決済用貯金などの当座性貯金をは

じめ、定期積金や期日指定定期、スーパー定期、大

口定期、変動金利定期、据置定期などの定期性貯金

を、目的、期間、金額にあわせてご利用いただけます。

　組合員への貸付（融資）をはじめ、地域のみなさ

まのくらしや、農業者・事業者のみなさまの必要な

資金をご融資しています。また、地方公共団体、農

業関連産業などへも融資し、地域経済の質的向上・

発展に貢献しています。さらに、住宅金融支援機構

や㈱日本政策金融公庫などの融資の申し込みの取り

次ぎも行っています。

　全国のＪＡ・信連・農林中金の各店舗や銀行・信

用金庫などの各店舗と為替網で結び、当ＪＡの窓口

を通して全国の金融機関へ振込や手形・小切手など

の取り立てが、安全・確実・迅速にできる内国為替

を取り扱っています。

　利付国債（２・５・１０年）や個人向け国債を窓口販売

しています。また、本所では、証券投資信託の取り次ぎ

業務を行っています。

　ＪＡ堺市では、オンライン・ネットワークシステムを

利用して、各種自動受取・支払や定時送金、事業主のみ

なさまのための給与振込サービス、口座振替サービス、

パソコンや携帯電話によるインターネット・バンキング

など、いろいろなサービスを行っています。

　ＪＡのキャッシュカードは、偽造被害防止に効果のあ

るＩＣキャッシュカードになっており、手のひら生体認

証も付加できます。全国のＪＡ・銀行・郵便局・信用金

庫などのＣＤ（現金自動支払機）・ＡＴＭ（現金自動預

払機）でご利用いただけるほか、買い物などの支払いが

即時可能なデビットカードサービスも付加されています。

貯金業務貯金業務

貸付（融資）業務貸付（融資）業務

国債窓販・投信国債窓販・投信

その他サービスその他サービス

11

22 55

44
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　11．信用事業 ．信用事業

為替業務為替業務33



１０ 主な事業の内容 主な事業の内容 

　購買事業は、組合員をはじめ地域のみなさまの農業生産に必要な資材から家庭園芸用まで、肥料や農薬・農業機械など

のほか、食糧米や日用雑貨などの生活に必要な物資、環境にやさしい太陽熱温水器なども取り扱っています。

　共済事業は、相互扶助を基本理念に、終身・養老生命・こども・医療・がん・介護・年金共済など生命保険会社と同じ

ような商品や、火災・自動車・自賠責共済など損害保険会社と同じような商品を取り扱っています。さらに、自然災害に

も強い力を発揮する建物更生共済を取り扱っています。このように、「ひと・いえ・くるま」の総合保障を通じて、地域の

いちばん近くでみなさまのくらしに安心をお届けし、一人ひとりの人生設計を一生涯サポートします。

　ＪＡ女性会を中心にＪＡ宅配倶楽部などの食品や石材、

健康器具などの廉価供給につとめています。

　水稲や野菜、果樹などの肥料・農薬をはじめトラ

クターや田植機などの農業機械、噴霧器や小農具な

ど農業に必要な資材を取り扱っています。また、家

畜の飼料や水稲・園芸種子類も取り扱っています。

　食糧米は、銘柄米からブレンド米、無洗米まで、

各種取りそろえています。
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　22．共済事業 ．共済事業

　33．購買事業 ．購買事業

肥料・農薬・農業資材の供給肥料・農薬・農業資材の供給

食糧米の供給食糧米の供給22

11 生活資材の供給生活資材の供給33

　ＪＡ堺市に出荷された食糧米は、地産地消ならびに食農教育の一環として、堺市内の小学校へ給食用に販売しています。

また、ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」では、食糧米をはじめ野菜や果物・花など、新鮮で安全・安心な地場

産農産物を中心に提供しています。

　農家のみなさまに対する営農指導をはじめ、組合員・地域のみなさまを対象とした法律・税務相談のほか、資産運用相

談など、いろいろな指導・相談業務を行っています。指導・相談業務は、担当職員のほか、専門家による相談も実施して

いますので、お気軽にご利用ください。

　44．販売事業 ．販売事業

　55．指導事業 ．指導事業



■信用事業〔貯金商品一覧表〕

付利単位預入金額預入期間特 色 ・ 留 意 点種 別

１００円１円以上出し入れ自由給与や年金などの自動受け取り、公共料金などの自動支払い機能を加えると
より便利に。キャッシュカードとあわせて、あなたのサイフ代わりに。普 通 貯 金

無利息１円以上出し入れ自由無利息型の普通貯金です。貯金保険制度によって全額保護されます。無利息型
（決済用）

１００円１円以上出し入れ自由
個人のお客様のみが対象で、一冊の通帳に普通貯金と担保に組み入れる定期
貯金、定期積金および積立式定期貯金をセットでき、「受け取る・支払う・蓄
える・借りる（担保組み入れた貯金で自動ご融資）」の４つの機能が使えます。

総 合 口 座

無利息１円以上出し入れ自由総合口座にセットされた普通貯金を無利息型にしたものです。普通貯金は貯
金保険制度によって全額保護されます。

普通貯金
無利息型

無利息１円以上出し入れ自由小切手や手形によるお支払いができ、事業には欠かせない商品です。貯金保
険制度によって全額保護されます。当 座 貯 金

１円１円以上出し入れ自由個人のお客様のみが対象で、７段階に分かれる基準残高によって金利の変わ
る有利な商品です。貯 蓄 貯 金

１円５万円以上７日以上短期の資金運用に最適です。お引き出しの２日前までにご連絡が必要です。通 知 貯 金

１００円１円以上出し入れ自由払い戻しが租税納付目的のみの場合は、利息は非課税になります。納税準備貯金

１円１円以上１ヵ月以上
１０年以内

期間・金額など幅広く有利にご利用いただけます。個人のお客様の３・４・
５・７・１０年契約では６ヵ月複利計算で、さらに有利に運用できます（単利
型もあります）。満期日の指定（１ヵ月超１０年未満）もできます。希望月（１・
２・３・６ヵ月）ごとに、利息を分割して受け取ることもできます。

スーパー
定期貯金

定

期

貯

金

１円１，０００万円以上１ヵ月以上
１０年以内

まとまった資金を効率的に有利に運用できます。満期日の指定（１ヵ月超１０
年未満）もできます。大口定期貯金

１円１円以上
３００万円未満

１年以上
３年以内

個人のお客様のみが対象で、１年が過ぎると、１ヵ月前の予告で、いつでも
必要額のお引き出しができます。利息は、１年複利計算します。

期日指定
定期貯金

１円１円以上１・２・３年６ヵ月ごとに自動的に金利を見直しします。個人のお客様の３年契約では６
ヵ月複利計算で、さらに有利に運用できます（単利型もあります）。

変動金利
定期貯金

１円１円以上
１，０００万円未満

６ヵ月以上
５年以内

個人のお客様のみが対象で、６ヵ月経過後はいつでも必要額のお引き出しがで
きます。預入期間に応じて６段階の金利設定があり、６ヵ月複利計算します。据置定期貯金

１円１円以上
３００万円以内１年

当組合で公的年金や年金共済または恩給をお受け取りの方、もしくは６５歳以
上の在日外国人の方を対象に、スーパー定期貯金の店頭表示金利に０．５％を
上乗せします（取扱期間があります）。

シルバー
定期貯金

１円１００万円以上１年
相続手続完了後１年以内に、相続により取得した金額を原資としてお預けい
ただく個人のお客様を対象に、店頭表示金利に相続定期貯金優遇金利を上乗
せします。相続により取得した金額までの取り扱いになります。

相続定期貯金
（つなぎ愛）

１円１円以上自由積立期間を定めずに、毎月自由に定期貯金にお預けいただけます。エンドレス型積
立
式
定
期
貯
金

１円１円以上６ヵ月以上
１０年以下満期日（預入期間）を指定して、定期貯金にお預けいただけます。満 期 型

１円１円以上積立期間
１年以上

お客様の資金を定期的に積み立て一定期間据え置いた後、指定した受取間隔、
受取期間に応じて受け取れます。年 金 型

１円１円以上据置期間２ヵ月
以上２０年以内

退職金等、まとまった資金を一括で預け入れ、一定期間据え置いた後、お客
様が指定する受取間隔、受取期間に応じて受け取れます。

一括預入
年 金 型

財形貯蓄（財産形成貯蓄貯金）は、勤労者を対象とした貯蓄です。給料からの自動振替で蓄えられます。財 形 貯 蓄

１円１円以上３年以上積立額、貯蓄目的とも自由です。一般財形

１円１円以上５年以上住宅取得を目的にした貯蓄です。財形年金と合算で元金５５０万円までの利息
に非課税の特典があります。財形住宅

１円１円以上５年以上在職中に積み立て、６０歳以降に年金方式でお受け取りになれます。財形年金

一定額を一定期間積み立てて、無理なくコツコツと蓄える商品です。この定期積金には、以下の種類があります。定 期 積 金

１円毎回
１，０００円以上

月単位で６ヵ月
以上５年以内

掛金定額型と、初回で掛金を調整する目標額設定型があります。掛込周期は
１・２・３・６ヵ月のいずれかとします。

定額式・目標式
定期積金

１円
毎月１，０００円
以上ボーナス
月は増額

１・２・３・
４・５年

ボーナス月（月は自由設定）を併用し、大きく蓄えられます。ホテルやレス
トラン、劇場などの協賛店で会員だけのサービスが受けられる「カトレア倶
楽部」に同時入会できます。掛込周期は１ヵ月です。

カトレア
定期積金

１円
毎回１，０００円以
上１回当たりの
年金受取額以内

１・２・３・
４・５年

当組合で公的年金や年金共済または恩給をお受け取りの方を対象に、店頭表
示利回りに隔月掛金定期積金利回りを上乗せします。掛込周期は２ヵ月です。

隔月掛金
定期積金
（なごみ）

１円
毎回１，０００円
以上１顧客上
限額５万円

１・２・３・
４・５年

満５５歳以上６５歳未満の方で、かつ公的年金（国民年金・厚生年金・共済年金）
のお受け取りを予約された方を対象に、店頭表示利回りに０．３％を上乗せし
ます。掛込周期は１ヵ月です。

プレ年金
定期積金
（そなえ得）

１円
毎回１，０００円
以上１顧客上
限額５万円

１・２・３年当組合と連名でエコパートナー宣言をしていただいた方を対象に、店頭表示
利回りにエコ定期積金利回りを上乗せします。掛込周期は１ヵ月です。

エコ定期積金
（エコパートナー）

１円
毎回１，０００円
以上１顧客上
限額５万円

１・２・３年

１８歳以下のお子さまを養育する保護者の方を対象に、店頭表示利回りに０．２％
を上乗せします。契約時に、１８歳以下のお子さまが３人以上いる、または、
「児童手当」もしくは「給与」のお受け取りを当ＪＡに指定されている場合
は０．３％上乗せします。掛込周期は１ヵ月です。

子育て支援
定期積金
（スマイル）

―５万円単位２・５・１０年利率は固定金利で、銘柄により異なります。長期国債
中期国債国

債

―１万円単位１０年６ヵ月ごとに利率が変わる変動金利で、個人のお客様のみが対象となります。個人向け国債
（変動１０）

―１万円単位３・５年固定金利で、個人のお客様のみが対象となります。
個人向け国債
（固定３）
（固定５）

商品・サービスのご案内 商品・サービスのご案内 商品・サービスのご案内 
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商品・サービスのご案内 商品・サービスのご案内 
■信用事業〔貸付（融資）商品一覧表〕

融 資 期 間融 資 金 額資金使途・留意事項商 品 名

１０年以内５００万円以内認定新規就農者や農業後継者を対象に、農業経営の安
定と拡大の支援のための資金を低利でご融資します。新規就農者育成資金

要

項

貸

付

３０年以内
（用途により異なる）８億円以内

認定農業者・担い手農業者・エコ農産物認証者など、
正組合員に特化した農業資金を中長期かつ低利でご融
資します。

農 業 振 興 資 金

３０年以内
（用途により異なる）８億円以内集合住宅の建築など不動産の有効利用に必要な資金を

低利でご融資します。不動産賃貸事業資金

２５年以内
（用途により異なる）１億円以内農業経営生活刷新・農地取得・納税資金など、幅広く

ご利用いただけます。長 期 低 利 資 金

３５年以内５，０００万円以内住宅の新築や購入（土地・中古住宅を含む）、他金融
機関からの借換資金にご利用いただけます。住 宅 ロ ー ン

各

種

ロ

ー

ン

１５年以内１，０００万円以内
増改築や補修など住宅のグレードアップ資金に。エコ
住宅や耐震工事を目的としたリフォームなら、さらに
低利でご融資します。

リフォームローン

５年以内３００万円以内買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。フ リ ー ロ ー ン

７年以内５００万円以内
自動車の購入、車庫の建築資金など、お車に関する資
金にご利用いただけます。エコカーの購入なら、さら
に低利でご融資します。

マ イ カ ー ロ ー ン

１０年以内１，８００万円以内
農業機械などを取得する資金（農機具購入・修理など、
パイプハウスなど資材・建設費用、またこれらの借換
資金など）にご利用いただけます。

農機ハウスローン

据置期間を含め
最長１３年６ヵ月以内
（在学期間＋７年６ヵ月）

５００万円以内学校への就学に必要な資金（入学金・授業料・下宿代
など）にご利用いただけます。教 育 ロ ー ン

２年の自動更新
（旧契約は１年）５０万円以内

買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。
ローンカード（キャッシュカード）を使って、出し入
れも自由です。

カ ー ド ロ ー ン
当
座
貸
越
型 １年の自動更新３００万円以内お使いみちも出し入れも自由な、ビッグな資金です。ワイドカードローン

（注）　このほか、国や地方公共団体の制度資金など、各種資金を取り扱っています。担保・保証やその他ご融資条件、ご返済方法など、
くわしくは支所窓口でおたずねください。

　　　なお、ＪＡのご利用度に応じてご融資利率を軽減する制度（一部ローン対象）もあります。

■信用事業〔金融取り次ぎ商品一覧表〕

特 色 ・ 留 意 点種 別

証券投資信託の略称で、一般投資家による証券投資を容易にすることを目的としてつくられています。複数の投資家から資
金を集めて一つにまとめ、運用の専門家が金融・証券市場で株式や公社債等のいろいろな有価証券に分散投資し、その運用
成果を分配金として投資家に還元する仕組みです。ただし、預貯金保険の対象ではありません。また、貯金と異なり、元本
や利息の保証はありません。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、ご購入者が負うことになります。

投 資 信 託
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■共済事業〔長期共済〕

特 徴種 類
一生涯にわたって万一の保障が確保できます。大きな出費にも手厚い「一時金」プラン、残された家族の暮らしを
支える「生活保障年金」プランがあります。終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

健康上の不安で、共済・保険に加入できなかった方も、一定の範囲・医師の診査なしの簡単な告知で、生涯保障に
ご加入できるプランです。一時払終身共済

万一のときの保障と、将来の資金づくりを両立させたプランです。満期時には、まとまった「満期共済金」をお受
取りいただけます。養老生命共済

満期共済金などの一時資金を活用して将来の資金づくりをしながら、万一の保障を確保できるプランです。一 時 払
養老生命共済

お子さまの教育資金の準備に最適なプランです。共済契約者（親）が万一のときは、満期まで毎年養育年金をお受
取りになれるプランもあります。こども共済

病気やケガによる入院、手術を幅広く保障します。がんの治療や先進医療を受けたときにも備えられるので安心で
す。ご希望にあわせて保障期間や共済掛金払込期間等を選ぶことができます。医 療 共 済

がんと闘うための安心を一生涯にわたって手厚く保障し、あなたの「生きる」を応援します。すべてのがんのほか、
脳腫瘍も対象としています。がんで先進医療を受けたときの技術料を保障するプランもあります。が ん 共 済

長生きの時代を安心して暮らしていける、一生涯の介護保障です。介護の不安が増す高齢期にもしっかり対応。所
定の要介護状態になったとき、「介護共済金」をお受取りになれます。介 護 共 済

中高齢者向けの医療共済の仕組みです。他の共済に比べ、引受条件が緩和されていますので、手軽に入れて保障も
充実。持病（既往症）の悪化・再発もしっかり保障します。

引受緩和型
定期医療共済

ゆとりのある老後のために増える楽しみがある年金額、積立て感覚で老後の生活資金が手軽に準備できます。さら
に最低保証予定利率も設定されていますので、安心です。

予定利率変動型
年 金 共 済

火災はもちろん、地震や台風などの自然災害も幅広く保障します。満期共済金は、建物の新・改築や家財の買替資
金としてご活用いただけます。建 物 更 生 共 済

※税務・法律相談は予約制です。お問い合わせ・お申し込みは支所窓口へ。

商品・サー品・サービスのごビスのご案内 商品・サー品・サービスのごビスのご案内 商品・サービスのご案内 

■共済事業〔短期共済〕

特 徴種 類

建物・動産の火災などによる損害を保障します。火 災 共 済
お車の保障のほかご自身やご家族、ご契約のお車に搭乗中の方の損害を幅広く保障します。また、大切なお車の事
故による破損や、盗難や災害などによる損害を幅広く保障し、掛金割引制度も充実しています。自 動 車 共 済

法律ですべての自動車に加入が義務づけられています。ハンドルを握る人には欠かせないクルマの共済です。自 賠 責 共 済

■営農・生活・相談サービス

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

農業技術や農業経営に関する指導・相談を営農センターで行っています。営農指導・営農相談

毎月３～４回、火曜日に、本所で顧問税理士による無料相談を行っています。税 務 相 談

毎月第１・３木曜日と第４土曜日（一部月を除く）に、本所で顧問弁護士による無料相談を行っています。法 律 相 談
土・日曜日を除く毎日の農産物市況（南部合同青果市場）と病害虫防除情報をお知らせしています（営農テレホン
サービス℡２７７-３５９１）。

営農テレホン
サ ー ビ ス

農
産
物
市
況

ホームページ上では日曜日・祝日を除いて、毎日の農産物市況（南部合同青果市場）と病害虫防除情報および病害
虫注意報を掲載しています。ホームページ

内 容分 類

食糧米・宅配食品ほか食 料 品
生
活
物
資

長靴・雨ガッパほか衣 料 品

石材・仏壇仏具・表装ほか　耐久消費材

紙製品、パラコンポほか日用保健雑貨用品

整水器ほかそ の 他

内 容分 類

野菜・米・花き・果物・卵ほか農 業 生 産 品

〔主な販売品目〕

■経済事業〔主な購買品目〕

内 容分 類

家畜類（牛・鶏）の単味飼料、配合飼料飼 料

生

産

資

材

水稲・野菜・果樹・園芸用肥料や土壌改良材肥 料
水稲・野菜・果樹・園芸用農薬（殺虫・殺
菌・除草剤ほか）農 薬

農用ビニール・ポリ、ＰＯフィルムほか保 温 資 材

カミタイ・キュウリネットほか包 装 資 材

農業機械・農機具・農機部品、精米機ほか農 業 機 械

重油・エンジンオイル石 油 類

ハウス施設・温水器・白蟻駆除工事ほか建 築 資 材

水稲・園芸種子、園芸用品ほかそ の 他

事業活動の案内
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■貯金業務に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

５４０１冊５０枚小切手帳交付
一 般 口

当

座

貯

金

５４０１冊２５枚約束手形交付

２，１６０―新 規 登 録

署 名 鑑 料 ２，１６０―変 更

無料―廃 止

口座開設時に徴収３，２４０１口座口 座 開 設専用約束手形口
（ マ ル 専 ） ３２４１０　枚手形用紙交付

５４０１　枚自己宛小切手発行

２１６１　通残高証明書発行

２１６１　件取引明細表発行

２１６１　通利息支払証明書発行

紛失・汚損等、貯金者の管理
責任に帰する場合

５４０１　冊貯金通帳
再

発

行

５４０１　通貯金証書

１，０８０１　枚ＩＣキャッシュカード

（単位：円、消費税込）

（注）１．祝日とは、１月１～３日と５月３～５日を除く「国民の祝日に関する法律」で定める全休日（祝日・振替休日）とします。ただし、５月３～５日
のいずれかが日曜日と重なる場合は稼働します。

　　　２．利用時間帯のカッコ内時刻は、中部南支所・東百舌鳥支所・久世支所・東陶器支所・金岡支所の５店舗の稼働終了時刻です。
　　　３．残高照会はいすれの場合も無料でご利用いただけます。

■ＡＴＭ（現金自動預払機）利用に関するもの

備 考手 数 料利 用 時 間 帯
手 数 料 種 類

取 引取 引 媒 体

無料

８：４５～１９：００（２１：００）平　日

入金支払いＪＡキャッシュカード
９：００～１９：００

土曜日

日曜日

祝　日

１０８８：４５～１８：００
平　日

支 払 い他行キャッシュカード

２１６１８：００～１９：００（２１：００）

１０８９：００～１４：００
土曜日

２１６

１４：００～１７：００

９：００～１７：００
日曜日

祝　日

無料８：４５～１８：００
平　日

自 動

キャッシング
クレジットカード

１０８１８：００～１９：００（２１：００）

無料９：００～１４：００
土曜日

１０８

１４：００～１７：００

９：００～１７：００
日曜日

祝　日

（単位：円、消費税込）

信用事業取扱手数料一覧 信用事業取扱手数料一覧 信用事業取扱手数料一覧 
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■内国為替取引に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

当組合店舗間を含む４３２１　　件系 統 あ て送

金 ６４８１　　件他 行 あ て

当組合店舗間を含む
２１６３万円未満　１件

系 統 あ て

窓 口 利 用

振

込

４３２３万円以上　１件

５４０３万円未満　１件
他 行 あ て

７５６３万円以上　１件

当組合店舗間は無料
１０８３万円未満　１件

系 統 あ て
振 込 機
（ Ａ Ｔ Ｍ ）
利 用

３２４３万円以上　１件

４３２３万円未満　１件
他 行 あ て

６４８３万円以上　１件

当組合店舗間は無料
１０８３万円未満　１件

系 統 あ て

インターネット
バ ン キ ン グ

２１６３万円以上　１件

２１６３万円未満　１件
他 行 あ て

４３２３万円以上　１件

当組合店舗間を含む
１０８３万円未満　１件

系 統 あ て

自 動 送 金
サ ー ビ ス

２１６３万円以上　１件

２１６３万円未満　１件
他 行 あ て

４３２３万円以上　１件

２１６１　　通府 内
集 中 取 立代

金

取

立

６４８１　　通府 外

６４８１　　通普 通 扱 い
個 別 取 立

８６４１　　通至 急 扱 い

　● 手数料を超える経費を要す
る場合は、その実費を申し
受けます。
　● 隔地間とは、大阪手形交換
所区域外のものをいいます。

６４８１　　件送 金 ・ 振 込 の 組 戻 料
そ

の

他

６４８１　　通代金取立にかかる不渡手形返却料

６４８１　　通代金取立にかかる取立手形組戻料

６４８１　　通取立手形店頭呈示料（隔地間）

（単位：円、消費税込）

（注）系統とは、農業（漁業）協同組合、信用農業（漁業）協同組合連合会、農林中央金庫をいい、他行とは系統以外の金融機関をいいます。
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信用事業取扱手数料一覧 信用事業取扱手数料一覧 



■貸出業務に関するもの （単位：円、消費税込）

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

２１６１　通残 高 証 明 書 発 行

２１６１　件取 引 明 細 表 発 行

２１６１　通融 資 証 明 書 発 行

無料１　通住 宅 取 得 年 末 残 高 証 明 書 発 行

２１６１　通貸 付 金 ・ 利 息 払 込 証 明 書 発 行

印鑑証明書、資格証明書各１通を含む１，０８０１　部権 利 者 の 同 意 書 発 行

１，０８０１　枚ロ ー ン カ ー ド 発 行

５，４００住 宅 ロ ー ン
繰 上 償 還

３，２４０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

返済をともなわないもの
５，４００住 宅 ロ ー ン

条 件 変 更
３，２４０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

■そ　の　他

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

無料１～１００枚

邦 貨 両 替両 替 業 務 ２１６１０１～５００枚

３２４５０１枚以上

無料国債等の口座管理
口 座 管 理
（保護預かり）
業 務

無料投信窓販の保護預かり

２１６１　通残 高 証 明 書 発 行

手数料＝有償払込額× 
Ａ
１，０００

２，７００
料
率
（
Ａ
）

有償払込額　　５０百万円未満
一

括

払

込

株 式 払 込
事 務 受 託

２，１６０有償払込額　　５０百万円以上

１，６２０有償払込額　１００百万円以上

１，２９６有償払込額　３００百万円以上

（単位：円、消費税込）
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　当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯金保険制度（農水産業

協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られています。

c「ＪＡバンクシステム」の仕組み

　ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成するグループの名称です。組合員・利用

者のみなさまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバンク会員の総力を結集し、実質的にひと

つの金融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を運営しています。

　「ＪＡバンクシステム」は「破綻未然防止システム」と「一体的事業推進」を２つの柱としています。

c「破綻未然防止システム」の機能

　「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための仕組みです。再編強化法（農林中央

金庫および特定農業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」を定

め、ＪＡの経営上の問題点の早期発見・早期改善のため、国の基準よりもさらに厳しいＪＡバンク独自の自主ルール基

準（達成すべき自己資本比率の水準、体制整備など）を設定しています。

　また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切な経営改善指導を行います。

c「一体的な事業推進」の実施

　良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営システムの利用、

全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業推進の取り組みをしています。

c貯金保険制度

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を保護し、また資

金決済の確保をはかることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金など

が加入する「預金保険制度」と同様の制度です。

＜貯金等の保護の範囲＞

○農水産業協同組合が破綻したときに貯金保険で保護される貯金等（「付保貯金」といいます）の額は、保険の対象とな

る貯金等のうち、決済用貯金（無利息、要求払い、決済サービスを提供できること、という３要件を満たす貯金）に該

当するものは全額、それ以外の貯金等（「一般貯金等」といいます）については１農水産業協同組合ごとに貯金者１人

当たり元本１，０００万円までとその利息等です。

○保険の対象となる貯金等のうち決済用貯金以外の貯金等で元本１，０００万円を超える部分および保険対象外の貯金等なら

びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて支払われるため、一部カットされること

があります。

（注）１．「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という３条件を満たすものです。

　　　２．このほか、納税準備貯金、貯金保険の対象貯金を用いた積立・財形貯蓄商品が該当します。

　　　３．定期積金の給付補填金も利息と同様保護されます。

JAバンク・セーフティネット JAバンク・セーフティネット JAバンク・セーフティネット 

保 護 の 範 囲貯 金 等 の 分 類

全　額　保　護
（恒久措置）

決済用貯金（注１）
（利息のつかない等の３
要件を満たす貯金）

当　座　貯　金
普　通　貯　金
別　段　貯　金

貯
金
保
険
の
対
象
貯
金
等

元本の合計１，０００万円までとその
利息等（注３）を保護一 般 貯 金 等

（決済用貯金以外の貯金）

定期貯金・貯蓄貯金・通知
貯金・定期積金・農林債券
（リツノーワイド等の保護
預り専用商品）等（注２）

保 護 対 象 外
外貨貯金、譲渡性貯金、農林債券（ワリノー、リツノ
ーの保護預り専用商品以外の商品）等

貯
金
保
険
の

対
象
外
貯
金
等
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＊本内容については、貯金保険機構ホームページより引用しています。なお、詳細については、

　貯金保険機構ホームページ（http://www.sic.or.jp/）をご参照ください。

１，０００万円を超える部分は、破綻農水産業
協同組合の財産の状況に応じて支払われ
ます（一部カットされることがあります）

破綻農水産業協同組合の財産の状況に応
じて支払われます（一部カットされるこ
とがあります）



経営資料 
平成25年度 
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（単位：千円）

負 債 お よ び 純 資 産資 産
平成２５年度

（平成２６年３月３１日現在）
平成２４年度

（平成２５年３月３１日現在）
科 目平成２５年度

（平成２６年３月３１日現在）
平成２４年度

（平成２５年３月３１日現在）
科 目

３９１，１３１，４２７３８６，７７８，５９４１．  信 用 事 業 負 債３９１，７４９，５２９３９０，６６１，５７９１．  信 用 事 業 資 産

３８９，１４９，２９９３８４，１８８，１８７A  貯 金１，３１５，９９３１，１５７，２０４A  現 金
１，５８７，８９３２，１７８，９２５G  借 入 金３２２，５６１，２９１３１３，３２３，４７１G  預 金
３６４，８７７４０２，２２６M  その他の信用事業負債３２２，５６１，２９１３１３，３２３，４７１系 統 預 金
２８１，３９９２７６，２３２未 払 費 用２３，９０９，８０５２４，９０９，１８５M  有 価 証 券
８３，４７７１２５，９９３そ の 他 の 負 債１９，１０７，５７５１９，２０６，３３８国 債
２９，３５７９，２５５S  睡眠貯金払戻引当金１００，０００―地 方 債

１，１８９，２９１１，１８３，８９６２．  共 済 事 業 負 債４，７０２，２３０５，７０２，８４６社 債
４２７，４３２４２３，５８２A  共 済 借 入 金４２，１５１，１４０４９，５０２，１８１S  貸 出 金
４１５，６１６４０７，８２４G  共 済 資 金１，９４９，９３２１，９３２，９５７Y  その他の信用事業資産
６，３１７６，３３１M  共 済 未 払 利 息１，９２３，７０４１，９０５，９４３未 収 収 益

３３７，２１０３４４，３９９S  未経過共済付加収入２６，２２８２７，０１４そ の 他 の 資 産
２，５０２１，５４４Y  共 済 未 払 費 用k１３８，６３４k１６３，４２１e  貸 倒 引 当 金
２１１２１３e  その他の共済事業負債４４０，５７３４４４，９１０２．  共 済 事 業 資 産

６８，４７４６７，７５１３．  経 済 事 業 負 債４２９，７５０４３１，４３７A  共 済 貸 付 金
５７，９２６５６，４７１A  経 済 事 業 未 払 金６，３６７６，５２８G  共 済 未 収 利 息
１０，５４８１１，２８０G  経 済 受 託 債 務６，３８９８，８２１M  その他の共済事業資産
６３６，８７９７１０，５１９４．  雑 負 債k１，９３２k１，８７７S  貸 倒 引 当 金
１０３，５９０１４０，２１５A  未 払 法 人 税 等１４１，６８３１３２，９０８３．  経 済 事 業 資 産

３６，７６５６１，２５９G  リ ー ス 債 務８７，３９９７０，１４９A  経 済 事 業 未 収 金
３７，１０８３６，１７７M  資 産 除 去 債 務５３，９８８６２，３７６G  棚 卸 資 産
４５９，４１５４７２，８６７S  そ の 他 の 雑 負 債４５，８９４５２，８２８購 買 品
４１１，４６２５１８，３７１５．  諸 引 当 金８，０９４９，５４７販 売 品
９３，４６７９２，５６６A  賞 与 引 当 金６８３６８３M  その他の経済事業資産
２７５，５１０３８１，８２３G  退 職 給 付 引 当 金k３８７k３０１S  貸 倒 引 当 金
３８，８１１２８，９３９M  役員退職慰労引当金４０，４５１４９，７８９４．  雑 資 産

３，６７２３，６７２S  環 境 対 策 引 当 金４０，４５１４９，７８９A  雑 資 産
―１１，３７０Y  固定資産解体等引当金２，２０９，０２８２，０８４，００３５．  固 定 資 産

３９３，４３７，５３５３８９，２５９，１３３負 債 合 計２，２０４，１９３２，０７９，３５６A  有 形 固 定 資 産
１６，８５５，４３８１６，４０４，３６９１．  組 合 員 資 本２，６４９，０６１２，４９３，０３１建 物
１，１７５，１４０１，１３１，５４１A  出 資 金９８，８７１９８，８７１機 械 装 置
２２，２４９２２，２４９G  資 本 準 備 金７７４，６１８７７４，６１８土 地

１５，６６３，２１１１５，２５６，９４４M  利 益 剰 余 金１１６，６４１１１６，６４１リ ー ス 資 産
２，２６３，０８２２，２４４，９２２利 益 準 備 金３，５３３３８，１３１建 設 仮 勘 定
１３，４００，１２９１３，０１２，０２２その他利益剰余金９０３，２９０７９８，０８５その他の有形固定資産
１，４００，０００１，４００，０００信用事業基盤強化積立金k２，３４１，８２３k２，２４０，０２３減価償却累計額
４３０，０００４３０，０００施設整備積立金４，８３４４，６４６G  無 形 固 定 資 産
１００，０００１００，０００有価証券価格変動積立金１５，５２９，７５４１２，０７９，７５５６．  外 部 出 資

６２０，０００６２０，０００貸出債権積立金１５，５２９，７５４１２，０７９，７５５A  外 部 出 資
３，５９９４，２２１圧 縮 積 立 金１４，９８５，４９４１１，５３５，４９５系 統 出 資

９，８４０，２９７９，４９０，２９７特 別 積 立 金５４４，２６０５４４，２６０系 統 外 出 資
１，００６，２３１９６７，５０２当期未処分剰余金１８２，９３４２１３，１６９７．  繰 延 税 金 資 産

（４４５，２５１）（５１９，０５３）（うち当期剰余金）
k５，１６２k６，３６５S  処 分 未 済 持 分
９８１２，６１２２．  評 価 ・ 換 算 差 額 等

９８１２，６１２A  その他有価証券評価差額金
１６，８５６，４１９１６，４０６，９８２純 資 産 合 計

４１０，２９３，９５５４０５，６６６，１１５負債および純資産合計４１０，２９３，９５５４０５，６６６，１１５資 産 合 計

Ⅰ　決算の状況

11 貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表 
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平成２５年度平成２４年度
科 目

平成２５年度平成２４年度
科 目

５２，０７４５４，３６３w  利 用 事 業 収 益３，３４１，０８０３，４５７，５４８１．  事 業 総 利 益

２９，９４７２９，４３９水 稲 育 苗 代 金３，２１５，９３３３，３１３，４９２A  信 用 事 業 収 益

２２，１２６２４，９２３請 負 代 金３，１０２，６９７３，０６９，９２８資 金 運 用 収 益

３４，５４０３６，８０２3  利 用 事 業 費 用（１，９３８，９４８）（１，８５３，５１０）（う ち 預 金 利 息）

１４，４４６１５，３０７水 稲 育 苗 費 用（９４，１４８）（９５，６０９）（うち有価証券利息）

２０，０９３２１，４９５請 負 費 用（７７１，６４６）（８５８，０９１）（うち貸出金利息）

０―そ の 他 の 費 用（２９７，９５３）（２６２，７１６）（うちその他受入利息）

（０）（―）（うち貸倒引当金繰入額）５３，０３２５１，２３６役務取引等収益

１７，５３４１７，５６０利 用 事 業 総 利 益６０，２０３１９２，３２７その他経常収益

１７，９４７１５，７９４A  指 導 事 業 収 入９０８，４３７８９５，８９５G  信 用 事 業 費 用

６，８７３５，２００指 導 補 助 金６０１，２４５５９７，０８６資 金 調 達 費 用

１０，７１７１０，２３７実 費 収 入（５６０，１８５）（５３４，６０８）（う ち 貯 金 利 息）

３５６３５６受入事務委託料（２５，１６３）（４０，９６７）（うち給付補填備金繰入）

９３，７８４９０，２５２G  指 導 事 業 支 出（１５，２１７）（２１，０８２）（うち借入金利息）

２１，０７６２１，２９４営 農 改 善 費（６７９）（４２７）（うちその他支払利息）

１６，９４２１６，７６７生 活 改 善 費１７，７６５１６，２１８役務取引等費用

５５，７６５５２，１９１教 育 情 報 費２８９，４２５２８２，５９０その他経常費用
k７５，８３６k７４，４５７指 導 事 業 収 支 差 額（２９，３５７）（９，２５５）（うち睡眠貯金払戻引当金繰入額）

２，９１６，５２５２，８８７，３７７２．  事 業 管 理 費２，３０７，４９６２，４１７，５９６信 用 事 業 総 利 益

１，９９７，２２１１，９９６，５４４A  人 件 費１，００６，４０７１，０１５，０１２M  共 済 事 業 収 益

４３１，５５６４２６，００９G  業 務 費９７０，２２１９６８，７３２共 済 付 加 収 入

１１８，１２７１２３，６３６M  諸 税 負 担 金１２，３６９１４，０９０共済貸付金利息

３５７，６９９３３４，８６７S  施 設 費２３，８１７３２，１８８そ の 他 の 収 益

１１，９２０６，３１９Y  その他事業管理費６０，３３３５９，０９７S  共 済 事 業 費 用

４２４，５５５５７０，１７０事 業 利 益１２，３１６１３，７９６共済借入金利息

２１６，８７６１９１，８４６３．  事 業 外 収 益３７，７３０３６，２４４共 済 推 進 費

１８３，６０５１５８，２１１A  受 取 出 資 配 当 金１０，２８６９，０５６そ の 他 の 費 用

２，１２６４，７９９G  賃 貸 料（５５）（―）（うち貸倒引当金繰入額）

２４，７８６２５，０７５M  貸倒引当金戻入益９４６，０７４９５５，９１５共 済 事 業 総 利 益

６，３５７３，７６１S  雑 収 入６５７，８３０５９５，４６３Y  購 買 事 業 収 益

７，３７５６，６２４４．  事 業 外 費 用６５４，８８１５８４，７４２購 買 品 供 給 高

１，７７６１，７１５A  支 払 雑 利 息２，９４８１０，７２０そ の 他 の 収 益

７０１，２３３G  寄 付 金６０６，１０１５４４，０９０e  購 買 事 業 費 用

３７１４２９M  減 価 償 却 費５９９，０９５５３７，１５１購買品供給原価

―７５４S  建 物 保 存 登 記 等５，０１０４，５３４購 買 品 供 給 費

５，１５７２，４９０Y  雑 損 失１，９９４２，４０４そ の 他 の 費 用

６３４，０５６７５５，３９３経 常 利 益（８５）（―）（うち貸倒引当金繰入額）

１７，３４７３３，６９３５．  特 別 損 失５１，７２８５１，３７２購 買 事 業 総 利 益

１７，３４７２２，３２３A  固 定 資 産 処 分 損２８５，５８７２９３，５０５k  販 売 事 業 収 益

―１１，３７０G  固定資産解体等引当金繰入額２１５，６８９２３４，２８６販 売 品 販 売 高

６１６，７０８７２１，６９９税 引 前 当 期 利 益３０，２２６２８，６０５販 売 手 数 料

１４０，５９１１７１，６６２法人税・住民税および事業税３９，６７１３０，６１３そ の 他 の 収 益

３０，８６５３０，９８２法 人 税 等 調 整 額１９１，５０４２０３，９４４q  販 売 事 業 費 用

１７１，４５６２０２，６４５法 人 税 等 合 計１７７，８０７１９５，８７２販売品販売原価

４４５，２５１５１９，０５３当 期 剰 余 金５，４３９４，８９７販 売 費

５６０，９７９４４８，４４８当 期 首 繰 越 剰 余 金８，２５７３，１７４そ の 他 の 費 用

１，００６，２３１９６７，５０２当 期 未 処 分 剰 余 金９４，０８３８９，５６０販 売 事 業 総 利 益

平成２５年４月１日から
平成２６年３月３１日まで

平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで

（単位：千円）

平成２５年４月１日から
平成２６年３月３１日まで

平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで
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平成２５年度平成２４年度
科 目

平成２５年度平成２４年度
科 目

（経済事業活動による資産および負債の増減）１．事業活動によるキャッシュ・フロー

k１７，２４９k２３，９６１受取手形および経済事業未収金の純増減６１６，７０８７２１，６９９税引前当期利益

８，３８７k５４３棚卸資産の純増減１３７，０８６１３４，５７０減価償却費

１，４５５１，６０２支払手形および経済事業未払金の純増減３２７k６６６資産除去債務関係損益

k７３２２２７経済事業受託債務の純増減６０６０敷金償却

（その他の資産および負債の純増減）k２４，６４４k２５，０７５貸倒引当金の増加額

９，２０６k７，２１８その他の資産の純増減２０，１０１７，６０６睡眠貯金払戻引当金の増加額

k１３，５８６４５，３７１その他の負債の純増減９０１k２，５００賞与引当金の増加額

―６７１未払消費税等の純増減k１０６，３１２k１２４，７６５退職給付引当金の増加額

３，０７０，８３４２，９９３，６５３信用事業資金運用による収入９，８７２６，６３２役員退職慰労引当金の増加額

k６３７，３２２k６３８，８４４信用事業資金調達による支出k１１，３７０１１，３７０固定資産解体等引当金関係損益

１２，５３０１５，１５３共済貸付金利息による収入k３，１０３，２３２k３，０７０，８８１信用資金運用収益

k１２，３２９k１４，９４３共済借入金利息による支出６０１，２４５５９７，０８６信用資金調達費用

２，９６２，９４５９２４，７０７小 計k１２，３６９k１４，０９０共済貸付金利息

１８３，６０５１５８，２１１雑利息および出資配当金の受取額１２，３１６１３，７９６共済借入金利息

k１，７７５k１，６８２雑利息の支払額k１８３，６０５k１５８，２１１受取雑利息および受取出資配当金

k１７７，２１５k１３７，３６６法人税等の支払額１，７７６１，７１５支払雑利息

２，９６７，５５９９４３，８７０事業活動によるキャッシュ・フロー５９３９３０有価証券関係損益

２．投資活動によるキャッシュ・フロー１７，４９５２２，３２３固定資産処分損益

k５９７，５３４k５００，０００有価証券の取得による支出（信用事業活動による資産および負債の増減）

１，５９４，０５８６０２，２９１有価証券の償還による収入７，３５１，０４０４，６２７，６４０貸出金の純増減

k２６７，６３３k１２２，１５６固定資産の取得による支出k９，１８０，０００k１８，１００，０００預金の純増減

―k１１，０４１固定資産の処分等による支出４，９６１，１１２１４，３５７，１５１貯金の純増減

k３，４４９，９９８k７３５，７４５外部出資の取得による支出k５９１，０３１k４９４，４９８信用事業借入金の純増減

―k５６４資産除去債務の履行による支出１５，３９４８２８その他の信用事業資産の純増減

k１１，３７０―その他k１，２４４５，２０６その他の信用事業負債の純増減

k２，７３２，４７７k７６７，２１６投資活動によるキャッシュ・フロー（共済事業活動による資産および負債の増減）

３．財務活動によるキャッシュ・フロー１，６８７４６，４３７共済貸付金の純増減

―２，９１７リース債務の増加３，８５０k４７，３４１共済借入金の純増減

k２４，４９４k２４，４９４リース債務の返済等による支出７，７９２４４，８１７共済資金の純増減

５６，９５７２１，３０６出資の増額による収入k７，１８９k１０，９７４未経過共済付加収入の純増減

k１３，３５８k１２，２２６出資の払戻しによる支出９５８k２２３共済未払費用の純増減

k４，９５７k６，３６５持分の取得による支出２，４３２２，９６２その他の共済事業資産の純増減

６，３６５６，１６０持分の譲渡による収入k２k６６その他の共済事業負債の純増減

k３８，９８５k３８，７３０出資配当金の支払額

k１８，４７３k５１，４３２財務活動によるキャッシュ・フロー

００４．現金および現金同等物に係る換算差額

２１６，６０８１２５，２２０５．現金および現金同等物の増加額

１，６６０，６７５１，５３５，４５４６．現金および現金同等物の期首残高

１，８７７，２８４１，６６０，６７５７．現金および現金同等物の期末残高

平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで

平成２５年４月１日から
平成２６年３月３１日まで

平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで

平成２５年４月１日から
平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

Ⅰ　決算の状況
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準および評価方法
A　満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
G　その他有価証券
①時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

②時価を把握することが極めて困難と認められるもの：移動平均法に
よる原価法

　
２．棚卸資産の評価基準および評価方法
A　購買品：売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
G　販売品：最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　
３．固定資産の減価償却の方法
A　有形固定資産（リース資産除く）
建物（建物附属設備を除く）
　定額法（ただし、平成１０年３月３１日以前に取得したものについて
は定率法を採用しています。）
建物（建物附属設備を除く）以外
　定率法
また、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物および構築物　　　　　　　３年～５０年
機械装置および車両運搬具　　　３年～１２年
工具器具備品　　　　　　　　　３年～１５年

G　無形固定資産（リース資産除く）
　定額法を採用しています。また、当組合利用のソフトウェアにつ
いては、組合内における利用可能期間（５年間）で定額法により償
却しています。

M　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によ
っています。
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっています。上記AからMの２０万円未満
の資産等については、取得時に全額費用処理を行っています。

　
４．引当金の計上基準
A　貸倒引当金
　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程お
よび資産の償却・引当規程により、次のとおり計上しています。
　正常先債権および要注意先債権（要管理先債権を含む）について
は、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金
額を計上しています。なお、この基準に基づき、当期末は租税特別
措置法第５７条の１０により算定した金額を計上しています。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に対する債権につい
ては、債権額から担保の処分見込額および保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し
必要と認められる金額を計上しています。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（破綻先）に対する債権および法的に経営破綻の事実が発生してい
ないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（実質破綻先）に
対する債権については、帳簿価額から担保の処分可能見込額および
保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。
　すべての債権は、資産査定規程に基づき、総務部が資産査定を実
施し、当該部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、そ
の査定結果に基づいて、上記の引当を行っています。

G　賞与引当金
　賞与引当金は、職員への賞与の支給に備えるため、職員に対する
支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上しています。

M　退職給付引当金

平成２４年度
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期に発生して
いると認められる額を計上しています。また、数理計算上の差異に
ついては、各期の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（３年）による定額法により計算した額を、それぞれ発生
期から費用処理することとしています。

S　役員退職慰労引当金
　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えて、役員
退職慰労金規程による期末要支給額を計上しています。

Y　睡眠貯金払戻引当金
　睡眠貯金払戻引当金は、利益計上した睡眠貯金について貯金者か
らの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基
づく将来の払戻損失見込額を計上しています。

e　環境対策引当金
　環境対策引当金は、環境対策を目的とした支出に備えるため、今
後発生すると見込まれる金額を計上しています。

k　固定資産解体等引当金
　固定資産解体等引当金は、店舗解体等を目的とした支出に備える
ため、今後発生すると見込まれる金額を計上しています。
（追加情報）
　店舗解体等について、具体的な実施計画が当期において策定さ
れたことにともない、引当金を計上しています。これにより、特
別損失のうちの「固定資産解体等引当金繰入額」に１１，３７０千円計
上した結果、税引前当期利益は１１，３７０千円減少しています。

　
５．リース取引の処理方法
　リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引について
は、原則として、通常の売買処理に係る方法に準じた会計処理によっ
ていますが、重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借に
準じた会計処理によっています。

　
６．消費税等の会計処理の方式
　消費税および地方消費税の会計処理については税抜方式を採用して
います。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、繰
延消費税として「雑資産」に計上し、法人税法の定める期間（５年
間）で毎期均等償却しています。

　
７．記載金額の端数処理等
　貸借対照表および損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて
表示しており、残高がゼロの科目については、表示していません。

　
Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（減価償却方法の変更）
　法人税法の改正にともない、当期より平成２４年４月１日以降に取得
した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法
に変更しています。
　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の事業管理費が
４，１２５千円減少し、事業利益、経常利益、税引前当期利益が同額増加
しています。

　
Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
　販売事業収益について、堺市指定管理業務にともなう堺市指定業者等
からの委託販売品に係る手数料は、従来、販売手数料としていました
が、当期より販売雑収入に計上する方法に変更しています。この変更
は、当組合が販売事業として取り扱う品目と当該委託品目との分別を明
確にするために行ったものです。これによる当期の事業利益、経常利益
および税引前当期利益への影響はありません。
　

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当期
圧縮記帳累計額は４，９７８千円であり、当期は圧縮記帳を実施していま
せん。なお、累計額は平成１４年度からの合計金額です。

２．為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対し
て定期預金１２，０００，０００千円を差し入れています。なお、当該担保提供
資産に対応する債務はありません。

44 注　記　表 注　記　表 注　記　表 
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平成２４年度
３．理事、監事に対する金銭債権の総額は、３１２，７０３千円です。
　
４．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸
出条件緩和債権の額の合計額は、３０，９１１千円であり、その内訳は次の
とおりです。
破綻先債権　　　　　　　　　　　―千円
延滞債権　　　　　　　　　　３０，９１１千円
３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　―千円
貸出条件緩和債権　　　　　　　　―千円
＊上記債権額は貸倒引当金控除前の金額です。

　なお、それぞれの定義は以下により行っています。
イ．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本または利息の取立
または弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上
貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３
号のイからホに掲げる事由または第４号に規定する事由が生じ
ているものをいいます。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権およ
び債務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息
の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

ハ．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払が約定
支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金（破綻先債権
および延滞債権を除く。）をいいます。
ニ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を
はかることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利になる取り決めを
行った貸出金（破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債
権を除く。）をいいます。

　
５．貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付
された大阪府信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金
４，６００，０００千円が含まれています。
　
６．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高
は、２，５３３，３３７千円です。
　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、
債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込み
を受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の
条項が付けられています。また、契約時において必要に応じて不動産
等の担保を徴求するなどの与信保全上の措置等を講じています。

　
Ⅴ．損益計算書に関する注記
１．信用事業収益の「その他経常収益」には、睡眠貯金の繰入額
１３９，４７７千円が含まれています。
　
２．信用事業費用の「その他経常費用」には睡眠貯金の払戻額３３０千円
が含まれています。

　
３．事業外収益の「貸倒引当金戻入益」の内訳は、信用事業２１，７１８千
円、信用以外の事業３，３５６千円となっています。
　

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
A　金融商品に対する取組方針
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合
員や地域内の企業や団体等へ貸し付け、残った余裕金を大阪府信用
農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や社債等の債券等の有
価証券による運用を行っています。

G　金融商品の内容およびそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に
対する貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行

によってもたらされる信用リスクを含んでいます。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的および純投資
目的（その他有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リ
スク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リスクを含んでいます。
　借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合
会からの借入金です。

M　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会に
おいて対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につい
ては、本所に融資審査課を設置し各支所との連携をはかりなが
ら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャ
ッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うとともに、担保評
価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸
出取引において資産の健全性の維持・向上をはかるため、資産の
自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収
方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、
資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当
規程」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化につと
めています。

②市場リスクの管理
　当組合では、金利リスク、価格変動リスク等の市場性リスクを
的確にコントロールすることにより、収益化および財務の安定化
をはかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と
のバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度
分析等を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務
構造の構築につとめています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等
の投資環境分析および当組合の保有有価証券ポートフォリオの状
況やＡＬＭ等を考慮し、理事会において運用方針を定めるととも
に、経営層で構成するＡＬＭ・リスク管理委員会を定期的に開催
して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。運用部
門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ・リスク管理委員
会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ
を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部
門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク
量の測定を行い経営層に報告しています。
（市場リスクに係る定量的情報）
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的
以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数であ
る金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出
金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯金
および借入金です。
　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期
末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の
変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に
利用しています。
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当期
末現在、指標となる金利が０．２７％下落したものと想定した場合
には、経済価値が３７，０４６千円減少するものと把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提と
しており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について
月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめていま
す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での
重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

S　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基
づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅰ　決算の状況経 営 資 料
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平成２４年度
２．金融商品の時価等に関する事項
A　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　当期末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、
次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては、次表には含めずMに記載しています。

（注）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しています。
G　金融商品の時価の算定方法
【資産】
①預金
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金について
は、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円
Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金
額として算定しています。

②有価証券
　債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格に
よっています。

③貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映
するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時
価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づ
く区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円
Libor・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除し
て時価に代わる金額として算定しています。
　なお、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等に
ついては、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる
金額としています。

【負債】
①貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしています。また、定期貯金については、
期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ
リーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価
値を時価に代わる金額として算定しています。

②借入金
　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっています。
　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金
の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワッ
プレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ています。

M　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のと
おりであり、これはAの金融商品の時価情報には含まれていません。

（注）外部出資については、時価を把握することが極めて困難であ
ると認められるため、時価開示の対象とはしていません。

S　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注）貸出金のうち、当座貸越（融資型除く）５１０，５９０千円につい
ては「１年以内」に含めています。また、期限のない劣後特
約付ローンについては「５年超」に含めています。

Y　その他有利子負債の決算日後の返済予定額

（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。

Ⅶ．有価証券に関する注記
１．有価証券の時価および評価差額に関する事項
A　売買目的有価証券

該当ありません。
G　満期保有目的の債券で時価のあるもの

M　子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの（売買目的有価
証券を除く）
該当ありません。

S　その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記差額から繰延税金負債１，００９千円を差し引いた額２，６１２
千円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

２．当期中に売却した満期保有目的の債券
該当ありません。

３．当期中に売却したその他有価証券
該当ありません。

Ⅷ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度
　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度
を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一部に充てるため、
全共連等との契約による確定給付型企業年金制度も併せて採用しています。

２．退職給付債務およびその内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
ア　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　k１，８００，２６９
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（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

k４５６，２１０３１２，８６７，２６１３１３，３２３，４７１預 金

有 価 証 券

１４７，５０３２４，８５１，０２０２４，７０３，５１６満期保有目的の債券

―２０５，６６８２０５，６６８その他有価証券

４９，５０２，１８１貸 出 金

k１６３，４２１貸 倒 引 当 金

１，６１０，８４０５０，９４９，６００４９，３３８，７６０貸倒引当金控除後

１，３０２，１３３３８８，８７３，５５０３８７，５７１，４１７資 産 計

k１２８，４８０３８４，０５９，７０６３８４，１８８，１８７貯 金

k１２８，４８０３８４，０５９，７０６３８４，１８８，１８７負 債 計

（単位：千円）

貸借対照表計上額

１２，０７９，７５５外 部 出 資

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内

１年以内

―――――３１３，３２３，４７１預 金

有 価 証 券

７，５００，０００３，２００，０００９，０００，０００４，０００，０００―１，０００，０００満期保有目的の債券

―――４０，０００６８，０００９４，０００その他有価証券のうち
満 期 が あ る も の

２７，０９７，８１１２，３５２，２６８２，６７１，０８６３，１０９，６２９４，５０７，４１５９，７６３，９７０貸 出 金

３４，５９７，８１１５，５５２，２６８１１，６７１，０８６７，１４９，６２９４，５７５，４１５３２４，１８１，４４２合 計

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内

１年以内

５４，９３８４３１，６９６１，６８０，４５３６，０４０，７８９９，００１，２４２３６６，９７９，０６５貯 金

５４，９３８４３１，６９６１，６８０，４５３６，０４０，７８９９，００１，２４２３６６，９７９，０６５合 計

（単位：千円）

差　 額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類

４３，６１２１１，０４３，５６０１０，９９９，９４７国 債時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの　

１７２，８４０４，６７２，８４０４，５００，０００社 債

２１６，４５２１５，７１６，４００１５，４９９，９４７計

k４１，７２１７，９５９，０００８，０００，７２１国 債時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

k２７，２２６１，１７５，６２０１，２０２，８４６社 債

k６８，９４８９，１３４，６２０９，２０３，５６８計

１４７，５０３２４，８５１，０２０２４，７０３，５１６合 計

（単位：千円）

差 額
貸借対照表
計 上 額

取得原価または
償 却 原 価

種 類

３，６２１２０５，６６８２０２，０４７債 券貸借対照表計
上額が取得原
価または償却
原価を超える
もの　　　　

３，６２１２０５，６６８２０２，０４７国 債

３，６２１２０５，６６８２０２，０４７計

３，６２１２０５，６６８２０２，０４７合 計



平成２４年度
イ　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，４１７，７５６
ウ　未積立退職給付債務（ア＋イ）　　　　　　　　　k３８２，５１２
エ　未認識数理計算上の差異（債務の減額）　　　　　　　　６８９

退職給付引当金（ウ＋エ）　　　　　　　　　　　k３８１，８２３
　
３．退職給付費用の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
ア　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０４，０６３
イ　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５，６２５
ウ　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　k２１，７４０
エ　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　k２０，７１０

退職給付費用（ア＋イ＋ウ＋エ）　　　　　　　　　　９７，２３７
　
４．退職給付債務等の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９０％
期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　１．３６％
退職給付見込額の期間配分法　　　　　　　期間定額基準
数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　３年

　
５．特例業務負担金
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度および農林漁業
団体職員共済組合制度の統合をはかるための農林漁業団体共済組合法
等を廃止する等の法律附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組
合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した
特例業務負担金を含めて計上しています。
　なお、当事業年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担
金の額は、２２，１９４千円となっています。
　また、翌事業年度以降において組合が負担することが見込まれる特
例業務負担金の総額は、３３４，４３５千円（平成２５年３月現在における平
成４４年３月までの負担金将来見込額）となっています。

　
Ⅸ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
（繰延税金資産）
賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７，４３６
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０７，４００
繰延資産（建物寄付）　　　　　　　　　　　　　　　　２０，７３７
賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　　　　　４，１９４
役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　８，２５４
資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，５１４
前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，８４７
別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，１８４
未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，２０３
睡眠貯金払戻引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６８８
固定資産解体等引当金　　　　　　　　　　　　　　　　３，３７０
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，０６７
繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１９，９０１
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k２６９
繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　２１９，６３１
（繰延税金負債）
資産除去費用の資産計上額　　　　　　　　　　　　　k１，５６２
固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　　　　k１，４２５
外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k２，４６５
その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　　　　　k１，００９
繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　k６，４６２
繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　　　　　２１３，１６９

　
２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９．６４
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　２．３７
受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　　　　k３．００
住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８６
投資促進税制の税額控除　　　　　　　　　　　　　　k１．２６
評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　　　k０．１１
税率差異による影響　　　　　　　　　　　　　　　　k０．１８
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k０．２４
税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　２８．０８

Ⅹ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当組合では、堺市において、将来の使用が見込まれていない遊休不
動産を有しています。

　
２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除
した金額です。

２．当期末の時価は、固定資産税評価額等を基礎として算定し
ています。

　
XI．リース取引に関する注記
　リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引に関する事項
　（リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引）
１．リース資産の内容

有形固定資産
主として電子計算機です。

　
２．リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によって
います。

　
ⅩⅡ．資産除去債務に関する注記
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
A　当該資産除去債務の概要
　当組合は一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する義
務に関し資産除去債務を計上しています。

G　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を、当該建物等の減価償却期間（主に１７年）と見積
り、割引率は当該減価償却期間に見合う利付国債の利回り（主に
１．９６７％）を採用しています。
M　貸借対照表に計上している当期における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

変動の内容　　　　　　　　　　　　当期における総額の増減
当期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７，４０８
時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　３２０
履行による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　k１，５５０
当期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６，１７７

　
２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　該当事項はありません。

　
ⅩⅢ．キャッシュ・フロー計算書に関する注記
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の
「現金」および「預金」のうち、当座預金、普通預金および通知預金
となっています。

２．現金および現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科目
の金額との関係は以下のとおりです。
平成２４年３月３１日　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２９６，２５５，４５４
当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　k２９４，７２０，０００
現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，５３５，４５４

平成２５年３月３１日　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　３１４，４８０，６７５
当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　k３１２，８２０，０００
現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，６６０，６７５

　
３．重要な非資金取引
　当期に計上したファイナンス・リース取引に係る「リース資産」お
よび「リース債務」の額は以下のとおりです。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
リース資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８，３５７
リース債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１，２７５

Ⅰ　決算の状況経 営 資 料

34　 ▲　disclosure 2014

（単位：千円）

時 価貸借対照表計上額

１８３，８２７３０，０６０



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準および評価方法
A　満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
G　その他有価証券
①時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

②時価を把握することが極めて困難と認められるもの：移動平均法に
よる原価法

　
２．棚卸資産の評価基準および評価方法
A　購買品：売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切り
下げの方法）

G　販売品：最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価
切り下げの方法）

　
３．固定資産の減価償却の方法
A　有形固定資産（リース資産除く）
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）は定額法）を採用しています。
　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一基準によっています。

G　無形固定資産（リース資産除く）
　定額法
　なお、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用
可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

N　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

　
４．引当金の計上基準
A　貸倒引当金
　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程お
よび資産の償却・引当規程により、次のとおり計上しています。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（破綻先）に係る債権およびそれと同等の状況にある債務者（実質
破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込
額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
います。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的
に判断し必要と認められる金額を計上しています。
　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰
入限度額のいずれか多い金額を計上しています。
　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置法第５７条の９によ
り算定した金額に基づき計上しています。
　すべての債権は、資産査定規程に基づき、総務部が資産査定を実
施し、当該部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、そ
の査定結果に基づいて、上記の引当を行っています。

G　賞与引当金
　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう
ち当事業年度負担分を計上しています。

M　退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度に発生していると
認められる額を計上しています。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度まで
の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の当事業年度から費用処理する
こととしています。

S　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく
期末要支給額を計上しています。

Y　睡眠貯金払戻引当金
　利益計上した睡眠貯金について貯金者からの払戻請求に基づく払

平成２５年度
戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込
額を計上しています。

e　環境対策引当金
　環境対策を目的とした支出に備えるため、今後発生すると見込ま
れる金額を計上しています。

５．リース取引の処理方法
　リース取引開始日が会計基準適用開始後（平成２０年４月１日以降）
のリース取引については、原則として、通常の売買処理に係る方法に
準じた会計処理によっていますが、重要性が乏しいと認められる場合
には、通常の賃貸借に準じた会計処理によっています。

６．消費税および地方消費税の会計処理の方式
　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。た
だし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、雑資産に計上し、５年
間で均等償却しています。

７．決算書類に記載した金額の端数処理の方法
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の
科目については「０」で表示しています。

Ⅱ．未適用の会計基準等
１．退職給付会計基準等（平成２４年５月１７日）
A　概要
　当該会計基準等は、財務報告を改善する観点等を踏まえ、未認識
数理計算上の差異および未認識過去勤務債務の処理方法、退職給付
債務および勤務費用の計算方法ならびに開示の拡充を中心に改正さ
れたものです。

G　適用予定日
　当組合は退職給付債務および勤務費用の計算方法の改正について
は、平成２６年４月１日に開始する事業年度の期首から適用する予定
です。

M　当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、評価中です。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
損益計算書関係
　前事業年度に区分表示していました「建物保存登記等」について
は、重要性が無くなったため、当事業年度では雑損失に含めて表示し
ています。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．資産に係る圧縮記帳額
　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当事
業年度圧縮記帳累計額は４，９７８千円であり、当事業年度は圧縮記帳を
実施していません。なお、累計額は平成１４年度からの合計金額です。

２．リース契約により使用する重要な固定資産
リース資産の内容および減価償却の方法
ファイナンス・リース取引
①　所有権移転ファイナンス・リース取引

　　　該当事項はありません。
②　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　リース資産の内容
　　　　　　　　・有形固定資産
　　　　　　　　　主として、電子計算機です。

リース資産の減価償却の方法
　「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「３．固定
資産の減価償却の方法」に記載の通りです。

３．担保に供している資産
　為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対し
て定期預金１２，０００，０００千円を供しています。なお、当該担保提供資産
に対応する債務はありません。

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権および金銭債務
　理事、監事に対する金銭債権の総額

金銭債権　　　２８１，９３４千円です。
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平成２５年度
５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額およびその内訳
　貸出金のうち、破綻先債権額は該当なく、延滞債権額は９，６５７千円です。
　なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本または利息の取立または弁済
の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由または第４号に規定する事由が生じている貸出金です。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
および債務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の
支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
　貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払
日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権および延滞
債権に該当しないものです。
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援をはか
ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものです。
　破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額および貸出条件
緩和債権額の合計額は９，６５７千円です。
　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

　
６．当座貸越契約
　当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高
は、２，３６６，４１４千円です。
　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、
債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込み
を受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の
条項が付けられています。また、契約時において必要に応じて不動産
等の担保を徴求する等の与信保全上の措置等を講じています。

　
Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
A　金融商品に対する取組方針
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合
員や地域内の企業や団体等へ貸し付け、残った余裕金を大阪府信用
農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債・社債等の債
券等の有価証券による運用を行っています。

G　金融商品の内容およびそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に
対する貸出金および有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不
履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。
　当事業年度末における貸出金のうち、１６．２６％は不動産業に対す
るものであり、当該不動産業をめぐる経済環境等の状況の変化によ
り、契約条件に従って債務履行がなされない可能性があります。
　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的および純投資目
的（その他有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リス
ク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されています。
　借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合
会からの借入金です。

M　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会に
おいて対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につい
ては、本所に融資審査課を設置し各支所との連携をはかりなが
ら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャ
ッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うとともに、担保評
価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸
出取引において資産の健全性の維持・向上をはかるため、資産の
自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収
方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、
資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当
規程」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化につと
めています。

②市場リスクの管理
　当組合では、金利リスク、価格変動リスク等の市場性リスクを
的確にコントロールすることにより、収益化および財務の安定化
をはかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と
のバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度
分析等を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務
構造の構築につとめています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等
の投資環境分析および当組合の保有有価証券ポートフォリオの状
況やＡＬＭ等を考慮し、理事会において運用方針を定めるととも
に、経営層で構成するＡＬＭ・リスク管理委員会を定期的に開催
して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。運用部
門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ・リスク管理委員
会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ
を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部
門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク
量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以
外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちそ
の他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金および借入金です。
　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期末
後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動
額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用し
ています。
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業
年度末現在、指標となる金利が０．０９％下落したものと想定した場
合には、経済価値が７，９５３千円減少するものと把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に
は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる
未実行金額についても含めて計算しています。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について
月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめていま
す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での
重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

S　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基
づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
によった場合、当該価額が異なることもあります。

　
２．金融商品の時価等に関する事項
A　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差
額は、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては、次表には含めずMに記載しています。

（注）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

Ⅰ　決算の状況経 営 資 料
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（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

k３７０，７７５３２２，１９０，５１５３２２，５６１，２９１預 金

有 価 証 券

２４５，６７７２４，０４６，１０８２３，８００，４３０満期保有目的の債券

―１０９，３７５１０９，３７５その他有価証券

４２，１５１，１４０貸 出 金

k１３８，６３４貸 倒 引 当 金

１，２８９，０５２４３，３０１，５５８４２，０１２，５０５貸倒引当金控除後

１，１６３，９５５３８９，６４７，５５８３８８，４８３，６０２資 産 計

k２５，２２９３８９，１２４，０７０３８９，１４９，２９９貯 金

k２５，２２９３８９，１２４，０７０３８９，１４９，２９９負 債 計



平成２５年度
G　金融商品の時価の算定方法
【資産】
①預金
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金につ
いては、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである
円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わ
る金額として算定しています。

②有価証券
　債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

③貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を
反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基
づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである
円Libor・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控
除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等
については、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代
わる金額としています。

【負債】
①貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額
（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金につ
いては、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロー
をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り
引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

②借入金
　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を
反映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていな
いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっています。
　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入
金の元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・ス
ワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として
算定しています。

M　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のと
おりであり、これはAの金融商品の時価情報には含まれていません。

（注）外部出資については、時価を把握することが極めて困難であ
ると認められるため、時価開示の対象とはしていません。

S　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注）貸出金のうち、当座貸越（融資型除く）４７０，１５４千円につい
ては「１年以内」に含めています。

Y　借入金およびその他有利子負債の決算日後の返済予定額

（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めてい
ます。

Ⅵ．有価証券に関する注記
１．有価証券の時価および評価差額に関する事項
　有価証券の時価および評価差額に関する事項は次のとおりです。
A　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時
価およびこれらの差額については、次のとおりです。

G　その他有価証券で時価のあるもの
　その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、
貸借対照表計上額およびこれらの差額については、次のとおりです。

　なお、上記差額から繰延税金負債３７９千円を差し引いた額９８１千円
が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

　
Ⅶ．退職給付に関する注記
１．退職給付に係る注記
A　採用している退職給付制度
　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時
金制度を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一部に
充てるため、全共連との契約による確定給付型企業年金制度も併せ
て採用しています。

G　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

期首における退職給付債務　　　　　　　　　　　１，８００，２６９
　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０５，７８１
　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，２０２
　数理計算上の差異の発生額　　　　　　　　　　　１４，２６１
　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　k３２３，１３５
期末における退職給付債務　　　　　　　　　　　１，６１３，７３８

M　年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

期首における年金資産　　　　　　　　　　　　　１，４１７，７５７
　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，４２３
　数理計算上の差異の発生額　　　　　　　　　　　k１，００７
　確定給付企業年金制度への拠出金　　　　　　　　２１３，４０８
　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　k３２３，１３５
期末における年金資産　　　　　　　　　　　　　１，３２６，４４４

S　退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上され
た退職給付引当金の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６１３，７３８
確定給付企業年金制度　　　　　　　　　　　　k１，３２６，４４４
未積立退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　２８７，２９４
未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　　k１１，７８３
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　２７５，５１０

Y　退職給付費用およびその内訳項目の金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０５，７８１
利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６，２０２
期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　k１９，４２３
数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　　　４，５３５
　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０７，０９５
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（単位：千円）

貸借対照表計上額

１５，５２９，７５４外 部 出 資

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

―――――３２２，５６１，２９１預 金

有 価 証 券

５，６００，０００２，０００，０００３，２００，０００９，０００，０００４，０００，０００―満期保有目的の債券

――――４０，０００６８，０００その他有価証券のうち
満 期 が あ る も の

２４，０９４，９０７２，７５５，４５３２，９１８，３６４３，２３１，８６６３，６６９，４２８５，４８１，１１９貸 出 金

２９，６９４，９０７４，７５５，４５３６，１１８，３６４１２，２３１，８６６７，７０９，４２８３２８，１１０，４１０合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

５年超４年超
５年以内

３年超
４年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内１年以内

３０，３２０４７０，３０２６９７，４８１１３，９９３，２０８８，１９７，３９０３６５，７６０，５９６貯 金

３０，３２０４７０，３０２６９７，４８１１３，９９３，２０８８，１９７，３９０３６５，７６０，５９６合 計

（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類

１２６，８９９１７，６２４，７０９１７，４９７，８０９国 債
時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

２４４１００，２４４１００，０００地方債

１３４，０５５３，６３４，０５５３，５００，０００社 債

２６１，１９８２１，３５９，００８２１，０９７，８０９計

k１４０１，５００，２５０１，５００，３９０国 債時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

k１５，３８０１，１８６，８５０１，２０２，２３０社 債

k１５，５２０２，６８７，１００２，７０２，６２０計

２４５，６７７２４，０４６，１０８２３，８００，４３０合 計

（単位：千円）

差 額
貸借対照表
計 上 額

取得原価または
償 却 原 価

種 類

１，３６０１０９，３７５１０８，０１５債 券時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

１，３６０１０９，３７５１０８，０１５国 債

１，３６０１０９，３７５１０８，０１５計

１，３６０１０９，３７５１０８，０１５合 計



平成２５年度
e　年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
一般勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．００
　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．００

k　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想
される年金資産の配分と年金資産を構成する多様な資産からの現在
および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

q　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９０％
長期期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　１．３６％
数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　３年

　
２．特例業務負担金の将来見込額
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度および農林漁業
団体職員共済組合制度の統合をはかるための農林漁業団体共済組合法
等を廃止する等の法律附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組
合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した
特例業務負担金２２，３８９千円を含めて計上しています。
　なお、同組合より示された平成２６年３月現在における平成４４年３月
までの特例業務負担金の将来見込額は、３３１，９３４千円となっています。
　

Ⅷ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
（繰延税金資産）
賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，０４９
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６，７８４
繰延資産（建物寄付）　　　　　　　　　　　　　　　　１８，７５６
賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　　　　　４，０９１
役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　　　　１０，８１６
資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，３４２
前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，８４６
別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３，１５６
未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，８１３
睡眠貯金払戻引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　８，１８１
資産管理研究会助成金繰越残高　　　　　　　　　　　　２，１２７
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，９１３
　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　１８８，８７４
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k４０６
　繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　　　　１８８，４６７
（繰延税金負債）
資産除去費用の資産計上額　　　　　　　　　　　　　k１，４９５
固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　　　　k１，１９３
外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k２，４６５
その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　　　　　　k３７９
　繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　k５，５３３
　繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　　　　１８２，９３４

　
２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９．６４
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　２．６１
受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　　　　k４．１２
住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０１
活性化税制の税額控除　　　　　　　　　　　　　　　k１．８３
評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２
税率変更等による影響　　　　　　　　　　　　　　　　０．５４
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k０．０７
税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　２７．８０

　
３．当事業年度の末日以降にあった税率変更の内容および影響
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第１０号）が平
成２６年３月３１日に公布され、平成２６年４月１日以後に開始する事業年

度から復興特別法人税が廃止されることになりました。これにともな
い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実行税率
は、平成２６年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差
異については前事業年度の２９．６４％から２７．８７％に変更されました。
　その結果、繰延税金資産が３，８７９千円減少し、法人税等調整額が
３，８７９千円増加しています。
　

Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当組合では、堺市において、将来の使用が見込まれていない遊休不
動産等を有しています。

　
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除し
た金額です。

（注２）当事業年度末の時価は、固定資産税評価額等を基礎として算
定しています。

　
Ⅹ．その他の注記
資産除去債務に関する注記
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
A　当該資産除去債務の概要
　当組合は、一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する
義務に関し資産除去債務を計上しています。また、一部の事務所等
について、賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了による原状回
復義務に関しても資産除去債務を計上しています。

G　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を、当該建物等の減価償却期間（主に１７年）と見積
り、割引率は当該減価償却期間に見合う利付国債の利回り（主に
１．９６７％）を採用しています。
M　当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当事業年度の期首残高　　　　　　　　　　　　　　３６，１７７
有形固定資産の取得にともなう増加額　　　　　　　　　６０３
時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　３２７
当事業年度末残高　　　　　　　　　　　　　　　　３７，１０８

　
２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　該当事項はありません。

　
XI．キャッシュ・フロー計算書に関する注記
１．現金および現金同等物の資金の範囲
　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の
「現金」および「預金」のうち、「現金」および「預金」中の当座預
金、普通預金および通知預金となっています。

　
２．現金および現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科目
の金額との関係
平成２５年３月３１日　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　３１４，４８０，６７５
当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　k３１２，８２０，０００
現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，６６０，６７５

平成２６年３月３１日　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　３２３，８７７，２８４
当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　k３２２，０００，０００
現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，８７７，２８４

　
３．重要な非資金取引
①当期に計上した資産除去債務の金額は以下のとおりです。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０３

Ⅰ　決算の状況
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経 営 資 料

（単位：千円）

時 価貸借対照表計上額

１９４，８８７２６，３７７



平成２５年度
総代会承認日
平成２６年６月２２日

平成２４年度
総代会承認日

平成２５年６月２３日
項 目

１，００６，２３１９６７，５０２当 期 未 処 分 剰 余 金

５２２６２２積 立 金 取 崩 額

５２２６２２圧 縮 積 立 金

４７７，０５０４０７，１４５剰 余 金 処 分 額

８７，１９８１８，１６０A　利 益 準 備 金

３５０，０１１３５０，０００G　任 意 積 立 金

３００，０００３５０，０００特 別 積 立 金

５０，０００―施 設 整 備 積 立 金

１１―圧 縮 積 立 金

３９，８４０３８，９８５M　出 資 配 当 金

（３．５％）（３．５％）（出資配当率）

５２９，７０４５６０，９７９次 期 繰 越 剰 余 金

（単位：千円）

（注）１．任意積立金のうち、一定の目的のために設定した積立金の種類および積立目的、積立目標額、積立基準、
取崩基準等は次のとおりです。

貸出債権積立金有価証券価格変動積立金施設整備積立金信用事業基盤強化積立金種 類

貸出金の強化に必要
な資金を積み立てる

有価証券運用の価格変動
リスクに対して必要な資
金を積み立てる

中長期的に予定する施
設の取得に必要な資金
を積み立てる

信用事業の改善・発展
に必要な資金を積み立
てる

積 立 目 的

期末貸出残高の１００
分の２．５

期末有価証券残高の１００
分の５を限度とする５億円期末貯金・定期積金残

高の１００分の１．５積 立 目 標 額

目標額の範囲内において、当期剰余金を参酌し積み立てる積 立 基 準

貸倒損失により、当
期剰余金に重要な影
響を与える場合にそ
の損失額等の範囲内
で取り崩す

時価の著しい下落にとも
なう評価損計上（減損処
理）により、当期剰余金
に重要な影響を与える年
度に当該減損処理相当額
を取り崩す

積立目的が達成された
日の属する決算期を含
む５年の間で、当該年
度の費用相当分を参酌
の上、計画的に取り崩
す

信用事業の基盤に重大
な影響があるという事
実が発生した場合にそ
の減少額等の範囲内で
取り崩す

取 崩 基 準

――――２４年 度 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４３０，０００，０００円１，４００，０００，０００円２４年度積立累計額

――５０，０００，０００円―２５年 度 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４８０，０００，０００円１，４００，０００，０００円２５年度積立累計額

２．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額５０，０００，０００円が含まれて
います。

55 剰余金処分計算書 剰余金処分計算書 剰余金処分計算書 
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■平成２４年度 （単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

部門別損益計算書（平成２５年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　B共通管理費等

　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均

　F営農指導事業

　　Bと同基準

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

合 計営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業区 分

１００．００１．１４１．９３７．０９１８．２６７１．５８共通管理費等
１００．００２．００７．２１１８．４８７２．３１営農指導事業

（参考）部門別の資産

合 計共 通
資 産

営 農
指導事業

生 活
その他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業区 分

４１０，２９３１，９７４１２３１９１４８１２，４５８４０５，０６４事業別の総資産

４１０，２９３１４５２２９６２１２，８１８４０６，４７７総資産（共通資産配分後）※
（２，２０９）（１２８）（１７３）（３５８）（３４４）（１，２０５）（うち固定資産）

※共通資産の配分は、上表「共通管理費等」配賦割合による

部門別損益計算書（平成２４年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　B共通管理費等

　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均

　F営農指導事業

　　Bと同基準

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

（参考）部門別の資産

※共通資産の配分は、上表「共通管理費等」配賦割合による

（単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
０１２２，０１５８９１，４２４１，００６，４０７３，２１５，９３３５，２３５，７８１事業収益 ①

１９，５１３１６８，７４２７３７，６７４６０，３３３９０８，４３７１，８９４，７００事業費用 ②

k１９，５１３k４６，７２６１５３，７４９９４６，０７４２，３０７，４９６３，３４１，０８０事業総利益 ③
（①－②）

７６，４７３１３０，５１６２１４，８３７５５６，６５８１，９３８，０３９２，９１６，５２５事業管理費 ④
２，７０３４，２２８１４，５４６１９，１１５９６，１２１１３６，７１４（うち減価償却費） ⑤
６８，３５９１１３，９６５１４８，２２７４４９，７１０１，２１６，９５８１，９９７，２２１（うち人件費） ⑤’

k８４８，１８１９，６６９１６，３６９６０，１３６１５４，８７７６０７，１２８※うち共通管理費 ⑥
k１４，７７４１６８２８５１，０４７２，６９７１０，５７５（うち減価償却費） ⑦
k３５８，７８６４，０９０６，９２４２５，４３７６５，５１４２５６，８１９（うち人件費） ⑦’

k９５，９８６k１７７，２４３k６１，０８７３８９，４１６３６９，４５７４２４，５５５事業利益 ⑧
（③－④）

４５４３６５，４７７３１，４１９１７９，４９７２１６，８７６事業外収益 ⑨
k３，９６７４５７６２８１７２４２，８４０※うち共通分 ⑩

８４１４２５２２１，３４６５，２７９７，３７５事業外費用 ⑪
k７，３７５８４１４２５２２１，３４６５，２７９※うち共通分 ⑫

k９６，０２５k１７６，９４９k５６，１３２４１９，４８８５４３，６７４６３４，０５６経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

００００００特別利益 ⑭
００００００※うち共通分 ⑮

１０６４７２５４０３，９３９１２，２８７１７，３４７特別損失 ⑯
k５，６９５６４１０９４０３１，０４０４，０７６※うち共通分 ⑰

k９６，１３２k１７７，４２１k５６，６７３４１５，５４９５３１，３８６６１６，７０８税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

k９６，１３２１，９２２６，９３１１７，７６５６９，５１３営農指導事業分配賦額 ⑲

k１７９，３４４k６３，６０４３９７，７８３４６１，８７３６１６，７０８営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）

■平成２５年度

（単位：百万円）

合 計営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業区 分

１００．００１．１８１．７９６．５５１８．２２７２．２６共通管理費等
１００．００１．８６６．６５１８．４６７３．０３営農指導事業

合 計共 通
資 産

営 農
指導事業

生 活
その他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業区 分

４０５，６６６７３１１２９１７２４６７２，４３４４０１，７３０事業別の総資産

４０５，６６６１３８１８５５１５２，５６７４０２，２５８総資産（共通資産配分後）※
（２，０８４）（１３５）（１５５）（３４６）（３２３）（１，１２３）（うち固定資産）

（単位：百万円）

Ⅰ　決算の状況

66 部門別損益計算書 部門別損益計算書 部門別損益計算書 

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
０１２０，５４７８３８，５７８１，０１５，０１２３，３１３，４９２５，２８７，６３１事業収益 ①

１９，７１２１６６，３３９６８９，０３８５９，０９７８９５，８９５１，８３０，０８２事業費用 ②

k１９，７１２k４５，７９１１４９，５４０９５５，９１５２，４１７，５９６３，４５７，５４８事業総利益 ③
（①－②）

７８，５８１１１５，２２７２０８，１０６５５４，６９２１，９３０，７７０２，８８７，３７７事業管理費 ④
２，５９４４，０６１１５，６７８１８，５１９９３，２８６１３４，１４０（うち減価償却費） ⑤
７０，６０５９９，９７４１４５，６４０４５１，２７０１，２２９，０５３１，９９６，５４４（うち人件費） ⑤’

k８６８，４５５１０，２４７１５，５４５５６，８８３１５８，２３２６２７，５４６※うち共通管理費 ⑥
k１４，６５６１７２２６２９６０２，６７０１０，５９０（うち減価償却費） ⑦
k３９７，７８４４，６９３７，１２０２６，０５４７２，４７６２８７，４３９（うち人件費） ⑦’

k９８，２９３k１６１，０１８k５８，５６６４０１，２２３４８６，８２６５７０，１７０事業利益 ⑧
（③－④）

５５４５１７，８４６１７，８２３１６５，６６９１９１，８４６事業外収益 ⑨
k４，７１３５５８４３０８８５８３，４０６※うち共通分 ⑩

７８１１８４３３１，２０６４，７８６６，６２４事業外費用 ⑪
k６，６２４７８１１８４３３１，２０６４，７８６※うち共通分 ⑫

k９８，３１６k１６０，６８６k５１，１５４４１７，８３９６４７，７１０７５５，３９３経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

００００００特別利益 ⑭
００００００※うち共通分 ⑮

５７０４０５４２３７，０９８２５，１９６３３，６９３特別損失 ⑯
k４，８６０５７８７３１８８８５３，５１２※うち共通分 ⑰

k９８，８８６k１６１，０９１k５１，５７７４１０，７４１６２２，５１４７２１，６９９税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

k９８，８８６１，８３９６，５７５１８，２５４７２，２１６営農指導事業分配賦額 ⑲

k１６２，９３０k５８，１５３３９２，４８６５５０，２９７７２１，６９９営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）

経 営 資 料
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　「財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について（要請）」（平成１７年１０月１４日付金監第

２８３５号・１７経営第３９９１号）に基づく、当組合の財務諸表の適正性、および財務諸表作成にかかる内部監査の有効性に関す

る代表者の確認書は以下のとおりです。

77 財務諸表の正確性等にかかる確認 財務諸表の正確性等にかかる確認 財務諸表の正確性等にかかる確認 



（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。
　　　２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
　　　３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しています。
なお、平成２４年度以前は旧告示（バーゼルⅡ）に基づく単体自己資本比率を記載しています。

（単位：千円、口、人）

平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度項 目

５，２３５，７８１５，２８７，６３１５，１８２，７７２５，３４５，１４８５，４０３，０２２経 常 収 益

３，２１５，９３３３，３１３，４９２３，２３９，７２９３，４３７，２５２３，６５３，４１９信 用 事 業 収 益

１，００６，４０７１，０１５，０１２１，００６，９８１９９５，７４５９７７，５５６共 済 事 業 収 益

９４３，４１７８８８，９６８８６０，０９１７８４，４８４６０３，４７０農業関連事業収益

７０，０２１７０，１５７７５，９６９１２７，６６５１６８，５７６その他事業収益

６３４，０５６７５５，３９３６６１，６７５７２９，９００５１９，５３４経 常 利 益

４４５，２５１５１９，０５３４０４，６５３５０８，６８７２５５，０３１当 期 剰 余 金

１，１７５，１４０１，１３１，５４１１，１２２，４６１１，１１６，２０８１，１０１，１４０出 資 金

（１，１７５，１４０）（１，１３１，５４１）（１，１２２，４６１）（１，１１６，２０８）（１，１０１，１４０）（ 出 資 口 数 ）

１６，８５６，４１９１６，４０６，９８２１５，９１９，７１０１５，５４９，１４２１５，０６７，５６９純 資 産 額

４１０，２９３，９５５４０５，６６６，１１５３９１，３５０，７７７３７９，８４９，５３２３６５，５０２，９５０総 資 産 額

３８９，１４９，２９９３８４，１８８，１８７３６９，８３１，０３５３５８，０４４，５４６３４３，６１６，６９２貯 金 等 残 高

４２，１５１，１４０４９，５０２，１８１５４，１２９，８２１５８，８５６，０３５６１，９６０，６２２貸 出 金 残 高

２３，９０９，８０５２４，９０９，１８５２５，０１５，０７７２５，６６４，１２０２６，３１８，７７４有 価 証 券 残 高

３９，８４０３８，９８５３８，７３０３８，３７９３７，９５５剰 余 金 配 当 金 額

３９，８４０３８，９８５３８，７３０３８，３７９３７，９５５出 資 配 当 の 額

―――――事業分量配当の額

３５１３４０３３８３４３３４４職 員 数

１７．６４％１７．３０％１７．５６％１８．０９％１８．３２％単体自己資本比率

Ⅱ　損益の状況

11 最近の5事業年度の主要な経営指標 最近の5事業年度の主要な経営指標 最近の5事業年度の主要な経営指標 

経 営 資 料
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増 減平成２５年度平成２４年度種 類
３２，７７５３，１０２，６８９３，０６９，９１３資 金 運 用 収 益
４，１５９６０１，２４５５９７，０８６資 金 調 達 費 用
２８，６１６２，５０１，４４３２，４７２，８２７資 金 運 用 収 支
１，７９６５３，０３２５１，２３６役 務 取 引 等 収 益
１，５４６１７，７６５１６，２１８役 務 取 引 等 費 用
２４９３５，２６６３５，０１７役 務 取 引 等 収 支

k１３２，１２３６０，２０３１９２，３２７その他信用事業収益
６，８３５２８９，４２５２８２，５９０その他信用事業費用

k１３８，９５８k２２９，２２１k９０，２６３そ の 他 信 用 事 業 収 支

k１１０，０９２２，３０７，４８８２，４１７，５８１信 用 事 業 粗 利 益
k０．０５％０．５８％０．６３％（信用事業粗利益率）
k９，８４０９４６，０７４９５５，９１５共 済 事 業 粗 利 益
０．００％０．１４％０．１４％（共済事業粗利益率）
３５５５１，７２８５１，３７２購 買 事 業 粗 利 益

k０．８９％７．８９％８．７８％（購買事業粗利益率）
４，５２２９４，０８３８９，５６０販 売 事 業 粗 利 益
１．９１％２１．９４％２０．０３％（販売事業粗利益率）

k１１６，４６７３，３４１，０８０３，４５７，５４８総 粗 利 益
k０．０５％０．８１％０．８６％（ 総 粗 利 益 率 ）

（注）１．信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷資金運用勘定平均残高×１００
　　　２．共済事業粗利益率＝共済事業粗利益÷長期共済保有高×１００
　　　３．購買事業粗利益率＝購買事業粗利益÷購買取扱高×１００
　　　４．販売事業粗利益率＝販売事業粗利益÷販売取扱高×１００
　　　５．総粗利益率＝総粗利益÷総資産平均残高×１００

（単位：千円）

（注）増減額は前年度対比です。

平成２５年度増減額平成２４年度増減額項 目
３２，７７５k６６，１１２受 取 利 息
１２０，６８２１００，４８２預 金うち
k１，４６１k４７，３８３有 価 証 券うち
k８６，４４４k１１９，２１１貸 出 金うち

３，９０７k２７，４５２支 払 利 息
９，７７１k２３，６６９貯金・定期積金うち
――譲 渡 性 貯 金うち

k５，８６４k３，７８２借 入 金うち

（単位：千円）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価（資金調達利回り＋経費率）
　　　２．（注）１の経費率には、信用事業の指導部費負担額を含めています。

平成２５年度平成２４年度
項 目

利回り利 息平均残高利回り利 息平均残高
０．７９％３，１０２，６８９３９２，３３７，１２１０．８０％３，０６９，９１３３８１，７１６，９２０資 金 運 用 勘 定
０．７０％２，２３６，８９４３１８，６９８，３１５０．６９％２，１１６，２１２３０４，６９０，９２６預 金うち
０．３７％９４，１４８２４，８６５，４４９０．３８％９５，６０９２４，９９６，０５７有 価 証 券うち
１．５８％７７１，６４６４８，７７３，３５６１．６４％８５８，０９１５２，０２９，９３５貸 出 金うち
０．１５％６０１，２４５３８９，８６８，２１００．１５％５９７，０８６３７９，５５４，３７９資 金 調 達 勘 定
０．１５％５８５，３４８３８８，０１１，９０３０．１５％５７５，５７６３７７，０８０，３４６貯金・定期積金うち
０．８１％１５，２１７１，８５６，３０７０．８５％２１，０８２２，４７４，０３３借 入 金うち

０．０４％０．０３％総 資 金 利 ざ や

（単位：千円）

22 利益総括表 利益総括表 利益総括表 

33 資金運用収支の内訳 資金運用収支の内訳 資金運用収支の内訳 

44 受取・支払利息の増減額 受取・支払利息の増減額 受取・支払利息の増減額 
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（１）貯金に関する指標

①貯金の科目別期末残高 （単位：千円）

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

３，０８４０．０６％２３３，８６１０．０６％２３０，７７６当 座 貯 金
１，６２６，８５２２３．００％８９，５３０，１０７２２．８８％８７，９０３，２５５普 通 貯 金
k３９，２９３０．３８％１，４８０，６９１０．３９％１，５１９，９８４貯 蓄 貯 金
k５，５０００．００％１０，００００．００％１５，５００通 知 貯 金
k９２，６７５０．１０％４２５，６８５０．１３％５１８，３６１そ の 他 の 流 動 性 貯 金

１，４９２，４６８２３．５５％９１，６８０，３４６２３．４７％９０，１８７，８７７流 動 性 貯 金 計

８，３８８，９０９７１．２４％２７７，２３０，４８９６９．９７％２６８，８４１，５８０定 期 貯 金
k４，９１２，４７６５．１６％２０，０９６，９２８６．５０％２５，００９，４０５定 期 積 金

k７，７８８０．０３％１４１，５３４０．０３％１４９，３２３そ の 他 の 定 期 性 貯 金

３，４６８，６４３７６．４４％２９７，４６８，９５３７６．５２％２９４，０００，３０９定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

４，９６１，１１２１００．００％３８９，１４９，２９９１００．００％３８４，１８８，１８７合 計

（注）１．固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金
２．変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金

③定期貯金の金利条件別内訳残高

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

８，３８８，９６９９９．９９％２７７，２１４，５６９９９．９９％２６８，８２５，５９９固 定 自 由 金 利 定 期
k６００．００％１４，９１００．００％１４，９７１変 動 自 由 金 利 定 期
─０．００％１，００９０．００％１，００９そ の 他 定 期 貯 金

８，３８８，９０９１００．００％２７７，２３０，４８９１００．００％２６８，８４１，５８０合 計

②貯金の科目別平均残高

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

k１３，７５６０．０４％１６２，００５０．０４％１７５，７６２当 座 貯 金
３，５８８，１７０２２．８０％８８，４７３，９６４２２．５１％８４，８８５，７９３普 通 貯 金
k１６４，３５００．３８％１，４７５，６９００．４３％１，６４０，０４０貯 蓄 貯 金
７４，９３２０．０２％８３，９３５０．００％９，００３通 知 貯 金

k１９３，０３５０．１２％４６９，６６７０．１７％６６２，７０３そ の 他 の 流 動 性 貯 金

３，２９１，９６０２３．３６％９０，６６５，２６３２３．１７％８７，３７３，３０３流 動 性 貯 金 計

１２，３３２，９６６７０．７９％２７４，６７９，４０１６９．５７％２６２，３４６，４３４定 期 貯 金
k４，６８８，６７３５．８０％２２，５２２，３１５７．２１％２７，２１０，９８８定 期 積 金

k４，６９６０．０３％１４４，９２２０．０３％１４９，６１８そ の 他 の 定 期 性 貯 金

７，６３９，５９６７６．６３％２９７，３４６，６３９７６．８２％２８９，７０７，０４２定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

１０，９３１，５５６１００．００％３８８，０１１，９０３１００．００％３７７，０８０，３４６合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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（２）　貸出金等に関する指標

⑥貸出金の使途別内訳残高

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

k１，７０８，７６３９１．０１％３８，３６４，６５２８０．９５％４０，０７３，４１５設 備 資 金
k５，６１８，０６４８．６０％３，６２７，２３０１８．６７％９，２４５，２９４運 転 資 金
k２４，２１３０．３７％１５９，２５７０．３７％１８３，４７０そ の 他

k７，３５１，０４０１００．００％４２，１５１，１４０１００．００％４９，５０２，１８１合 計

（単位：千円）

④貸出金の担保別内訳残高
増 減平成２５年度平成２４年度種 類
k７９，１６２５４５，２９２６２４，４５５貯 金 等

物
的
担
保

───有 価 証 券
───動 産

k３５４，０６０１，０６２，０２２１，４１６，０８３不 動 産
───そ の 他 担 保 物

k４３３，２２３１，６０７，３１５２，０４０，５３８計

k１，９１２，０１２２９，１８０，９１２３１，０９２，９２５農業信用基金協会保証保

証
２３９，９６４４７０，５２１２３０，５５７そ の 他 保 証

k１，６７２，０４８２９，６５１，４３４３１，３２３，４８２計
k５，２４５，７６９１０，８９２，３９１１６，１３８，１６０信 用
k７，３５１，０４０４２，１５１，１４０４９，５０２，１８１合 計

（単位：千円）

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

k１，４３１，４０５７７．８９％３２，８３２，１６０６９．２１％３４，２６３，５６５固 定 金 利 貸 出
k５，８７９，１９９２０．９９％８，８４８，８２５２９．７５％１４，７２８，０２５変 動 金 利 貸 出
k４０，４３５１．１１％４７０，１５４１．０３％５１０，５９０そ の 他 の 貸 出

k７，３５１，０４０１００．００％４２，１５１，１４０１００．００％４９，５０２，１８１合 計

③貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：千円）

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

k３，２３１０．００％２，７２３０．０１％５，９５４手 形 貸 付
k３，１４１，１５３８９．５９％４３，７００，４５３９０．０２％４６，８４１，６０７証 書 貸 付
k５５，５４９０．９７％４７４，１９９１．０１％５２９，７４８当 座 貸 越
k６，２３４０．０９％４６，３９１０．１０％５２，６２５制 度 資 金 貸 付
k５０，４１０９．３２％４，５４９，５８９８．８４％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

k３，２５６，５８０１００．００％４８，７７３，３５６１００．００％５２，０２９，９３５合 計

②貸出金の科目別平均残高 （単位：千円）

①貸出金の科目別期末残高

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

k９，５０００．００％─０．０１％９，５００手 形 貸 付
k２，６９４，３６９９８．７８％４１，６３８，０２７８９．５５％４４，３３２，３９７証 書 貸 付
k４０，４３５１．１１％４７０，１５４１．０３％５１０，５９０当 座 貸 越
k６，７３５０．１０％４２，９５７０．１０％４９，６９３制 度 資 金 貸 付

k４，６００，００００．００％─９．２９％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

k７，３５１，０４０１００．００％４２，１５１，１４０１００．００％４９，５０２，１８１合 計

（単位：千円）

⑤債務保証見返額の担保別内訳残高
　該当項目はありません。
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（注）業種区分は総務省の日本標準産業分類に基づいています。

⑦貸出金の業種別残高

増 減
平成２５年度平成２４年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

k３４，９４２０．３９％１６５，５０８０．４０％２００，４５０製 造 業
k１０７，２４９２．１３％８９９，０８５２．０３％１，００６，３３５農 業

─────林 業
─────漁 業
３１５０．００％３１５──鉱 業

５６，６４００．６７％２８２，４３２０．４５％２２５，７９２建 設 業
７２０．０６％２８，７７５０．０５％２８，７０３電気・ガス・熱供給・水道業

１４，８９００．０３％１４，８９０──情 報 通 信 業
k１，６０７０．２２％９５，７９００．１９％９７，３９７運 輸 業
k１０，９６１０．４３％１８４，０３１０．３９％１９４，９９３卸 売 ・ 小 売 業

k４，６００，９３８０．０４％１７，１６２９．３２％４，６１８，１０１金 融 ・ 保 険 業
k１，１１４，３９２１６．２６％６，８５５，６５２１６．１０％７，９７０，０４５不 動 産 業

k８，１１０１．５６％６５８，３２６１．３４％６６６，４３６各 種 サ ー ビ ス 業
k６４３，４１２２５．８４％１０，８９４，７４７２３．３０％１１，５３８，１６０地 方 公 共 団 体
k９０１，３４３５２．３２％２２，０５４，４２１４６．３７％２２，９５５，７６５個人（住宅・消費・納税資金等）

k７，３５１，０４０１００．００％４２，１５１，１４０１００．００％４９，５０２，１８１合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

増 減平成２５年度平成２４年度種 類

２，７０９２４１，６１０２３８，９０１プ ロ パ ー 資 金
k１，１７６９０３２，０７９農 業 制 度 資 金
k１，１７６９０３２，０７９う ち 農 業 制 度 資 金

───う ち そ の 他 制 度 資 金

１，５３３２４２，５１３２４０，９８０合 計

（注）１．プロパー資金とは、当ＪＡ原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで信連が低利で融資するもの、

③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。
３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

●資金種類別

（単位：千円）

増 減平成２５年度平成２４年度種 類

８，１６８５４，６５４４６，４８５穀 作
k８３５２９，７１１３０，５４６野 菜 ・ 園 芸
───果 樹 ・ 樹 園 農 業
───工 芸 作 物

k１，１０９２３，３４２２４，４５１養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農
───養 鶏 ・ 養 卵
───養 蚕

k４，６９１１３４，８０４１３９，４９６そ の 他 農 業

───農 業 関 連 団 体 等

１，５３３２４２，５１３２４０，９８０合 計

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関連
する事業に必要な資金等が該当します。

　　なお、前掲⑦の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。
３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が該当します。

⑧主要な農業関係の貸出金残高
●営農類型別

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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⑨リスク管理債権の状況
増 減平成２５年度平成２４年度区 分

─── 破 綻 先 債 権 額 A
k２１，２５４９，６５７３０，９１１ 延 滞 債 権 額 G

─── ３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 M
─── 貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 S

k２１，２５４９，６５７３０，９１１合　　計　　　　　（Y＝A＋G＋M＋S）
k２１，２５４９，６５７３０，９１１ う ち 担 保 保 証 付 債 権 額 e

───担保保証付控除後債権額　　（k＝Y－e）
─── 個 別 貸 倒 引 当 金 勘 定 残 高 q
───差　引　額　　　　　（w＝k－q）

（注）１．破綻先債権
　　　　　元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立または弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号
のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

　　　２．延滞債権
　　　　　未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるものおよび債務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の支払を猶予したもの以外

のものをいいます。
　　　３．３ヵ月以上延滞債権
　　　　　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（注１，注２に掲げるものを除く）をいいます。
　　　４．貸出条件緩和債権
　　　　　債務者の経営再建または支援をはかることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取り決めを行った貸出金（注１，注２および注３に掲げるものを除く）をいいます。
　　　５．担保保証付債権額
　　　　　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）および確実な不動産担保付の貸出金残高ならびに農業信用基金協

会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該担保・保証相当額をいいます。
　　　６．担保保証付控除後債権額
　　　　　リスク管理債権額合計額から、担保保証付債権額を控除した貸出金残高をいいます。

（単位：千円）

　該当する取引はありません。

⑪元本補填契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

●金融再生法開示債権の保全状況
平成２５年度平成２４年度区 分

９，６５７３０，９１１ 金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計 A
９，６５７３０，９１１ 保 全 額 合 計 G
――う ち 貸 倒 引 当 金

９，６５７３０，９１１う ち 担 保 保 証 等
１００．００％１００．００％保 全 率 G／A

（注）貸倒引当金は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いた金額を記載しています。

（単位：千円）

　本表記載の資産査定額は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、貸借対照表の貸出金、貸付有価証
券、債務保証見返、信用未収利息および信用仮払金の各勘定について、債務者の財政状態および経営成績等を基礎として、以下のとおり区分しています。
　なお、当ＪＡは同法の対象とはなっていませんが、参考として、同法の定める基準に従い資産査定額を平成１５年度より記載しています。
（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
２．危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取ができない
可能性の高い債権をいいます。

３．要管理債権
自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいい
ます。

４．正常債権
債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「要管理債権」
以外の債権をいいます。

⑩金融再生法開示債権の状況
●金融再生法に基づく資産査定額

平成２５年度平成２４年度区 分
１８０─破産更生債権およびこれらに準ずる債権
９，４７６３０，９１１危 険 債 権
──要 管 理 債 権

９，６５７３０，９１１合 計
４２，１６１，８５７４９，５３９，０６９正 常 債 権

（単位：千円）
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⑬貸出金償却等の額
　該当項目はありません。

●破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債
務者
●実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していない
ものの、深刻な経営難の状態にあり、再建の見通し
がない状況にあると認められるなど実質的に経営破
綻に陥っている債務者
●破綻懸念先
　現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態
にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく、
今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる
債務者（金融機関等の支援継続中の債務者を含む）
●要管理先
　要注意先の債務者のうち当該債務者の債権の全部
または一部が次に掲げる債権に該当する債務者
ｉ　３ヵ月以上延滞債権
　元金または利息の支払が、約定支払日の翌日を起
算日として３ヵ月以上延滞している貸出債権
 　貸出条件緩和債権
　経済的困難に陥った債務者の再建または支援をは
かり、当該債権の回収を促進すること等を目的に、
債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定
等を行った貸出債権
●その他の要注意先
　要管理先以外の要注意先に属する債務者
●正常先
　業況が良好であり、かつ、財務内容につき特段の
問題がないと認められる債務者

ii

＜参考＞開示債権と自己査定の相関図

●破産更生債権およびこれらに準ずる債権
　破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破
綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに
準ずる債権
●危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財
政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収および利息の受取ができない可能性の
高い債権
●要管理債権
　自己査定において要注意先に区分された債務者に
対する債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および
「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金
●正常債権
　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がな
い債権であり、「破産更生債権およびこれらに準ず
る債権」、「危険債権」および「要管理債権」以外の
債権

●破綻先債権
　元本または利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本または利息の取立
または弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法
人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに
掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じ
ているものをいう。
●延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権に掲
げるものおよび債務者の経営再建または支援をはか
ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外
のものをいう。
●３ヵ月以上延滞債権
　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３
ヵ月以上延滞している貸出金（破綻先債権、延滞債
権に掲げるものを除く）をいう。
●貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建または支援をはかることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決
めを行った貸出金（破綻先債権、延滞債権および３ヵ
月以上延滞債権に掲げるものを除く）をいう。

対
象
債
権

＜ 自 己 査 定 債 務 者 区 分 ＞ ＜ 金 融 再 生 法 債 権 区 分 ＞ ＜ リ ス ク 管 理 債 権 区 分 ＞

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

破綻先

実質破綻先

破綻懸念先

要管理先要
注
意
先

その他の要注意先

正常先

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権貸出金

破綻先債権

延滞債権

３ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

�
�
�
�
�

破産更生債権およびこれらに
準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

⑫貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

期 末 残 高
期 中 減 少 額

期中増加額期 首 残 高区 分
そ の 他目 的 使 用

１６５，６００１８７，５１０─１６５，６００１８７，５１０一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

２４ ─３，１６４──３，１６４個 別 貸 倒 引 当 金

１６５，６００１９０，６７５―１６５，６００１９０，６７５合 計

１４０，９５５１６５，６００─１４０，９５５１６５，６００一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

２５ ─────個 別 貸 倒 引 当 金

１４０，９５５１６５，６００─１４０，９５５１６５，６００合 計

（注）その他の金額は洗替による取崩額です。

（単位：千円）
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（３）　為替業務等取扱実績

①内国為替取扱実績 （単位：件、千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類 被 仕 向仕 向被 仕 向仕 向

金 額件 数金 額件 数金 額件 数金 額件 数
７７，３２７，３１８２６３，７２５６２，６１０，６７６３８，２４０８７，６２８，７６２２５３，３８６５９，３２５，１６５３８，２７２送金・振込為替

６３，８５９４０２１，８７９８４５，０７２６３４６，０８５８代 金 取 立 為 替
４７７，４９６４９５３１５，２７６９２０５０２，５５１５９３３３７，７１１１，０５５雑 為 替

７７，８６８，６７３２６４，２６０６２，９４７，８３２３９，１６８８８，１７６，３８５２５４，０４２５９，７０８，９６２３９，３３５合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成２４年度および平成２５年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②公共債の引受額・公共債窓販実績 （単位：千円）

引 受 実 績窓 口 販 売 実 績
種 類

平成２５年度平成２４年度平成２５年度平成２４年度
１００，０００─１，０００─国 債

③オフ・バランス取引の状況
　該当項目はありません。

（４）有価証券に関する指標

①有価証券の種類別平均残高 （単位：千円）

増 減平成２５年度平成２４年度種 類
k１０５，０５６１９，１５８，４９４１９，２６３，５５１国 債
２８，７６７２８，７６７─地 方 債

───政 府 保 証 債
───金 融 債
───短 期 社 債

k５４，３１９５，６７８，１８７５，７３２，５０６社 債
───株 式
───受 益 証 券
───投 資 証 券

k１，０８６，２５２２３，９０９，８０５２４，９９６，０５７合 計
（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成２４年度および平成２５年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②商品有価証券の種類別平均残高
　該当項目はありません。

③有価証券の残存期間別残高 （単位：千円）

合 計期間の定め
のないもの１０年超７年超

１０年以内
５年超
７年以内

３年超
５年以内

１年超
３年以内１年以内種 類年

度

１９，２０６，３３８───６，５００，６２０８，０００，０００４，１１０，９５０５９４，７６７国 債

平
成　

年
度

２４

────────地 方 債
────────政府保証債
────────金 融 債
────────短 期 社 債

５，７０２，８４６─５００，０００５００，０００─４，２０２，８４６─５００，０００社 債
────────株 式
────────受 益 証 券
────────投 資 証 券

１９，１０７，５７５──４９７，６６２４，５００，５３６４，０００，０００１０，０４０，８３１６８，５４４国 債

平
成　

年
度

２５

１００，０００──１００，０００────地 方 債
────────政府保証債
────────金 融 債
────────短 期 社 債

４，７０２，２３０──５００，０００─１，２０２，２３０３，０００，０００─社 債
────────株 式
────────受 益 証 券
────────投 資 証 券
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（５）　有価証券等の時価情報等

平成２５年度平成２４年度

区 分 評 価 損 益
Ｄ－Ｃ

時 価
Ｄ

取 得 価 額
Ｃ

評 価 損 益
Ｂ－Ａ

時 価
Ｂ

取 得 価 額
Ａ

──────売 買 目 的

２４５，６７７２４，０４６，１０８２３，８００，４３０１４７，５０３２４，８５１，０２０２４，７０３，５１６満期保有目的

１，３６０１０９，３７５１０８，０１５３，６２１２０５，６６８２０２，０４７そ の 他 保 有

２４７，０３８２４，１５５，４８３２３，９０８，４４５１５１，１２４２５，０５６，６８８２４，９０５，５６３合 計

（注）１．本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上しています。
２．取得価額は取得原価または償却原価によっています。
３．満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。
４．その他有価証券については、時価を貸借対照表価額として計上しています。

①有価証券の時価情報等 （単位：千円）

②金銭の信託の時価情報等
　該当項目はありません。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引
　該当項目はありません。

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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（１）長期共済新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

１０７，４８２，５１１５，０２４，１８０１０７，０１８，２３８５，６８９，４１１終 身 共 済
生

命

総

合

共

済

１２０，０００─１２０，０００─定 期 生 命 共 済
１１５，５５７，７１７１１，６３２，８００１１６，１９８，３６８１０，７９６，８５７養 老 生 命 共 済
３１，６５９，６００１，８２２，３００３０，９０８，０００１，９９１，７００う ち こ ど も 共 済
３，６５７，２００３８，０００３，７９４，０００２３，０００医 療 共 済
４９５，０００─５１１，５００─が ん 共 済
９０２，２００─９４４，４００─定 期 医 療 共 済
２０，５３４２０，５３４──介 護 共 済
８６，０００─９０，０００─年 金 共 済

４２７，６７２，１８５３６，２９１，３００４２３，８２４，９３８３８，９４１，５３０建 物 更 生 共 済
６５５，９９３，３４９５３，００６，８１５６５２，５０１，４４４５５，４５０，７９８合 計

（注）１．記載金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済・定期医療共済は死亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む）、年金共済は
付加された定期特約金額）です。

２．平成５年度以前に契約された養老生命、こども、終身、年金の各共済契約については、生命総合共済に合算して計上しています。

22 共済事業取扱実績 共済事業取扱実績 共済事業取扱実績 
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（注）金額は保障金額です。

（５）短期共済新契約高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

掛 金金 額掛 金金 額
１８，５５１２１，５５９，７４０１８，９９７２１，７４１，１９０火 災 共 済
３５１，７９２─３２１，３５０─自 動 車 共 済

９９９１５，６９８，５００９３３１５，８６０，５００傷 害 共 済
６７３─６３５─賠 償 責 任 共 済

５２，３７４─４６，８１４─自 賠 責 共 済
４２４，３９１―３８８，７３１─合 計

（注）記載金額は年金年額（利率変動型年金にあっては最低保証年金額）です。

（４）年金共済の年金新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

３，４６４，８０９６０７，７９４３，２２６，３０２５４８，３３５年 金 開 始 前
３，０１７，２０４─３，１３６，８９１─年 金 開 始 後
６，４８２，０１４６０７，７９４６，３６３，１９４５４８，３３５合 計

（注）記載金額は入院共済金額です。

（２）医療系共済の入院共済金額新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高
１２，４３６２，９２２９，９０２２，５９６医 療 共 済
５，４４５４２４５，１８５６８が ん 共 済
７，６２２２５８，１１６１５定 期 医 療 共 済
２５，５０３３，３７１２３，２０３２，６７９合 計

（注）金額は介護共済金額です。

（３）介護共済の介護共済金額保有高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

７４０，０９３７４１，５９３──介 護 共 済
７４０，０９３７４１，５９３──合 計



（単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
種 類

手 数 料供 給 高手 数 料供 給 高
２９５４２５３４９０飼 料

生

産

資

材

１３，６１９１０９，６２９１２，８０８１０６，６３３肥 料
１０，４３８６２，５１９５，７１１６０，１４３農 薬
２，１１１１８，６１６２，２４７１５，０５２保 温 資 材
６７９６，３１１７５４７，０１２包 装 資 材
６，５２１２４９，０４４５，４５６１８０，５２２農 業 機 械
３５５６３２３３６４石 油 類
２５００８自 動 車

７，４１６８２，７９７６，３２４８９，２６９建 築 資 材
３，７３３２１，１６０３，７３１２０，９２１そ の 他
４４，５８７５５１，２３５３７，１１２４８０，４１８計
３，２５８２４，２７０３，７１５２８，２０７米食

料
品

生

活

物

資

３３８５，１５９３８５６，０４３生 鮮 食 品
１，５３２１０，０８６１，７３９１０，４６２一 般 食 品

１６７１，３９５１８９１，５０８衣 料 品
４，０５４４３，４５８２，０４９３３，１３５耐 久 消 費 財
１，８６６１９，２７５２，４００２４，９６７日 用 雑 貨
────そ の 他

１１，２１８１０３，６４６１０，４７９１０４，３２４計
５５，８０６６５４，８８１４７，５９１５８４，７４２合 計

（単位：千円）

平成２５年度平成２４年度項 目
６，８７３５，２００指 導 補 助 金

収

益

１０，７１７１０，２３７実 費 収 入
３５６３５６受 入 事 務 委 託 料

１７，９４７１５，７９４計

２１，０７６２１，２９４営 農 改 善 費
費

用

１６，９４２１６，７６７生 活 改 善 費
５５，７６５５２，１９１教 育 情 報 費

９３，７８４９０，２５２計
k７５，８３６k７４，４５７収 支 差 額

Ⅲ　事業の概要

33 購買事業取扱実績 購買事業取扱実績 購買事業取扱実績 

66 指 導 事 業 指 導 事 業 指 導 事 業 
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（単位：千円）

手 数 料販 売 高
種 類

受 託買 取受 託買 取
２８，６０５３８，４１３２１２，７５１２３４，２８６農 産 物 直 売 所 等

　

年
度

２４

２８，６０５３８，４１３２１２，７５１２３４，２８６合 計
３０，２２６３７，８８２２１３，０６４２１５，６８９農 産 物 直 売 所 等

　

年
度

２５

３０，２２６３７，８８２２１３，０６４２１５，６８９合 計

44 販売事業取扱実績 販売事業取扱実績 販売事業取扱実績 

（単位：千円）

平成２５年度平成２４年度項 目
２９，９４７２９，４３９水 稲 育 苗 代 金収

益
２２，１２６２４，９２３請 負 代 金

５２，０７４５４，３６３計

１４，４４６１５，３０７水 稲 育 苗 費 用費

用
２０，０９３２１，４９５請 負 費 用

３４，５４０３６，８０２計
１７，５３４１７，５６０利 用 事 業 利 益

55 利 用 事 業 利 用 事 業 利 用 事 業 



（注）１．総資産経常（当期純）利益率　＝　 　×１００

２．資本経常（当期純）利益率　　＝　 　×１００

経常（当期純）利益
　総資産（除く債務保証見返）平均残高　

経常（当期純）利益
純資産勘定平均残高

増 減平成２５年度平成２４年度項 目

k０．０３％０．１５％０．１８％総 資 産 経 常 利 益 率

k０．８９％３．８６％４．７５％資 本 経 常 利 益 率

k０．０２％０．１０％０．１２％総 資 産 当 期 純 利 益 率

k０．５５％２．７１％３．２６％資 本 当 期 純 利 益 率

Ⅳ　経営指標

11 利　益　率 利　益　率 利　益　率 

（注）１．平成２４年度末および平成２５年度末の数値を２２店舗で除して算出しています。

（単位：千円）

増 減平成２５年度平成２４年度項 目

２２５，５０５１７，６８８，６０４１７，４６３，０９９貯 金 残 高

k３３４，１３９１，９１５，９６０２，２５０，０９９貸 出 金 残 高

１５８，７２３２９，８１７，８７９２９，６５９，１５６長 期 共 済 保 有 高

44 一店舗当たり指標 一店舗当たり指標 一店舗当たり指標 

（単位：千円）

（注）１．平成２４年度末の数値を２８８人で除して算出しています。
２．平成２５年度末の数値を２９４人で除して算出しています。

増 減平成２５年度平成２４年度項 目

k１０，３４９１，３２３，６３７１，３３３，９８６貯 金 残 高
信 用 事 業

k２８，５１１１４３，３７１１７１，８８２貸 出 金 残 高

k３４，３６１２，２３１，２６９２，２６５，６３０長 期 共 済 保 有 高共 済 事 業

１９７２，２２７２，０３０購 買 品 供 給 高
経 済 事 業

k９４１，４５８１，５５２販 売 品 取 扱 高

33 職員一人当たり指標 職員一人当たり指標 職員一人当たり指標 

増 減平成２５年度平成２４年度区 分

k２．０５％１０．８３％１２．８８％期 末
貯 貸 率

k１．２２％１２．５７％１３．７９％期 中 平 均

k０．３４％６．１４％６．４８％期 末
貯 証 率

k０．２２％６．４０％６．６２％期 中 平 均

（注）１．貯貸率（期末）　　　＝　 　×１００

２．貯貸率（期中平均）　＝　 　×１００

貸出金残高
貯金残高

貸出金平均残高
貯金平均残高

３．貯証率（期末）　　　＝　 　×１００

４．貯証率（期中平均）　＝　 　×１００

有価証券残高
貯金残高

有価証券平均残高
貯金平均残高

22 貯貸率・貯証率 貯貸率・貯証率 貯貸率・貯証率 
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○農業協同組合法施行規則（平成１３年農林水産省令第１４８号）第２０４条の規定に基づき、農業協同組合等の自己資本の充実

の状況等についての開示事項（平成１９年金融庁・農林水産省告示第４号）として開示しています。

○「定性的な開示事項」の前年度（平成２４年度）の記載については、以下（平成２５年度）と同内容のため、記載を省略し

ています。

　2 ．信用リスクに関する事項
　当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。
また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依
頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

Ⅴ　自己資本の充実の状況等経 営 資 料

54　 ▲　disclosure 2014

◇自己資本比率の状況

　当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経
営の重要課題として取り組んでいます。内部留保につとめるとともに、不良債権処理および業務の効率化等に取り組
んだ結果、平成２６年３月末における自己資本比率は、１７．６４％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　当ＪＡは、「自己資本比率算出規程」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当ＪＡが
抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理およびこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持をはか
るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実につとめています。

　１ ．自己資本比率の状況等

《定性的な開示事項》 《定性的な開示事項》 《定性的な開示事項》 

内　　容項　　　　目

堺市農業協同組合発行主体

普通出資資本調達手段の種類

１，１７５百万円コア資本に係る基礎項目に参入した額

（イ）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・スコアは、主に以下
のとおりです。

カントリーリスク・スコア適 格 格 付 機 関エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（長期）

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（短期）

（注）「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には預金や貸出金・有価証券等が該当します。
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　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポージャー
に対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、
担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出規程」に定めています。信用リスク削減手法として、「適格金
融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手のため
に第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引に
ついて信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、我が国の地方公共団体、
地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関また
は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証
人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代え
て、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にか
かわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手
との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が
継続されないリスクが監視および管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視および管理されて
いること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適
用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価および管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認および評価の見直しを行っています。な
お、主要な担保の種類は自組合貯金です。

　4 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに
　　関するリスク管理の方針および手続の概要
該当ありません。

　5 ．証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

　3 ．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要

　6 ．オペレーショナル・リスクに関する事項
◇リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であることまたは外生
的な事象により損失を被るリスクをいいます。
　当ＪＡでは、オペレーショナル・リスクを、事務リスクとシステムリスクの二つに分けて管理しています。各リス
クの管理方針等については、１０ページをご覧下さい。

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当ＪＡでは、自己資本比率の算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、「基礎的手法」を採用
しています。
　「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・リスク相当額を算出するための一手法であ
り、１年間の粗利益の１５％の直近３年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とするものです。
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　7 ．出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続の概要
　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の外部出資勘定の出資として計上されているも
のをいい、当ＪＡにおいては、系統および系統外出資が該当します。
　系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた連合会等
の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。
　なお、系統および系統外出資の評価等については、取得原価を記載し、 毀  損 の状況に応じて引当金（外部出資等損失

き そん

引当金）の計上や直接償却（外部出資等償却）を実施することとしています。また、評価等重要な会計方針の変更など
があれば、注記表にその旨記載することとしています。

　8 ．金利リスクに関する事項
　金利リスクとは、金利変動にともない損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在するな
かで金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。
　当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の管理・報
告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールにつとめています。具
体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。
　・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額（低下額）を金利リスク量と

して四半期ごとに算出しています。
　・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出される要求払貯金の

うち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、①過去５年の最低残高、②過去
５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５
年の期間に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

　・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定しています。
　　　　金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（k）
　算出した金利リスク量は、四半期ごとにＡＬＭ・リスク管理委員会および理事会に報告して承認を得ています。また、
これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。
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　1 ．自己資本の構成に関する事項
（単位：千円）

経過措置によ
る不算入額平成２５年度項　　　　　　　　　　　　　　目

１６，８１５，５９８普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

コ
ア
資
本
に
係
る
基
礎
項
目

１，１９７，３８９うち、出資金及び資本準備金の額

─うち、再評価積立金の額

１５，６２３，３７０うち、利益剰余金の額

─うち、外部流出予定額（k）

５，１６２うち、上記以外に該当するものの額

１４０，９５５コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

１４０，９５５うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額

─うち、適格引当金コア資本算入額

─適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

─うち、回転出資金の額

─うち、上記以外に該当するものの額

─公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

─土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５％に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

１６，９５６，５５３コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

──無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

コ
ア
資
本
に
係
る
調
整
項
目

──うち、のれんに係るものの額

──うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

──繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

──適格引当金不足額

──証券化取引にともない増加した自己資本に相当する額

──負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

──前払年金費用の額

──自己保有普通出資等（純資産の部に計上されたものを除く。）の額

──意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

──少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

──特定項目に係る１０％基準超過額

──うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

──うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

──うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

──特定項目に係る１５％基準超過額

──うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

──うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

──うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

──コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

１６，９５６，５５３自己資本の額（（イ）―（ロ）） （ハ）

８９，５０４，７３８信用リスク・アセットの額の合計額

リ
ス
ク
・
ア
セ
ッ
ト
等

１４，９５６，０１３うち経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

４，８３４うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

─うち、繰延税金資産

─うち、前払年金費用

１４，９５１，１７９うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

─うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

─うち、上記以外に該当するものの額

６，５８７，５４４オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

─信用リスク・アセット調整額

─オペレーショナル・リスク相当額調整額

９６，０９２，２８２リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

１７．６４自己資本比率（（ハ）／（ニ））×１００
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（単位：千円）

（注）１．農協法第１１条の２第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しており、平成２４年度は旧告示
（バーゼルⅡ）に基づく単体自己資本比率を記載しています。

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレ
ーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
４．平成２４年度については、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準等の特例を定める告示（平成２４年金融庁・農水省告示第１３号）」

に基づき基本的項目から、その他有価証券評価差損を控除していないため、「その他有価証券の評価差損」は「－」（ハイフン）で記載しています。

平成２４年度項 目

１，１３１，５４１　
（─）

出 資 金
（ う ち 後 配 出 資 金 ）

基本的項目
（ T i e r 1 ）

─回 転 出 資 金

─再 評 価 積 立 金

２２，２４９資 本 準 備 金

２，２６３，０８２利 益 準 備 金

１２，３９３，８９７任 意 積 立 金

５６０，９７９次 期 繰 越 剰 余 金

k６，３６５処 分 未 済 持 分

─そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損

─営 業 権 相 当 額

─企 業 結 合 に よ り 計 上 さ れ る 無 形 固 定 資 産 相 当 額

─証 券 化 取 引 に よ り 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額

１６，３６５，３８４ 計 A

─土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（ T i e r 2 ）

１６５，６００一 般 貸 倒 引 当 金

─負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

─負 債 性 資 本 調 達 手 段

─期 限 付 劣 後 債 務

─補 完 的 項 目 不 算 入 額

１６５，６００ 計 G

１６，５３０，９８４自 己 資 本 総 額　　　　　　M＝A＋G

─他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控 除 項 目

─負債性資本調達手段およびこれに準ずるもの

─期限付劣後債務およびこれに準ずるもの

─非同時決済取引に係る控除額および信用リスク削減手法として用いる保証ま
たはクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額

─基本的項目からの控除分を除く自己資本控除とされる証券化エクスポージ
ャー及び信用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス

─控 除 項 目 不 算 入 額

─ 計 S

１６，５３０，９８４自 己 資 本 額　　　　　　　　　Y＝M－S

８８，８６３，９６０資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目 e

リスク・ア
セ ッ ト 等

─オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 k

６，６４６，５５４オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 q

９５，５１０，５１４ 計（e＋k＋q） w

１７．１３％基 本 的 項 目（Tier1）比 率　　　　　　　＝A／w×１００

１７．３０％自 己 資 本 比 率　　　　　　　＝Y／w×１００
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（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
　　　２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　　　３．「３ヶ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
　　　４．「出資等」とは、出資エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

５．「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を
第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調達手段、コア資本に係る調整項目（無形固
定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）および土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたもの
が該当します。

７．「上記以外」には、現金・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証
またはクレジットデリバティブの免責額が含まれています。

８．オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、当ＪＡでは基礎的手法を採用しています。

　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　　　　　　 ÷８％
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

　2 ．自己資本の充実度に関する事項
（単位：千円）

平成２５年度平成２４年度

信用リスク・アセット 所要自己
資本額　
ｂ＝ａ×４％

リスク・　
アセット額

ａ

エクスポー
ジャーの　
期末残高　

所要自己
資本額　
ｂ＝ａ×４％

リスク・　
アセット額

ａ

エクスポー
ジャーの　
期末残高　

－－１９，１０７，３９３－－１９，２０５，４５３我が国の中央政府および中央銀行向け
－－１０，９９５，６１１－－１１，５３９，１８１我が国の地方公共団体向け
－－－－－－地方公共団体金融機構向け

４，８０９１２０，２３９１，２０２，３９４４，８１２１２０，３１５１，２０３，１５１我が国の政府関係機関向け
－－－－－－地方三公社向け

２，６１９，７１１６５，４９２，７９９３２５，４５４，５２７２，７３３，８６８６８，３４６，７２４３２１，２５２，９８２金融機関および第一種金融商品取引業者向け
５０，１５８１，２５３，９６４２，５０７，９２８６０，１６３１，５０４，０７５３，０１３，６５４法人等向け
１８，３８５４５９，６４６１，１５９，４５４１２，３００３０７，５０７１，０２９，７６２中小企業等向けおよび個人向け
３，４１５８５，３９３２５２，８９１５，６５６１４１，４１６４１４，９２９抵当権付住宅ローン
２１，５２２５３８，０６５５６７，２２３２９，００１７２５，０２７７６８，１６１不動産取得等事業向け

－－－－－－３ヵ月以上延滞等
１１５，０２４２，８７５，６００２９，１９７，９３６１２２，７１３３，０６７，８４８３１，１３９，７３７信用保証協会等による保証付

－－４２９，０４２－－４３１，００３共済約款貸付
２３，１４３５７８，５７５５７８，５７５４８３，１９０１２，０７９，７５５１２，０７９，７５５出資等

１，４９５，１１７３７，３７７，９４７１４，９５１，１７９－－－他の金融機関等の対象資本調達手段
１８，２９０４５７，２６６１８２，９０６－－－特定項目のうち調整項目に算入されない部分

－－－－－－複数の資産を裏付とする資産（いわゆるファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

－－－－－－証券化

△８９６，８７７△２２，４２１，９３４－－－－経過措置によりリスク・アセットの額に
算入、不算入となるもの

１０７，４８６２，６８７，１７４４，０２４，５５７１０２，８５１２，５７１，２８８３，７５０，３２０上記以外
３，５８０，１８９８９，５０４，７３８４１０，６１１，６２２３，５５４，５５８８８，８６３，９６０４０５，８２８，０９３標準的手法を適用するエクスポージャー別計

－－－－－－ＣＶＡリスク相当額÷８％
－－－－－－中央清算機関関連エクスポージャー

３，５８０，１８９８９，５０４，７３８４１０，６１１，６２２３，５５４，５５８８８，８６３，９６０４０５，８２８，０９３信用リスク・アセットの額の合計額

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当
額を８％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当
額を８％で除して得た額

ａ
オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

＜基礎的手法＞
２６３，５０１６，５８７，５４４２６５，８６２６，６４６，５５４

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計
ａ所要自己資本額計

３，８４３，６９１９６，０９２，２８２３，８２０，４２０９５，５１０，５１５
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　3 ．信用リスクに関する事項
（単位：千円）①信用リスクに関するエクスポージャーおよび３ヵ月以上延滞エクスポージャーの期末残高

平成２５年度平成２４年度

項 目
３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

う ち 債 券うち貸出金う ち 債 券うち貸出金

──６，４６６７，４８１──１０，８２９１０，８２９農 業

法

人

────────林 業
────────水 産 業
────────製 造 業
────────鉱 業
────────建設・不動産業

────────電気・ガス・
熱供給・水道業

─１，２０２，３９４─１，２０２，５４４─１，２０３，１５１─１，２０３，１５１運輸・通信業
─１，００３，７５１─３２３，５９９，６９１─１，５０３，９８７４，６１７，７９２３１９，５２０，０５５金融・保険業

─２，５０７，９２８１４，９１９２，５５９，２０７─３，００８，１５１１４，７１８３，０２２，８７０卸売・小売・飲食・
サ ー ビ ス 業

─１９，２０７，５８７１０，８９５，４１８３０，１０３，００５─１９，２０５，４５３１１，５３９，１８１３０，７４４，６３５日本国政府・
地方公共団体

───１５，５２９，７５４───１２，０７９，７５５上 記 以 外
──３１，２５４，８６５３１，６８３，９０８──３３，３８７，４８４３３，８１８，４８８個 人
───５，９２６，０２９───５，４２８，３０８そ の 他
─２３，９２１，６６１４２，１７１，６６９４１０，６１１，６２２─２４，９２０，７４３４９，５７０，００７４０５，８２８，０９３業 種 別 合 計

６８，１７８１，６９６，５４８３２４，３７１，９６４１，０９６，５５７６，１０５，６３２３１４，５２１，６２８１ 年 以 下
１３，０４９，４１８１，１８６，６９１１４，２３６，１１０４，１０８，３０８３，０１４，２５７７，１２２，５６６１ 年 超 ３ 年 以 下
５，２０２，３９９１，８７７，８７６７，０８０，２７５１２，２１２，５２１１，８０９，４９６１４，０２２，０１７３ 年 超 ５ 年 以 下
４，５００，５３６１，２８８，２３４５，７８８，７７１４，５００，１７２１，７５５，５６４６，２５５，７３６５ 年 超 ７ 年 以 下
１，１０１，１２７１１，４０９，６３５１２，５１０，７６２２，５０３，０４２４，５９６，０２４７，０９９，０６６７年超１０年以下

─２４，４７４，３７１２４，４７４，３７１５００，１４２２７，４７３，６４３２７，９７３，７８６１０ 年 超
─２３８，３１１２２，１４９，３６５─４，８１５，３８８２８，８３３，２９１期限の定めのないもの

２３，９２１，６６１４２，１７１，６６９４１０，６１１，６２２２４，９２０，７４３４９，５７０，００７４０５，８２８，０９３残存期間別合計
（注）１．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
　　　２．「その他」には、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーが含まれています。具体的には、現金、固定資産等です。

３．平成２４年度および平成２５年度における信用リスクに関するエクスポージャー全体での期末残高と期中のリスク・ポジションとの大幅な乖離はあり
ません。

４．当ＪＡは、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。

③貸出金償却の額
該当項目はありません。

②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
項 目

期末残高当期減少額当期増加額期首残高期末残高当期減少額当期増加額期首残高
１４０，９５５１６５，６００１４０，９５５１６５，６００１６５，６００１８７，５１０１６５，６００１８７，５１０一 般 貸 倒 引 当 金

─────３，１６４─３，１６４個 別 貸 倒 引 当 金
────────農 業

法

人

────────林 業
────────水 産 業
────────製 造 業
────────鉱 業
────────建設・不動産業

────────電 気 ・ ガ ス ・
熱供給・水道業

────────運 輸 ・ 通 信 業
────────金 融 ・ 保 険 業

────────卸売・小売・飲食・
サ ー ビ ス 業

────────日 本 国 政 府 ・
地 方 公 共 団 体

────────そ の 他
─────３，１６４─３，１６４個 人

１４０，９５５１６５，６００１４０，９５５１６５，６００１６５，６００１９０，６７５１６５，６００１９０，６７５合 計
（注）当ＪＡは、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。
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④信用リスク削減効果勘案後の残高およびリスク・ウェイト１２５０％を適用する残高 （単位：千円）

平成２５年度平成２４年度
項 目

計格付なし格付あり計格付なし格付あり
３２，８７５，０５２３２，８７５，０５２―３３，４７３，５９２３３，４７３，５９２―リスク・ウェイト ０％信

用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

――――――リスク・ウェイト ２％
――――――リスク・ウェイト ４％

２９，９５８，３８８２９，９５８，３８８―３１，８８１，６２７３１，８８１，６２７―リスク・ウェイト １０％
３２４，９７８，３８７３２４，９７８，３８７―３１６，１５９，８３６３１６，１５９，８３６―リスク・ウェイト ２０％

２４３，９８１２４３，９８１―４０４，０４６４０４，０４６―リスク・ウェイト ３５％
２，５０７，９２８―２，５０７，９２８３，００８，１５１―３，００８，１５１リスク・ウェイト ５０％
６１２，８６１６１２，８６１―４１０，０１０４１０，０１０―リスク・ウェイト ７５％

１９，２５６，９５０１９，２５６，９５０―２０，４９０，８２９２０，４９０，８２９―リスク・ウェイト １００％
――――――リスク・ウェイト １５０％
――――――リスク・ウェイト ２００％
――――――リスク・ウェイト ２５０％

１８２，９０６１８２，９０６――――そ の 他
――――――リスク・ウェイト１２５０％

４１０，６１６，４５６４０８，１０８，５２８２，５０７，９２８４０５，８２８，０９３４０２，８１９，９４２３，００８，１５１合 計
（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）ならびにオ

フ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　　　２．「格付あり」とは、リスク・ウェイト算定において格付を適用しているエクスポージャー、「格付なし」とはリスク・ウェイト算定において格付を

適用していないエクスポージャーのことです。なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　　３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによって集計しています。また、

経過措置によってリスク・アセットを導入したものについても集計の対象としています。
　　　４．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資

に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。
　　　５．平成２４年度の「１２５０％」の項目には、自己資本控除とした額を記載しています。

平成２５年度平成２４年度項 目
k２０５，１９６k１５２，５１７金 利 シ ョ ッ ク に 対 す る 経 済 価 値 の 増 減 額

　8 ．金利ショックに対する経済価値の増減額
（単位：千円）

　該当項目はありません。

6　 ．証券化エクスポージャーに関する事項

　5 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当項目はありません。

④貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）
　該当項目はありません。

③貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）
　該当項目はありません。

（注）１．「その他」は、「中小企業等向け及び個人向け」に含まれない個人向けエクスポージャー等です。
　　　２．当ＪＡは、適格金融資産担保について簡便手法を採用しています。

　4 ．信用リスク削減手法に関する事項
（単位：千円）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

平成２５年度平成２４年度
項 目

保 証適格金融資産担保保 証適格金融資産担保
――――地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け
――――我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
――――地 方 三 公 社 向 け
――――金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
――――法 人 等 向 け
―１，５０３―１，０９０中小企業等向け及び個人向け
――――抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン
――――不 動 産 取 得 等 事 業 向 け
――――３ ヶ 月 以 上 延 滞 等
――――証 券 化
――――中 央 清 算 機 関 関 連
――――そ の 他
―１，５０３―１，０９０合 計

②出資その他これに類するエクスポージャーの売却および償却にともなう損益の額
　該当項目はありません。

　7 ．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

平成２５年度平成２４年度
項 目

時 価貸借対照表計上額時 価貸借対照表計上額
――――上 場

１５，５２９，７５４１５，５２９，７５４１２，０７９，７５５１２，０７９，７５５非 上 場
１５，５２９，７５４１５，５２９，７５４１２，０７９，７５５１２，０７９，７５５合 計

（単位：千円）①出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額および時価



（平成２６年７月１日現在）

組 合 員

総会・総代会

11 機　構　図 機　構　図 機　構　図 
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（平成２６年７月１日現在）

代表権氏 名役 職 名代表権氏 名役 職 名
無村　 田　 敏　 明理 事有f 山 和 g代 表 理 事 組 合 長
〃野　 口　 善　 清〃無藤　 井　 紘　 一副 組 合 長 理 事
〃井　 上　 修　 一〃〃寺　 下　 三　 郎専 務 理 事
〃大　 畑　 W　 博〃〃藤　 原　 嘉　 広常務理事（管理担当）
〃R　 田　 一　 之〃〃細　 田　 茂　 次常務理事（信用担当）
〃中　 谷　 X　 一〃〃万　 代　 雅　 弘理 事
〃大　 仲　 昌　 彦〃〃上　 總　 茂　 則〃
〃檜　 本　 多 加 三〃〃石　 田　 保　 晴〃
〃　 森　 　 弘　 明〃〃早　 川　 　 功　〃
〃山　 本　 雅　 則〃〃和　 田　 泰　 久〃
〃� 槻　 清 彌〃〃山　 本　 保　 昌〃
〃　 森　 　 豊　 一〃〃小　 西　 　 徹　〃
〃　 鍵　 　 啓　 子〃〃松　 川　 幸　 男〃

●理　事

（順不同）

該当する項目はありません。

22 役 員 一 覧 役 員 一 覧 役 員 一 覧 
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●監　事
氏 名役 職 名

西　 岡　 章　 吉代 表 監 事
西　 出　 茂　 春常 任 監 事
山　 田　 幹　 夫監 事
藤　 原　 孝 太 郎〃
南　 山　 佳　 子〃
伊　 藤　 裕　 幸員 外 監 事

（平成２６年７月１日現在）

（注）監事のうち伊藤裕幸は、農協法第３０条第１２項
に定める要件を満たす員外監事です。

（順不同）

（単位：人、団体）

平成２５年度平成２４年度区 分
６，６３８５，９１９個 人正

組
合
員

１１農 事 組 合 法 人法
人 ――そ の 他 の 法 人

６，６３９５，９２０計
１９，０２４１８，３８２個 人

准
組
合
員

――農 業 協 同 組 合
――農 事 組 合 法 人
２１そ の 他 の 団 体

１９，０２６１８，３８３計
２５，６６５２４，３０３合 計

33 組 合 員 数 組 合 員 数 組 合 員 数 

構 成 員 数組 織 名
４７２野 菜 振 興 会
２０緑 花 振 興 会
４２果 樹 振 興 会
２１４ Ｈ ク ラ ブ
３０観 光 農 業 振 興 会
１１農 作 業 受 託 協 議 会
１５酪 農 協 議 会

１，９６３女 性 会
７８０資 産 管 理 研 究 会
２，２２４年 金 友 の 会

（注）組織名については７月１日現在を、構成員数については３月３１日現在を基準
として記載しています。

（単位：人）

44 組合員組織の状況 組合員組織の状況 組合員組織の状況 
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●事務所および主要施設の所在地

ＪＡ堺市の地区は、堺市です。ただし、堺市美原区の区域は、大饗、菩提、小寺に限ります。

66 地 区 一 覧 地 区 一 覧 地 区 一 覧 
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■事　務　所

ＡＴＭ
設置台数事 業 内 容電話番号所 在 地郵便番号施設の名称

１台総合・相談その他２７８-３３３３堺市西区上野芝町２丁１番１号５９３-８３０１本 所

─購買・販売・利用・指導・
相談２３４-１９００中区陶器北５６-２５９９-８２４２営農センター

─販売２９６-９９２６南区鉢ヶ峯寺２０３６-１５９０-０１２５農産物直売所

─加工・指導２７０-５４５４中区深井中町１４５５-３５９９-８２７２生活センター

１台総合２３８-３１０７堺区南清水町２丁４-１５９０-０００５中 央 支 所

１台総合２４１-２７８５堺区石津町３丁４-１５９０-０８１４中 部 南 支 所

１台総合２５２-２５２８北区百舌鳥赤畑町５丁７４３-４５９１-８０３７百 舌 鳥 支 所

１台総合２５２-０４０３北区新堀町２丁１０３５９１-８００５五 箇 荘 支 所

１台総合２６２-０１２２西区浜寺諏訪森町中３丁２４４-２５５９２-８３４８浜 寺 支 所

１台総合２７８-０１１２中区深井中町１４５４-１５９９-８２７２深 井 支 所

１台総合２７１-１５４１中区八田寺町２２６-１５９９-８２６７八 田 荘 支 所

１台総合２３７-５４６１中区新家町２５３-１５９９-８２３２東百舌鳥支所

１台総合２７１-５８２１西区津久野町２丁９-１１５９３-８３２２津 久 野 支 所

１台総合２５２-００５４北区中村町２５３－６５９１-８０１２北 八 下 支 所

１台総合２８５-０１２９東区菩提町５丁２３２５９９-８１０３南 八 下 支 所

１台総合２８５-００２３東区日置荘西町３丁１３-８５９９-８１１４日 置 荘 支 所

１台総合２７８-０１２２中区平井１２２-２５９９-８２５１久 世 支 所

１台総合２３７-５１０１中区陶器北４５５-１５９９-８２４２東 陶 器 支 所

１台総合２３６-５４８１中区田園５７５-７５９９-８２４６西 陶 器 支 所

１台総合２９７-０５２１南区片蔵３０５９０-０１２１上 神 谷 支 所

１台総合２７３-４０５１西区草部１８２-２５９３-８３１２福 泉 支 所

１台総合２９７-０６２１南区美木多上４４-１５９０-０１３６美 木 多 支 所

１台総合２３５-１５５１東区大美野６５-４５９９-８１２６登 美 丘 支 所

１台総合２５２-００２７北区金岡町１０８８５９１-８０２２金 岡 支 所

１台総合２６３-６１１２西区鳳西町１丁７６-２５９３-８３２６鳳 支 所

２２台２５ヵ所合　 　 　 計

（平成２６年７月１日現在）

（注）事業内容欄の総合とは、信用・共済・購買・販売・指導事業をいいます。

■店外ＡＴＭ
ＡＴＭ設置台数所 在 地施 設 の 名 称

１台堺市南区大庭寺１０６-４大庭寺キャッシュサービスコーナー

１台西区鳳中町２丁５０-２鳳北キャッシュサービスコーナー

２台２ヵ所合　 　 計

77 店 舗 一 覧 店 舗 一 覧 店 舗 一 覧 
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 昭和４４年３月 堺市内１９農協が合併し「堺市農業協同組合」 

  発足

 　　　　９月 『堺市農協情報』創刊（平成５年４月『ＣＲ

  ＯＰ』に改称）

 昭和４６年５月 堺市農協農業会館（本所）完成

 昭和４７年５月 旧金岡・鳳農協と合併し、一市一農協として

  発足

 昭和４９年５月 全国農協初の独自オンラインシステムの稼動

 昭和５１年６月 育苗センター完成（昭和５６年４月「営農セン

  ター」に改称）

 　　　　９月 第１回小学生夏休み児童作品コンクール開催

昭和４４年３月１日、１９農協の合併で堺市農業協同
組合が発足した

４６年５月に完成した堺市農協農業会館

第１回小学生夏休み児童作品コンクール開催

88 沿革・あゆみ 沿革・あゆみ 沿革・あゆみ 
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 昭和５１年１１月 第１回堺市農業祭開催・営農テレホンサービ

  ス開始（ＴＥＬ　０７２-２７７-３５９１）

 昭和５３年９月 「営農フェア」開催（現在の「ＪＡフェア」 

  の前身）

 昭和５４年３月 合併１０周年記念式典挙行

 昭和５６年４月 外務（渉外）担当職員設置

 　　　　６月 堺市農業研修センター完成

 昭和５７年１２月 計画（予約）購買制度スタート

 昭和５８年５月 第１次中期経営計画策定（以後３年ごとに策

  定。現在第１１次同計画を実践中）

 昭和５９年１月 営農外務員制度導入

 　　　　８月 全銀内国為替制度に加盟

 　　　　１２月 第１次地域農業振興計画策定（以後５年ごと

  に策定。現在第６次同計画を実践中）

 昭和６０年１０月 ＡＴＭ全店舗に設置

 昭和６１年７月 堺市農協資産管理連絡協議会発足

 昭和６３年６月 学経理事制導入

 　　　　９月 年金友の会連絡協議会発足

 平成元年３月 合併２０周年記念式典挙行

 　　　　４月 土曜組合員相談室開設

 　　　　６月 長期共済保障保有高３，０００億円達成

 　　　　９月 婦人会（女性会の前身）結成２０周年記念大会

  開催

 　　　　１１月 ハンディ端末機導入

 平成２年３月 ＪＡ堺市独自制作の農業啓発小冊子「わたし

  たちの農業」を堺市内全小学校の３年生児童

  に寄贈（現在まで毎年実践中）

 　　　　４月 営農情報紙『わかば』創刊

 　　　　８月 貯金残高２，０００億円達成

 平成３年１０月 農産加工所（生活センター）開所

 平成４年４月 農協ＣＩを導入し、愛称「ＪＡ堺市」設定

「街に緑を農業に未来を」をテーマに第１回堺市
農業祭が開催された

愛称を「ＪＡ堺市」に



8 沿革・あゆみ 沿革・あゆみ 

 平成５年７月 資産管理情報誌『みのり』創刊

 平成７年４月 新土壌分析システム導入

 平成９年１月 本所機構の改革実施（５部２室１２課制）

 平成１０年３月 ＪＡ全中から「平成９年度優良農業協同組合

  表彰」受賞

 　　　　１０月 鳳南支所、大庭寺・鳳北出張所を、福泉支所、

  鳳支所に統合

 　　　　１１月 購買品配送体制の合理化（８支所を対象に試

  行）実施

 平成１１年３月 合併３０周年記念式典挙行

 　　　　８月 府から「特定組合」の承認を受ける（余裕金

  運用基準の緩和）

 　　　　９月 女性会結成３０周年記念式典挙行

 　　　　１０月 証券投資信託の取り扱い開始

 平成１２年４月 ＡＬＭ（資産と負債の総合管理）委員会設置

 　　　　４月 農業公園　堺・緑のミュージアム『ハーベス

  トの丘』開園。同所に地場産農産物を販売す

  る『農産物直売所』設置

 　　　　１２月 コンプライアンス（法令等順守）・マニュア

  ル制定

 平成１３年６月 ホームページ開設

 　　　　７月 長期共済保障保有高６，０００億円達成

 平成１４年１月 ＪＡＳＴＥＭ（信用事業新電算システム）へ

  移行

 平成１５年３月 ＪＡ全中から「平成１４年度特別優良農業協同

  組合表彰」受賞

 平成１６年２月 第３回ＪＡバンク全国大会で「優績表彰」受賞

 　　　　４月 大阪エコ農産物「泉州さかい育ち」のトレー

  サビリティーシステムをＪＡ堺市のホームペ

  ージに導入

 平成１７年３月 「堺市農業協同組合個人情報保護方針」と

  「セキュリティ基本方針」を制定

 平成１７年４月 「個人情報保護法に関する法律」施行

 　　　　８月 貯金残高３，０００億円達成

 　　　　１０月 経済事業改革にともなう組織整備。営農部と

  経済部を統合し「営農経済部」を設置

 　　　　１１月 営農センター購買倉庫・購買店舗営業開始

 平成１８年４月 「ハーベストの丘農産物直売所」の指定管理

  者となる

 平成１９年５月 営農センター育苗施設をリニューアル

 　　　　１２月 「こども１１０番運動」をスタート

 平成２０年１月 本所総務部にコンプライアンス担当を設置

 　　　　３月 新型残留農薬検査機導入

 　　　　４月 全ＡＴＭの日曜・祝日稼働開始

 　　　　４月 「内部統制システムに関する基本方針」制定

 　　　　５月 中部南支所新事務所竣工

 平成２１年４月 ホームページに食農教育コーナー、農産物直

  売所コーナー、モバイルサイトの新設

 　　　　５月 上神谷支所新事務所竣工

 　　　　６月 学校給食への地場産タマネギの提供開始

 　　　　６月 「利益相反管理方針」の制定

 　　　　１２月 「ハーベストの丘農産物直売所」新築オープン

 平成２２年１月 「金融円滑化にかかる基本的方針」の制定

 　　　　５月 ＪＡ全共連から共済保有額純増率全国１位で

  特別優績表彰受賞

 　　　　１２月 「ハーベストの丘農産物直売所」オープン１

  周年イベント、愛称「またきて菜」に決定

 平成２３年３月 食農教育用ＤＶＤ「私たちのまち“堺のみの

  り”」を制作

 　　　　９月 東百舌鳥支所新事務所竣工

 　　　　１０月 ＡＬＭ委員会を母体とした、ＡＬＭ・リスク

  管理委員会を設置

 平成２４年３月 食農教育用ＤＶＤ「私たちのまち“堺のみの

  り”」の教師教材用マニュアル本（ワークシ

  ート付）を制作

 平成２５年３月 関西広域連合が展開する「関西エコオフィス

  宣言事業所」に登録

 　　　　６月 コミュニティー誌「みんな見て菜」創刊

 　　　　７月 西陶器支所新事務所竣工

 　　　　１１月 ＪＡ堺市イメージキャラクター「コメルくん」

  誕生

 平成２６年３月 ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」

  来場者１００万人達成

  食農教育用ＤＶＤ「のびのび育む　コメルく

  ん体操」を制作
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ＪＡ全中「平成９年度優良農業協同組合表彰」を
受ける津塩前組合長

食農教育ＤＶＤ

「のびのび育む　コメルくん体操」

愛称「またきて菜」に決定
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【農業協同組合法施行規則第２０４条に基づく開示項目】
１．組合の概況および組織に関する事項

業務の運営の組織　…………………………………………………………　６２
理事、経営管理委員および監事の氏名および役職名　…………………　６３
当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者に関する事項　……　６３
事務所の名称および所在地　………………………………………………　６５

２．組合の主要な業務の内容　…………………………………………………　１８

３．組合の主要な業務に関する事項
直近の事業年度における事業の概況　……………………………………　５
直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標　……………　４２
　経常収益、経常利益または経常損失、当期剰余金または当期損失金
　出資金および出資口数、純資産額、総資産額、貯金等残高
　貸出金残高、有価証券残高、単体自己資本比率
　法第５２条第２項の区分ごとの剰余金の配当の金額、職員数

　　　直近の２事業年度における事業の状況を示す指標
主要な業務の状況を示す指標
①事業粗利益および事業粗利益率　………………………………………　４３
②資金運用収支、役務取引等収支およびその他事業収支　……………　４３
③資金運用勘定および資金調達勘定の平均残高、利息、利回り
　および総資金利ざや　……………………………………………………　４３
④受取利息および支払利息の増減　………………………………………　４３
⑤総資産経常利益率および資本経常利益率　……………………………　５３
⑥総資産当期純利益率および資本当期純利益率　………………………　５３
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●円Ｌｉｂｏｒ（ライボー）

円のロンドン銀行間取引金利のこと、資金調達コストの基準

●大阪エコ農産物

農薬の使用回数、化学肥料（チッソ・リン酸）の使用量が大阪府内の標準的な使用回数・量の半分以下にな

るよう府が基準を設定し、基準以下で栽培される農産物を大阪エコ農産物として府が認証するもの

●オペレーショナル・リスク

職員の事務事故やシステム障害などによるリスクのことをいう。新BIS規制では、１年間の粗利益に15％を乗

じて得た値の直近3年間の平均値をオペレーショナル・リスクとする。

●価格変動リスク

市場性リスクの１つの形態で、投資した金融資産の価格が変動することにより当初期待した収益（リターン）

と異なる結果になること

●ガバナンス

企業統治。組合の内部統制の仕組みや不正行為を防止する機能

●キャッシュ・フロー

一定期間内に企業が出し入れした資金の額

●金利変動リスク

市場性リスクの１つの形態で、金利変動による債券価格が変動すること

●コンプライアンス

法令等順守。企業が「消費者契約法」などに定められた民事ルールや行政規制などの取り締まりルールを守

るだけでなく、その実効性を高めるために自主行動基準を設定し、企業内倫理を確立し、順守すること

●資金繰りリスク

流動性リスクの１つの形態で、資金繰りがつかなくなり、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金

調達を余儀なくされること

●市場性リスク

株式市場や債券市場などの市場に投資する際に被らなければいけないリスク

●市場流動性リスク

流動性リスクの１つの形態で、市場の混乱等により不利な価格での取引を余儀なくされること

●信用リスク

貸出債権の債務者や国債・社債等の債券発行事業体が、債務を履行できなくなるリスク

●新ＢＩＳ規制

２００７年から導入された国際基準の自己資本比率規制、バーゼル は2013年度より導入された新BIS規制を

さらに厳格化した制度

●スワップレート

前述の円Ｌｉｂｏｒ等の代表的な変動金利と交換対象となる固定金利のこと

●内部統制システム

組合が健全な経営を行うため　①業務の有効性および効率性　②財務報告の信頼性　③法令等の順守　④資

産の保全　を目的に構築するしくみ

●ポートフォリオ

資産を複数の金融商品に分散投資すること、またはその投資した金融商品の組み合わせ

●リスク

損失や不都合を生む可能性を指す。総括して「危険性」

●リスク・アセット

定められた危険率に応じて配分した金融資産

●リスクフリーレート

誰でもリスクなしで得ることができる金利

●リスクヘッジ

リスクを回避・低減する工夫をすること

●流動性リスク

現金等の流動資産の調達運用に関わるリスク

●ＡＬＭ

資産（Ａ：アセット）と負債（Ｌ：ライアビリティー）を総合的に管理（Ｍ：マネジメント）することにより、

金利変動や為替相場の変動などの市場リスクと流動性リスクを管理する手法のこと

●ＩＣキャッシュカード

偽造や不正な読み取りが困難なＩＣ（半導体集積回路）を内蔵し、高い安全性を確保したカード　

●ＴＡＣ（タック）

とことん(T)・会って(A)・コミュニケーション(C)をキャッチコピーに全農が定めた｢地域農業の担い手に出向

くＪＡ担当者」の呼称で、情報の提供と意見・要望の汲み上げによる地域農業のコーディネートを主務とする

用語の説明

（５０音順）
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